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新和魂とグローバル最適経営
～グローバリゼーション・イノベーション・ダイバーシティの 

競争力を駆動する経営哲学～

林 廣茂 
（中国・西安交通大学　客員教授）

要　　約

　21 世紀の企業経営は，「モノの価値創造」（機能・性能）の競争から「コトの価値創造」（意味・情

緒）の競争へ転換した。そして，コトの価値創造での「GID（グローバリゼーション，イノベーション，

ダイバーシティ）競争力」が，持続する成長のための不可欠のエンジンになっている。多くの日本企業

が，1990 年代半ばまでの「モノ造り世界一」時代の成功体験に縛られて構造的な慣性におちいり危機

意識が不足しているために，コト造りの GID 競争に後れを取っている。二次データを使ってこのこと

を先ず確認した。

　後れを取っている原因の根源に，日本人の思想の変質があり，その申し子である「日本の経営哲学」

の核心である「和魂」，つまり，日本人「らしい・ならでは」の宗教性・倫理道徳性・哲学性が劣化し

ている事実がある，と仮説した。日本人の思想の系譜をたどり，とくに戦後の 70 年間で思想の変質と

経営哲学の劣化を検証した。日本人は戦後 70 年間で，経済の高度成長・経済大国化への上昇期と，経

済の長期低迷・国際競争力の低下期の両方を経験した。その間に，民族としての自信の回復・定着，そ

して，喪失を味わった。近年，再び自信を回復しつつあるように見える。しかし，世界最高水準の豊か

さの中で，危機感をどこかに置き忘れて，自己中心主義・家族中心主義に閉じこもり，自己変革し辛い

心理的慣性に縛られている。そのため大多数の日本人は，企業（組織）に強い愛着を持たず，コトの価

値創造の GID 競争にコミットしていない。

　日本人「らしい・ならでは」の思想を，「新和魂」として再定義しなければならないと考える。新和

魂が，コトの価値創造の GID 競争にうち勝つ「守・破・離の進化」を切れ目なく，アップ・スパイラ

ルに実行する人間力の，涸れることのない源泉となる。コトの価値創造でも，モノの価値創造と同じ

く，世界に共有される「普遍価値」の優劣競争と，日本の「特殊価値」の発信力・影響力競争は必至で

ある。「新和魂」を持った「グローバル人間」が，優劣競争と発信力・影響力競争を勝ち抜く「グロー

バル最適経営」の担い手になるだろう。
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Abstract

　21st-century business management has shifted its focus of competition from 'value creation of 

tangibles' (functions or performance) to 'value creation of intangibles' (sense of meaning or emotional 

value). Moreover, competitiveness in globalization, innovation and diversity (GID) is now vital in 

driving sustainable growth. However, many Japanese companies, ensnared in their successful 

experience as 'world leaders in manufacturing of tangibles' until the mid-1990s, have fallen into 

structural inertia, lacking crisis consciousness, and are lagging behind in the GID race as regards 

making intangibles. We first sought to verify this by examining secondary data.

　A root cause for this tardiness may be a transformation in Japanese ways of thinking. As an 

offshoot of this way of thinking, Japanese management philosophy has 'Japanese spirit' at its core – a 

typical and unique Japanese sense of religiosity, morality, ethics and philosophical outlook, and it could 

be argued that these core values have in fact degenerated. We have looked at the chronology of this 

Japanese way of thinking and particularly noted changes and a concomitant deterioration of 

management philosophy over that period in the seventy years following the war. During that time, 

Japanese people experienced both upturns and downturns in their economy; the prosperous period of 

achieving high growth and attaining world-leading economic power, and the subsequent decline period 

into long-term sluggishness and weakening international competitiveness. From one to another, 

Japanese people's national confidence was restored, stabilized, and diminished, and in recent years 

confidence appears to be recovering again. However, for Japanese used to some of the highest levels 

of affluence in the world, crisis consciousness is outside their perception; they adhere to self-centred 

and family-oriented principles, and are constrained by psychological inertia, hindering personal 

reformation. This in turn means that most Japanese people have no strong attachment to their 

companies (or organizations), failing to commit themselves to the GID race for value creation in 

intangibles.

　We consider that 'Japanese-style' and 'uniquely Japanese' ways of thinking need to be redefined as a 

'neo-Japanese spirit'; this may become an enduring source of the kind of human qualities that can 

achieve 'evolution through the Shu, Ha, Ri sequence' seamlessly, and in an up-spiral way to thrive in 
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the GID race for value creation in intangibles. In this race, as in that for tangibles, there will inevitably 

be competition for supremacy in 'universal values' and in the transmission and influence of 'Japan-

specific values'. 'Globalists' armed with such a neo-Japanese spirit will be those who carry out 'global-

optimization business management', leading to success in the races for both supremacy and 

transmission of influence. 

Keywords：�モノの価値創造，コトの価値創造，GID 競争，日本人「らしい・ならでは」の思想，守・

破・離の進化，和魂と新和魂，普遍価値と特殊価値，グローバル人間，グローバル最適

経営

	 �Value creation of tangibles; value creation of intangibles; GID race; 'Japanese-style' and 

'uniquely Japanese' ways of thinking; evolution through Shu, Ha, Ri; Japanese spirit and 

neo-Japanese spirit; universal and specific values; globalist; global-optimization 

management
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I　本論文のねらい

　本論文で改めて提起する問題はこうである。21

世紀の今日の企業経営の競争力は，「モノの価値

（機能・性能）の創造」から「コトの価値（意

味・情緒）の創造」へのパラダイム・シフトに対

応する能力，かつ，GID（グローバリゼーション・

イノベーション・ダイバーシティ）を実践する能

力，つまり，「コトの価値創造」×「GID の実

践」での適者生存能力と強く関連している。日本

企業は，コトの価値創造と GID 競争での進化・

発展を続けているが，そのスピードは遅く，売上

高や利益性などの業績への貢献はまだ不十分であ

る。とくに国外での成長率や利益性は他の先進国

であるアメリカ，ドイツ，フランス，イギリスな

どだけでなく，中進国・新興国である韓国，台

湾，中国などの企業に比べても低い。つまり，日

本企業はコトの価値創造の GID 競争力でこれら

の国々に後れをとっている。20 世紀後半のモノ

の価値創造での大成功にこだわり，構造的慣性に

おちいってしまい，21 世紀のコトの価値創造に

後れながら，そのことへの危機意識が弱いからで

ある。そのため，日本経済は低成長・停滞という

トンネルを四半世紀も抜け出せないでいる。

　企業の GID 競争は，経営の 5 要素の全てに及

ぶ。5 要素とは，企業の理念（存在理由），企業

文化（企業の個性），経営資源（人材・情報・技

術・設備・資金），顧客価値創造プロセス（顧客

価値形成，SC ／ VC など），組織（生産・マーケ

ティング・財務・人事など）である。

　経営哲学は企業理念や企業文化として社内で共

有される。それは，経営資源の量と質の向上と価

値創造プロセス機能や組織運営の有効性と効率性

の確保をシームレスに実現するための，新鮮な酸

素を十分に含んだ血液であるだけでなく，企業の

CSR 行動の経済価値・社会価値・文化価値を司

る神経系の中枢でもある。

　GID 競争の遅れの根本的な理由として，今日

の経営哲学は，日本人「らしい・ならでは」の歴

史的・伝統的な思想的アイデンティティ（宗教

性・倫理 / 道徳性・哲学性）を時代の特徴に適応

させ，不易流行的，経路依存的に継承していない

からではないかと仮説して，私（林）は，その検証

を続けている（林，2015; 2017）（Hayashi, 2016）。

企業経営は「数量的な成果目標に向けての科学

的・合理的な企業行動」とそれを各機能現場で実

践する人たちの「頭（Knowledge）と心（Mind 

& Heart）の価値観」（経営哲学）を統合する

「営み」なのだから，経営哲学が変質すれば企業

の GID への適者生存能力も変わってしまう。

　本論文では，経営哲学と企業経営の競争力の関

連を以下の 4 ステップで敷衍する。

　1�．GID（グローバリゼーション・イノベーショ

ン・ダイバシティ）の 3 軸での，日本企業の

競争力の後退とその理由を諸外国との相対比

較で検証する，

　2�．古代から現代までの日本人の思想的アイデ

ンティティの系譜をたどり，

　3�．とくに，戦後 70 年間の日本人「らしい・

ならでは」の思想の風化とその理由を分析

し，経営哲学の変質の実態を取り出す，

　4�．その上で，企業経営の競争力を強めるため

に，今日の経営哲学を再定義し，そのグロー

バルな普遍性と日本の特殊性の共生と両者の

最適化を提案する。

　本論文での，GID の意味を定義しておきたい。

　グローバリゼーションとは，企業が，日本の

「内へ」と「外へ」，同時にかつ，アップ・スパイ

ラルにグローバリゼーションを継続することであ

る。日本中心主義から離れて，日本をグローブ

（地球）の一部であるとして，企業が経営の 5 要
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素をグローバルに最適配分して，グローバルな成

果を最大化する，つまり，グローバル最適経営を

実行する。それでいて企業の国籍は日本である。

　日本企業はこれまで，日本にいながら海外から

学んで自社の知識にする内へのグローバリゼー

ションは得意だったが，その知識を外へグローバ

ライズする力はまだ不足している。とくに，企業

が外へ（海外へ）展開するグローバリゼーション

の中で，現地で学ぶという自社の内へのグローバ

リゼーションが遅れている。つまり，現地での標

準化や適応化は進めているが，現地に帰化する・

現地を内部化する内へのグローバリゼーションが

まだまだ弱い。

　イノベーションは，技術だけでなくそれ以上に

経営の 5 要素の全てで継続されなければいけな

い。顧客価値は，モノの価値（機能価値）とコト

の価値（意味・情緒価値）の統合として創造され

世界中の顧客に届けられるからである。日本企業

はこれまで日本発のモノの価値造りで世界一とい

われ，日本仕様のエンジニアリングに強かった。

しかし，技術を世界中で顧客目線のコトの価値に

転換するデザイン性（想像力と創造力），価値を

顧客に届ける SC/VC（サプライチェーン／ヴァ

リュウチェーン）の整備やマーケティング力が相

対的に弱い。とりわけイノベーションを実行する

人材のグローバリゼーションとダイバーシティが

不十分である。

　ダイバーシティでは，外国人従業員を増やすと

か，女性や LGBT の採用率を高めるといった数

値の向上もさることながら，彼らの価値観の多様

性を受け入れ共生することがもっと重要である。

彼らのウェルネスを高めるのも当然だ。とくに価

値観の多様性との共生や衝突が，企業のグローバ

ル競争力を高める原動力ともなる。また，異文化

と自己の文化との最適化は，国内で実体験をしな

いで海外で実現できる筈もない。反面，海外での

経験を国内に移転して活かす仕組みも必要だ。

Ⅱ　�日本企業は，21 世紀の文明システムの 
内部化に遅れている

　文明システム（政治・経済・社会 / 文化・科学

技術）が大転換した。企業経営の存立基盤では，

1990 年代までの「モノの価値創造」の産業社会

から，それ以降現在に至る，「コトの価値創造」

の ICT 社会へのグローバルなパラダイム・シフ

トが進行中である。

　産業社会時代の日本企業は，アメリカをベンチ

マークし（内へのグローバリゼーション＝日本

化），日本人「らしい・ならでは」の和魂（団結

心・忠誠心・使命感など）をエンジンにして守・

破・離（AI 進化，後述）の三段階での進化を繰

り返し，モノ造り（Tangible な機能・性能価値

の製造業）で世界一に登り詰め，経済大国になっ

た。1970 年代と 1980 年代の経済大国化を牽引し

たのは，とくに自動車とデジタル家電の二大産業

で，直接・間接を含めた関連産業（電力，石油，

鉄鋼，部材・装置，保険，旅行など）を合わせる

と GDP の半分近くに相当したと言われた。

　1990 年代以降は，ICT 社会・GID 競争が加速

し，価値創造のパラダイムがモノ重視からコト

（Intangible な意味・情緒の価値創造の製造業と

非製造業）重視へ急速に転換している。その転換

を内部化している企業と内部化が遅れている企業

との業績の差は鮮明である。内部化している企業

の典型例が自動車メーカー各社であり，内部化に

失敗した企業の典型例がデジタル家電メーカー各

社である。自動車メーカー各社は，モノ造りで世

界 一 を 維 持 し つ つ， コ ト 創 り（HBV，EV，

FCV，AI による自動運転など）でも世界の先端

を走っている。その間，デジタル家電のモノ造り

は技術がコモディティ化して，韓国企業に追い抜
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かれ，中国企業に追い上げられている。ICT の

コト創り（Intangible な SNS ソフトウェア，IoT

や AI を利用したサービス製品など）ではアメリ

カ企業の背中ははるかに遠い。

　いくつかの二次指標を使って日本経済や日本企

業 の 1990 年 代 か ら 今 日 ま で の 成 果 を 相 対 レ

ビューする。GID（グローバリゼーション，イノ

ベーション，ダイバーシティ）競争の全ての面を

（たとえば質的な側面も含めて）網羅していると

は言えないが，それぞれの指標で，日本の経済と

企業の停滞ぶり・後退ぶりを主要諸国との比較で

検証しておきたい。

1．日本の経済力は，26 年間足踏み状態を続けて

いる

（1）�GDPは 530 兆円台で推移し成長の実感が得

られない

　日本の名目 GDP の規模は（内閣府，2017a），

1990-2016 までの 26 年間でわずか 1.18 倍成長し

た（537 兆円÷ 454 兆円）。戦後営々として達成

した高度経済成長とその果実（国民の貯蓄などの

国富）を取り崩して（国債化など）今日に至って

いる。1997 年の GDP534 兆円を最後に，その後

18 年間 530 兆円台を下回ったままずっと低迷し

た。2015 年に持ち直して 530 兆円となり，2016

年の 537 兆円で 20 年ぶりに過去最高を更新した。

2015 年以降景気は拡大中と言われているが，国

民の賃金・消費は両方とも伸びないまま，経済成

長の実感はない。

　一人当たりの GDP は 1997 年の 4,238 千円が

ピークで，2010 年の 3,921 千円まで減少を続けた。

その後上昇に転じ 2016 年は 4,244 千円まで回復

した。つまり数字の上では，日本人の生産性は過

去 20 年間ほとんど変わっていない。しかしこの

間，生産者人口は 1,000 万人減少しているので，

生産者人口の生産性が上昇した分は，高齢化した

非生産者の増加分でキャンセル・オフされた計算

である。キャンセル・オフを超えるイノベーショ

ンを実現できていない。

　少子高齢化で人口の減少が続く 2000 年代，民

間消費の絶対額は 287 兆円から 300 兆円へと＋

4.5％の伸びに留まった。その間，無職・年金生

活の高齢者が増え，雇用者の報酬は減少した。

人々は貯蓄を取り崩して不足分を補てんしてき

た。民間企業の国内での設備投資は減ることは

あっても増えることはなかった。政府の支出は合

計で漸増しているが，その中身は高齢者などの福

祉対策の急増が大きい。インフラ整備のための公

共投資は減る一方である（但し近年は 2011 年の

最少だった 24 兆円から 27 兆円にまで微増した）。

2016 年末で，国の借金は過去最高の 1,066 兆円に

達している。

　日本の主要企業は成長機会・利益機会を求めて

海外展開を拡大し，その果実を巨額の配当や利息

として国内に還流している。2010-2016 年の経常

収支は 13 兆円から 20 兆円に拡大した（日本経済

新聞，2017a）。その間法人実効税率が段階的に引

き下げられ企業は減税の恩恵を受けた。2016 年

度決算で全企業（金融業を除く）の利益余剰金は

390 兆円を超えている（財務省，2017）。しかし

その資金は，国内では民間消費を増やす従業員の

賃金増や成長を目指す設備投資の拡大に廻ってい

ない。企業は利益の内部留保を増やしてばかりい

る。だから庶民には好景気と言われても実感はな

いし，その財布の紐は固い。

（2）日本経済の国際影響力は半減した

　日本経済の規模（GDP で世界 3 位）を世界の

中 で 相 対 的 に 位 置 づ け る。 世 界 の 経 済 規 模

（IMF, 2017）は，1990-2016 年で 3.35 倍に拡大し

た。なかでも中国の GDP は，3,990 憶㌦（日本の

13％に相当）から，2010 年に日本を抜いて世界 2
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位となり，2016 年には 1990 年の 28.15 倍強成長

して，日本 4 兆 9,400 億ドルの 2.27 倍強の 11 兆

2,200 億ドルになった。日本の GDP の世界シェ

アは 14％から 6.6％に半減し，中国のそれは 14％

に拡大した。アメリカは世界の 4 分の 1 に近い

24.6% を占める。

　2008 年 9 月のリーマンショック後から 2017 年

の 3 月時点までの GDP 増加額でみると（田村，

2017），中国は 777 兆円増加した（1 ドル 111.4 円

で換算）。アメリカは 446 兆円の増加だった。日

本は 9.6 兆円の増加で EU は 375 兆円の減少だっ

た。中国が最近 10 年間の世界の経済成長を支え

たのである。アジアの経済成長の牽引車としても

中国が日本に取って代わった。日本経済が足踏み

している間に，中国との経済関係を拡大・深化し

た韓国，台湾，アセアン諸国などが急成長した。

つまり，世界の富が EU と日本から，中国とアジ

ア諸国に移転した。

　ちなみに生活レベルを実感できる一人あたりの

GDP（ppp: 購買力平価）では（United Nations, 

2017），アジアの中進国・新興国と言われる国々

の 躍 進 が 目 ざ ま し い。2016 年 時 点 で， 日 本

41,274 ドル（世界 30 位）に対し，シンガポール

87,855 ドル，香港 58,321 ドル，台湾 48,094 ドル

は日本を超え，韓国 37,740 ドルが日本に迫り，

中国は既に 15,398 ドルに達している。アセアン

諸国では，マレーシアは 3 万ドル近く，タイは 1

万 6,000 ドル強，インドネシアも 1 万 2,000 ドル

近い。大野（2017）は，アンガス・マディソン

（2003）のデータを使って，アメリカを 100 とし

た一人あたりの購買力平価の GDP で日本は，

2016 年には，香港，シンガポール，台湾はもと

より，韓国にも追い抜かれるとしていた。実際に

2016 年時点で，上記 3 カ国が日本を超え，韓国

は日本の 90% まで迫っている。

　高い購買力を持ったこれらの国の人々が，観光

客として日本を訪れ，日本の経済にテコ入れして

くれている。2016 年の訪日観光客数 2,400 万人の

83％が，中国，韓国などの東アジアと東南アジア

の国々の人たちで占められた（日本政府観光局，

2017）。2016 年のインバウンド消費額 3.7 兆円の

75％が，中国・台湾・韓国・香港・東南アジアか

らの観光客による。最先端技術の機能美をもつ日

本（主として東京），歴史・伝統の成熟美を持つ

日本（主として京都），アジアとの文化的親近感

が強い日本（主として大阪）の三つの日本の同時

性に彼らは魅せられている。

2．日本のグローバル競争力は低下している

（1）世界競争力ランキングで 26位に下降した

　スイス・IMD（2017）が毎年発表する World 

Competitiveness Yearbook 2017（世界競争力比

較）で日本の競争力を見ると，61 か国中で，中

国 18 位よりかなり下位で 26 位とある。2016 年

の詳細では，経済成長性 29 位・政府の効率性 42

位・ビジネスの効率性 25 位・インフラ整備 13 位

の総合順位である。政府の効率性の悪さ（岩盤規

制など）が際立つ。規制が多いために，日本企業

ばかりか海外企業にとっても日本はビジネスし辛

い国である。ビジネスの効率性（投下資本に対す

る成長性や利益性など）のランクも低い。「コト

の価値創造」への転換の遅れが影響しているよう

だ。

　1988 年から 1992 年まで，「モノ造り世界一」

日本の総合ランキングは 1 位だった。隔世の感が

ある。その後は 10 位圏内で，1-5 位の間，そし

て 6-9 位の間を前後し，20 位圏に下がって現在

に至っている。2017 年の競争力トップ 10 には，

スイス 2 位，アメリカ 4 位，オランダ 5 位，アジ

ア勢では香港 1 位，シンガポール 3 位が入ってい

る。どの国も一人当たりの名目 GDP が 4 万ドル

から 5 万ドル超で日本 3 万 9000 ドルよりも高い。
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つまり，一人あたりの付加価値＝生産性が日本よ

りも高いのだ。これらの国々は，コトの価値創

造，なかんずく ICT を活用した情報サービス産

業などに強い。

　11-20 位 に は， カ ナ ダ 12 位， ド イ ツ 13 位，

ニュージーランド 16 位，イギリス 19 位の他に台

湾 14 位が入っている。一人当たり名目 GDP が

日本と同等 / 日本よりも小さい国は，14 位の台

湾 2 万ドル，16 位のニュージーランド 3.8 万ドル，

の 2 か国だけである。

　日本の競争力の低下は，日本が一人当たりの付

加価値生産性が高まらないアジアの老大国になり

つつあることと同義であろう。

　別の競争力指標もある。国家の競争力評価は，

その評価基準の取捨選択によって大きく上下に動

くから注意が必要だ。WEF（世界経済フォーラム）

（2017）の「世界競争力報告書 2017-2018」（the 

Global Competitiveness Report 2017-2018）では，

世界 137 カ国中で日本の競争力は 9 位とある。マ

クロ経済環境 93 位，高等教育の質 23 位などは低

ランクだが，ビジネスの洗練度 3 位やイノベー

ション 8 位は高い。日本より上位の国々は，1 位

から順に，スイス，アメリカ，シンガポール，オ

ランダ，ドイツ，香港，スエーデン，イギリスで

ある。

　この報告書で指摘している日本の主要な問題点

は，大きい順に，税金が高い，労働法規に制限が

多い，技術の適応力が不十分，政府の効率が悪

い，などが挙げられていて，政治や法律が経済活

動，中でも企業活動の足かせになっている現状が

見える。企業は一流だが，政治は三流と言われる

所以であろう。

（2）�人材のグローバル競争力ランキングで 30位

に後退した	

　最後に日本人の（人材としての）グローバル競

争力の一端を IMD（2016）の「世界人材報告書」

（IMD World Talent Report 2016）で診ておきた

い。

　人材競争力の総合ランクは 61 カ国中 30 位で

2015 年の 26 位から後退した。世界で中間位くら

いの評価である。過去 10 年のトレンドでは，

2007 年の 23 位が最高位で 2012 年の 41 位が最下

位だった。国内での人材育成力が 19 位，労働環

境や動機づけでは 21 位とやや評価が上がるが，

ビジネス能力で 52 位とがくんと下がる。ビジネ

ス能力の中身を更に分析すると，国際経験 61

位・言語能力 61 位・有能な高級幹部 60 位・マネ

ジメント教育 57 位と最下位である。ビジネス能

力が低い日本人による企業経営の競争力が高まる

とは考えにくい。

　日本企業の 30-40 歳台の現役世代は，海外で働

くのを避け，異文化の人たちと共生しながら競争

するのが苦手で，ビジネスの能力や才能でのグ

ローバル競争力が大変低いと言われ続けている

が，IMD の報告書はそれを間接的に裏付けてい

ると言えるのではないか。

　このビジネス能力の低さが少なくとも過去 10

年超も続いている。日本の 18 歳人口は，1992 年

の 205 万人から 2015 年には約 120 万人にほぼ半

減した。一方では，四年制大学の数は 1996 年の

576 校から 2016 年の 777 校に 200 校増加した。

シュウ・ミンチュン（2017）が引用している世界

銀行のデータでみると，2010 年のデータで 15 歳

以上の人口に占める大学など高等教育修了者（人

的資源のストック）の比率は 80％超，2011-2013

年間の高等教育の就学者率（人的資源のフロー）

は 61％超と，主要先進国で日本はトップ・クラ

スである。しかし，ビジネス能力の IMD での世

界ランク 52 位は異常に低い。つまり人口比での

人的資源の数は多いが，質が全く伴っていない。

　日本の大学の教育の質の低下が叫ばれて久しい
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が，独自の特徴や強みを持たない名前だけの大

学，疑似東大，疑似早慶を増やし続けた結果であ

る。大学教育はビジネス向けだけではもちろんな

い。しかし，ビジネス能力の基礎を教えるのも大

学の大きな社会的責任である。今必要なことは，

教育の量的ではなく，質的転換である。そして大

学教育の質的転換には，大学教員の質的転換が

真っ先に必要である。ビジネス教育で言えば，国

際経験なし，言語能力なし，経営経験なし，で文

献を読むだけの教員が，他人が書いたグローバリ

ゼーション・イノベーション・ダイバーシティの

概念を一方的に読み聞かせる教育で，どんなビジ

ネス能力が教えられるだろうか。

3．企業の海外展開は，相対的に，低成長と低収

益である

　 日 本 の 海 外 直 接 投 資 の 残 高 約 1.23 兆 ド ル

（2015）は，米独英香仏に次いで世界 6 位の規模

である（国際貿易投資研究所，2017）。アメリカ

の残高は約 6 兆ドルでダントツに大きく，ドイツ

以下日本までが 1.8 兆ドル -1.2 兆ドルで続いてい

る。直接投資の収益率（2010-2013 年の平均）で

は（内閣府，2016）アメリカの 8.3％が最も高く，

イギリスは 7.5％，日本は 6.9％，ドイツは 6.5％

である。

　日本の投資先は金額ベースで，アジアが 30％

弱，北米が 35％，欧州が 24％の順である。投資

先 の 直 接 投 資 収 益 率（ 経 産 省，2016） で は，

1996-2011 年の平均で，アジアが 9.1％で高く，

アメリカ 5.1％と西欧 3.3％での収益率は低い。ア

メリカと欧州の収益性の改善が課題だが，収益率

が低いのは，日本企業が提供する顧客価値の競争

力が相対的に弱いためなのだから，欧米企業との

競争に勝ち抜けるような顧客価値のイノベーショ

ンとマーケティングの革新が不可欠だろう。

　収益性の低さに加えて，成長率の低さも日本企

業が抱える問題点である（経産省，2015）。2006

年 -2013 年までの平均で，アジア太平洋地域

（+3.6%），南北米大陸地域（+1.3%），欧州・中

東・アフリカ地域（-0.5%）の成長率で，それぞ

れの地域で日本企業は，アメリカ系企業，欧州系

企業，アジア系企業の 2 割から 4 割までの水準に

留まっている。どの地域でもアメリカ系企業の成

長率が圧倒的に高い。中国系や韓国系の企業の成

長率も全ての地域で日本系企業を凌駕している。

　日本企業の海外市場依存は拡大を続けている。

日本貿易振興会（ジェトロ）（2016）の「世界貿

易投資報告 2016 年版」によると，上場企業の海

外売上高比率は，2000 年度の 28.6％（547 社平均）

から 2015 年度は 58.3％（186 社平均）に高まっ

ている。中でも輸送機メーカー 62.5％，電気機器

メーカー 58.5％，素材メーカー 45.9％の海外売上

高比率が高い。海外売上高の増加は，日本からの

輸出依存を下げ，現地での地産地消を拡大して達

成している。もちろんその分だけ為替の影響が小

さくなり，円高になるほど利益が増える。逆に円

安でも輸出は拡大しづらい。

　日本企業の海外事業はアジアを中心に拡大中で

ある（経産省，2017）。中国を含むアジアが 2015

年度の実績で，全現地法人数 25,233 社の 66.7%，

従業員数 557 万人の 71.0%，売上高 274 兆円の

43.6%，経常利益 9.6 兆円の 63.8％を占める。

　国内での売上成長が望めなくなった日本企業の

グローバル展開は拡大しているが，上述したよう

に，その成長性と収益性は欧米系企業だけでな

く，中国系や韓国系企業に較べても低い。その

間，日本企業の相対的なグローバル競争力は確実

に低下している。

4．日本企業の研究開発投資は利益に結びつきに

くい

　ここでは技術イノベーションの効率と効果を掘
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り下げる。

（1）世界ランキング 8位に後退した

　WEF（2016）の世界イノベーション力ランキ

ングによると，2010-2011 年から 2015-2016 年に

かけて日本は，4-5 位だったが，直近の 2016-

2017 年には 8 位に後退した。上位 7 か国は，ス

イス，イスラエル，フィンランド，アメリカ，ド

イツ，スエーデン，オランダの順である。企業の

研究開発投資，研究者や技術者の数，特許の件数

ではトップ・クラスだが，産学連携の弱さ，公的

研究機関の質，技術の適応力，政府によるハイテ

ク製品の調達などで上位国に遅れをとっている。

（2）研究開発の投資収益率が低い

　日本企業の研究開発は，GDP 比の研究開発投

資で，アメリカや欧州企業に較べて一段と積極的

だが，その成果が利益に結びつきにくいという分

析結果がある（日本経済新聞，2017b）。日本企

業 は 対 GDP の 研 究 開 発 投 資 比 率 を，1995 年

→ 2014 年まで 2.6％から 3.6％へ高めてきた。同

期間のアメリカ企業の 2.4% から 2.6％へ，ドイツ

企業の 2.1％から 2.8％へ，に比べても大変高い。

しかし，その積極的な研究開発投資はアメリカや

EU15 カ国の企業に比べて利益にあまり結びつい

ていない。つまり，投資収益率が低いのだ。とく

に製造業での収益率が低い。

　日本企業の製造・非製造を合わせた研究開発投

資額の合計（2004-2008 年）は約 60 兆円で，営

業利益（09-13 年）は約 100 兆円だった（投資収

益率は 1.7 倍）。同時期，アメリカ企業はそれぞ

れ 85 兆円と 240 兆円だった（2.8 倍）。EU15 か

国の企業は 65 兆円と 260 兆円（4.0 倍）だった。

　製造業でみると，日本企業は 50 兆円の研究開

発投資に対して営業利益は 60 兆円だが（1.2 倍），

アメリカ企業は 40 兆円に対して 160 兆円で遥か

に強い利益獲得力を身につけている（4.0 倍）。

EU15 カ国の企業は，日本企業よりも少ない 30

兆円の投資だが，160 兆円の営業利益を稼いだ

（5.3 倍）。かつて「モノ造り世界一」だった日本

企業の 21 世紀での投資収益率の低さが際立つ。

　非製造業での日本企業の研究開発投資額は 10

兆円で，営業利益は 50 兆円。アメリカ企業は 50

兆円対 80 兆円，EU15 カ国企業は 30 兆円対 120

兆円である。非製造業での投資収益率は高いが投

資額は大きくない。

　日本企業の研究開発投資効果の低さの理由につ

いて，日本経済新聞（同上）は次の 4 点を挙げて

いる。（a）大企業による投資に偏っている。（b）

投資の 9 割が既存製品・既存技術の改善・改良に

偏っている。（c）短期で成果が出る投資が大部分

で，中長期的な投資が少ない。（d）新技術・新

市場開拓型のイノベーションへの投資をしない。

（3）起業家の数が少ない

　世界の隅ずみまで全てのものがインターネット

でつながり（IoT），人工知能（AI）が人間の頭

脳に取って代わろうとしている今日は，「パラダ

イム破壊型イノベーション」（山口，2006）が次々

と生じる大転換期だと言える。しかし日本には，

研究開発に特化した起業家が少ない（日本経済新

聞，2017c）。 中 国 に は 1 億 2,000 万 人（ 人 口 比

9％），インドに 8,700 万人（7％），アメリカに

2,300 万人（7％）の起業家がいるのに対して，日

本にはわずか 350 万人（3％）しかいない。

　ベンチャーエンタープライズセンター（2016）

によると，新製品開発や新事業開発などを目指す

ベンチャー企業への投資額の，日中米欧の 4 カ

国・地域の国際比較では，2011-2015 年の累計で

日本の投資額は 6,557 億円で，圧倒的に少ない。

同期間アメリカは日本の 35.5 倍の 23 兆 9,314 億

円，中国は日本の 12 倍弱の 7 兆 7,851 億円，欧



64 特別寄稿論文

州は 2 兆 4,671 億円で日本の 3.8 倍だった。

（4）技術革新の熱源が弱い

　日本経済新聞（2014a）が，「技術革新の熱源」

の国別比較を行っている。引用回数が多い学術論

文数，発表された学術論文数，特許出願数，政府

の研究開発投資，民間の研究開発投資の 5 つの指

標で，主要国を日本の現状を 100 として評価し

た。日本の合計評価は 500 点である。アメリカ

2,014 点，中国 697 点，ドイツ 513 点，イギリス

435 点，韓国 219 点の順である。特許申請件数で

は日本，中国，アメリカが年間 40 万件台で肩を

並べているが，アメリカは引用回数が多い論文

数，学術論文数，政府の研究開発投資で，それぞ

れ日本の 8.5 倍，4.0 倍，4.7 倍高い。アメリカは

イノベーションの源泉である熱い研究開発のマグ

マを体内に多く蓄えている。

5．ダイバーシティは世界最下位に近い

（1）外国人が働きにくい国

　いくつかの国際比較データがある。一つは，日

本経済新聞（2014c）の「グローバルデータマッ

プ」の「外国人　働きにくい日本」のグラフであ

る。その中で要旨こう指摘されている。「労働力

人口が減少している日本で，働き手を確保するた

めに，外国人をもっと国内に呼び込むべきとの議

論が高まっているが，日本の人口に占める外国人

の比率は 1.6％で，その数は 204 万人。外国人の

受け入れは遅々として進んでいない」

　アメリカの外国人数の人口比率は 6.8％で日本

の 4 倍を超える。外国人人口は 2,105 万人であ

る。アメリカの情報通信技術（ICT）や人工知能

技術（AI）のイノベーションが移民によって担

われているのは周知である。アメリカの他に，外

国人の人口比率が高い国として，シンガポール

（28.1％），スイス（22.4％），ドイツ（8.5％），イ

タリア（8.0％），イギリス（7.7％），フランス

（6.0％）がある。どれも日本よりもグローバル人

材力が高い国々であり，イタリアとフランス以外

は，日本よりも国家の競争力が強い。スイス，ア

メリカとドイツはイノベーション力でも日本より

上位である。

（2）移民受け入れの高く厚い心の壁

　日本の労働人口の減少を移民によって補うの

は，賛否以前に，実現不可能に近いという議論が

『文芸春秋』に掲載された（2017 : 264-275）。座

談会形式の特集記事から主要点を抽出する。

　（a�）過去 20 年間に減った生産人口は 1,000 万

人，今後の 40 年間で更に 3,000 万人減少す

る。1,000 万人単位で外国人を受け入れると

しても，それだけの移民を出せる国は日本の

近くにはない。

　（b�）あるとしたら，中東，アフリカ，インド

だが，どこも日本とかなり文化距離が遠い。

フィリピンやインドネシアは 100 万単位な

ら可能かもしれない。中国や韓国はこれか

ら急速に人口オーナスになるので出せる国

ではない。

　（c�）外国人労働者に対して「日本人化」を強い

る企業が多い。外国人のグローバル人材は欲

しいが，「権利を主張しないで働いてほしい」

「サービス残業もして欲しい」では，有能な

人材ほど日本で働きたがらないだろう。

　（d�）日本がオープンな社会に変わらなければ

ならない，との議論には賛成だが，移民は

労働人口減少の特効薬にはならない。

　（e�）最後に，単純労働者の受け入れは，人件費

を下げ，経営のイノベーションを阻害して，

経済成長にマイナスとなる。

　一方では人口減の中で経済成長を実現するこれ

といった決め手はないが，労働人口の減少以上に
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一人あたりの生産性を高めるイノベーションを継

ぎ目なく連続して実現すれば経済成長は可能だと

する。理論的にはそうでも，そのイノベーション

の実現にこれまでの 20 数年間四苦八苦してきた

のが日本企業の現実である。一方では，特効薬で

はないにしても，有能な外国人労働者を受け入れ

て共生する物理的で精神的な異文化との共生の空

間を，日本人自身が広げていかねばならないので

なないか。知識はいくらでも海外から取り入れる

柔軟性を発揮するが，外国人を取り入れる内への

グローバリゼーションの経験を日本人は積みあげ

ていない。経験を先延ばしするほど，日本人の内

向き志向が続くばかりである。

（3）男女の平等：経済と政治の分野で世界最下

位である

　男女の平等さを 0 から 1 までに指数化して国

際 比 較 し た デ ー タ を み る（ 日 本 経 済 新 聞，

2014b）。経済・教育・健康・政治の四つの観点

から分析している。経済では，管理職比率・就業

率・同一労働同一賃金を男性と比較している。健

康では健康寿命，政治では国会議員に占める比率

の男性との比較である。

　日本女性の男女平等指標は 0.650（男性＝ 1.0）

で，世界 136 か国中 105 位。教育と健康は男性と

ほぼ同じだが，経済が 0.584，そして政治が 0.060

だった。ちなみにお隣の韓国は 0.635 で 111 位

だった。中国は 0.691 で 69 位。アイスランド

0.873，フィンランド 0.842，ノルウェー 0.842 が

トップ 3 で，以下 6 位フィリピン 0.783，14 位ド

イツ 0.758，18 位イギリス 0.744，23 位アメリカ

0.739 である。

　日本は女性の能力や才能を政治や経済に生かし

切れておらず，宝の持ち腐れ状態である。労働人

口の減少の特効薬の一つが女性の活用にある。移

民受け入れの議論がイエスかノーに集約するかど

うか不明だが，それとは別に，女性を更に活用す

る社会への転換が緊急の課題ではないか。

（4）�DI 企業の世界トップ 100社の内日本企業は

5社だけ

　トムソン・ロイター（2016）が発表した，ダイ

バーシティとインクルージョン企業＝ DI 企業の

世界トップ 100 社の中に，日本企業が 5 社含まれ

ている。アステラス製薬 5 位，資生堂 45 位，花

王 83 位，第一三共 83 位，キャノン 95 位である。

　上位 15 社には，スイスのロシュとノバルティ

ス，アメリカのジョンソン・エンド・ジョンソン

とイーライリリーの製薬企業が入っている。アメ

リカのコルゲート・パーモリーブは消費財，スイ

スのネスレは食品企業で，いずれも世界中で DI

企業だと評価されている。

　トムソン・ロイター（同上）によると，「『多様

性』『受容性』『人材開発』『悪評（メディアでの

論争・物議の頻度）』の 4 つの基本部門を構成す

る 24 の評価ポイントによって，職場でのダイ

バーシティ（多様性）とインクルージョン（受容

性）が最も進んでいる世界の企業上位 100 社を選

出した」。「多様性」は女性比率・女性の管理職比

率などで測定し，「受容性」は LGBT や障害者，

柔軟な労働時間など指標を使う。「人材開発」で

は従業員教育やキャリア開発などを対象にする。

「悪評」ではこの分野に関するネガティブ報道の

数を測定する。

　 そ し て， D&I イ ン デ ッ ク ス は，「 金 融 プ ロ

フェッショナルの投資行動において企業の長期的

な成長と機会を見極めるための理解を深める」の

に役立つと述べている。日本企業の現状からみ

て，こういった基準でかなり低く国際評価される

と推測される。
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6．企業の盛衰とその理由

　日本企業の寿命は，1983-2013 年の 30 年間の

倒産件数の分析で，平均 34.9 年だった（宇賀神，

2013）。なぜ企業に寿命があるのか。ある文明シ

ステム（政治・経済・社会 / 文化・技術）の中で

成功した企業は，その成功体験に固執して構造的

な慣性に陥って危機意識を持たなくなり，文明シ

ステムが変化しても，変化に適応した経営の変革

をおこしづらくなる・おこせなくなるからだと言

う。

　GID（グローバリゼーション・イノベーショ

ン・ダイバーシティ）の 3 軸に沿って考える。こ

れまで見てきたように，GID 競争が企業経営の

全てで進行している。企業は国内外で文明システ

ムの変化を内部化して，経営の 5 要素の全分野で

GID を進化させて，持続性ある競争力を保つ必

要がある。持続性ある競争力の強弱・有無が企業

の寿命を左右する。

　日本経済新聞（2014d）による，2013 年 12 月

現在の時価総額上位 297 社の設立時期の集計があ

る。1910 年代以前の日本の産業革命期・近代産

業勃興期に設立された 100 年超企業は，新日鉄住

金，東芝，日立など 61 社（20%）である。経済

恐慌から満州事変・日中戦争に至るに至る 1920-

1930 年代の設立は三菱電機，トヨタ，日産，パ

ナソニック，キャノンなど 72 社（24%）。1945

年から高度成長期が始まった 1960 年代までの設

立はソニー，ホンダ，デンソー，ファーストリテ

イリングなど 118 社（42%）。1970 年代以降の設

立企業は日本電産，キーエンス，ファナック，ソ

フトバンク，NTT ドコモなど 46 社（15%）であ

る。

　戦後の経済回復期と高度成長期に設立された企

業が 42% を占める。設立後 50 年未満の企業は

15％に留まる。アメリカとの比較で，日本の長寿

企業の事業転換や競争力強化がなかなか進まな

い，新規開業率や新興企業の成長率が低い，が指

摘されている。輸送機・電気・機械・金属などモ

ノ価値造りのグローバル企業が多く，ICT 関連

で世界をリードするコト価値創りの企業は生まれ

ていない。

　今日までの日本企業には，総じて，コト価値創

造のために GID を進化させる力が不足している

と言えるのではないか。日本の大企業を大きく 3

つに分ける。「変わる企業」「変わらない企業」

「ICT とコト価値創造で成功した企業」である。

（1）変わる企業

　切れ目のない GID を実行してグローバル競争力

を高め世界をリードしている企業群。トヨタ，日

産，ホンダなど，小型量販車で世界をリードし，

環境対応車では技術開発とそのグローバル提携戦

略で先頭を走っている。つまり，モノの価値とコ

トの価値の両方を統合して世界をリードしている。

2016 年の世界の自動車販売台数（Automotive 

News, 2017）で，トヨタ 2 位（台数シェアは 10・

8 ％）， ル ノ ー 日 産 4 位（10.6 ％）， ホ ン ダ 8 位

（5％），スズキ 10 位（3.1％）の 4 社が世界のトッ

プ 10 入りしている。過去 10 年以上 4 社は世界の

トップ 10 の地位を維持している。トップ 10 企業

の中でトヨタの収益力は抜群である。日本車メー

カー全社では世界で 30％超のシェアを占め，出身

国別ランキングは 1 位である。

　2016 年，ルノーを外した日産を含む 4 社合計

の国内外の販売台数比率は，各社のホームページ

で集計すると，ざっと 20％対 80％で，利益も圧

倒的に海外依存である。トヨタ，日産，ホンダ 3

社合計の生産比率は国内 28% 対海外 72%。各社

でみると，トヨタの国産比率は 40%，日産とホ

ンダの国産比率は 16-17% である。

　トヨタの国産比率が高い理由は次のようにまと

められる。今後の技術開発や環境開発を日本のマ
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ザー工場で中心的に行う，そのためには国内に量

産体制が整っている必要がある，国内の部品・部

材メーカーなど関連産業への配慮，そして雇用の

安定である。

　世界の自動車産業は今「100 年に一度の変革」

（日本経済新聞，2017d）の時期を迎えている。動

力がエンジンからモーターへ，エネルギーがガソ

リンから電池へ，AI 技術による完全自動運転へ，

などの大変革である。これらの変革を内部化して

新たな競争力を獲得した自動車メーカーが近い将

来はグローバル市場でのリーダーになるだろう。

10 年後，世界のリーダーとして日本車メーカー

は何社残っているだろうか。

（2）変わらない企業

　コトの価値創造の GID に失敗しデジタル家電か

ら事業転換して再建途上にいる企業群で， パナソ

ニック，ソニー，シャープ，東芝（不正経営も深

刻）などを含む。2000 年代初期からの液晶テレビ

やスマートフォンでのグローバル競争に敗れた。

液晶テレビでは，過去の家電王国と言われた時代

の成功体験が大きすぎで構造的な「慣性」に陥

り，技術先行の過信から抜けきれず，現地目線で

の顧客価値の創造や東アジアでのサプライチェー

ンの構築に遅れた。スマートフォンでは，NTT ド

コモなどガラケーに固執した大手通信会社に規格

から販売まで頼っていたために，市場の開拓を

アップルやサムスンに先行されて出遅れてしまっ

た。コトの価値創造の GID ではアップルやサムス

ンには及びようもなく，中国企業には追いあげら

れている。2016 年の日本企業の世界でのシェアは，

液晶テレビで 10％前後（DisplaySearch，2016），

スマホでは 5％未満（IDC，2016）。かつての巨大

なグローバル・プレゼンスは，今は望むべくもな

い。

（3）ICT とコトの価値創造で成功した企業

　ソフトバンク，NTT ドコモ，ユニクロなど。

国内市場での GID は進んでいるが，国外での

GID は発展途上である（ソフトバンク，ユニク

ロ）。明らかなことは，コトの価値創造で世界を

リードする企業は今日現在，日本からは生まれて

いない。アップル，アルファベット（グーグル），

マイクロソフト，フェイスブック，アマゾンなど

が，それぞれの分野で世界を席巻しているが，全

てアメリカ発である。そして世界の時価総額ラン

キングでは，上記 5 社がビッグ 5 である（2017

年 9 月 29 日時点）。

　（1）（2）（3）を通して，企業の持続性には，現

在の本業（ガソリン自動車とか薄型テレビ）の衰

退を防ぐ競争力を強化する GID だけでなく， 産

業自体（日本の戦後の繊維，鉄鋼，造船，半導体

など）が国際競争力を失うような変化に対応して

新産業を創造し，その GID を進化させる力も必

要であるとの教訓が取り出せる。「GID の進化を

継続できる企業だけが生き残る」という箴言には

時代を超えた普遍性がある。

7．日本・日本企業の課題：まとめ

　文明システムが大転換して，1980 年代までの

産業社会（モノの価値造り）から 1990 年代以降

は ICT 社会（コト価値造り）へ移行した。そし

て，GID が競争次元になっている。たとえば，全

てのものがインターネットでつながる IoT，人間

の頭脳を代替する人工知能（AI）が，その巨大

な影響力を全世界に及ぼしている。こういった世

界に普遍なコトの価値創造のグローバル競争に打

ち勝つには，人とその独自文化のモザイク的ダイ

バーシティを梃子にして切れ目のないイノベー

ションを実現しなければならない。

　文明システムの大転換を企業は GID の 3 軸に

沿って内部化し競争力を高める。GID への進化
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論のような適者生存能力が，今日の企業の競争力

だと言える。1990 年からの四半世紀の間，日本

企業の多くはコトの価値造りの GID 競争で，

守・破・離の進化が十分に進んでいないために，

国際競争力が後退していると認識されている。日

本企業は世界のこの潮流にますます遅れる可能性

が高いのではないか。

　経団連（2015）は，このことを日本の危機と捉

え，「‘豊かで活力ある日本’の再生」の実現に

は，企業が研究開発・技術開発・新産業 / 新事業

開発で変革を実現させて競争力を回復し，国内外

で持続的に成長することが不可欠である，と提言

した。経団連は更に，日本を再生させるには，日

本人の「意識・社会通念」の変革も必要だとしな

がら，意識・社会通念の中身に触れておらず，変

革の具体的な提言もしていない。日本人の意識・

社会通念の変革と企業の変革は，唇歯輔車の関係

または表裏一体で不可分であると認識しているは

ずで，今後「意識・社会通念」の分野の変革に

も，積極的な協力が期待される。

　現状の GID 競争力のレベルのままで，日本経

済が再び，1980 年代までがそうであったように，

21 世紀の世界の主役・模範となるような成長軌

道に乗る可能性は大変低いのではないか。これま

での分析を通して得られた認識である。日本は規

模では今なお世界 3 位の経済大国だが，一人当た

りの生産性（GDP/Capita）では名目で 22 位，購

買力平価では 30 位で，既に中堅国のレベルであ

る。この生産性のままで人口減少と共に規模で

も，経済の中堅国に後退するのか，それとも，着

実に持続可能な成長をして，規模ばかりではな

く，一人当たりの生産性でもトップ・グループに

カムバックするのか。コトの価値創造の内外での

GID 競争の成否にかかっていると言えるだろう。

Ⅲ　�日本人「らしい・ならでは」の，思想
（アイデンティティー）と経営哲学の変遷

　日本人の思想は神道・儒教・仏教のメタ統合で

形成されている。以下は，林（2015; 2017）と

Hayashi（2016）を基に，その後の知見を加えて

構成した。

　日本人の思想は，古代から 2000 年にわたり，

主として三教（神道，仏教，儒教）をメタ統合し

た宗教性，倫理道徳性，そして哲学性の総称であ

る。

　水と緑が溢れ，野にも山にも，川にも海にも，

食料になる命が豊富にあり，周囲は海という巨大

な要害に守られて外敵に襲われることがなかった

安全な日本列島。その小宇宙の中で日本人は，三

教を自成的にメタ統合して，日本人の思想を，餅

をこねるようにして均質に創りあげた。日本人

「らしい・ならでは」の思想の DNA は，「あらゆ

るものに命を生む魂（たま）が宿りその魂は循環

する信仰」「八百万の神々が共存する精神空間」

「外来の仏教や儒教を対決することなく受入れる

融通無碍なこころ」「人への慈悲と思いやり」「他

者を排撃しないで受け入れて共生する寛容性，柔

軟性と適応性」「天道に恥じない倫理道徳性」「組

織の和，序列と秩序」，そして，「天皇への尊崇の

観念」などで，古代から形成され熟成され，今日

まで日本人にあまねく共有されてきた。日常生活

の佇まいでは，「清潔で静謐な空間」「親切・思い

やり」「分と秩序を重んじる」「品と作法を守る」

「真実は細部に宿る・手抜きしない」などを大切

にしてきた。

　日本人「らしからぬ」態度や行動をとることは

「人として恥ずかしい」とされる。法律に触れる

罪とはならないが，「人の道」から外れた穢れた

人間・不徳の人間だとされる。「人の道」に戻る
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には，「禊（みそぎ）」「祓い」が必要である。

　日本の経営哲学は，「これら思想を態度や行動

の指針として修身し，世のため，人のために尽く

した後の利益は天の理にかなっている」とする価

値観を内包している。経営哲学は，日本人の思想

の系譜と同時進行で語られねばならないと考える

所以である。

　しかし今日では，その日本人「らしい・ならで

は」の思想が希薄になっていて，そのために，日

本人「らしい・ならでは」の経営哲学も希薄に

なっていると言われる。

1．�宗教性 : 神道と仏教と儒教のメタ統合（集合）

である

　梅原（1994）と吉本・梅原・中沢（1995）によ

ると， 古代の日本人は，人間の魂（たま）は循環

するという信仰を持っていた。人間の魂は死後肉

体を離れて山へ帰り，天に昇り，また次の世代に

戻ってくると信じられていた。祖先崇拝をし，そ

の魂は子孫として再生すると信じていた。日本人

の基層信仰で仏教徒来よりずっと以前のことであ

る。

　一方中国から（当初は朝鮮半島を経由して）渡

来した仏教は，死後霊魂は成仏するか，再生して

永遠に輪廻転生を繰り返すと教えた（加地，

1990）。死後成仏とは，阿弥陀如来が死後人を極

楽浄土に迎え入れてくれること。輪廻転生とは人

間の霊魂は成仏することなく永遠に，地獄，餓

鬼，畜生，修羅，人間，天の六道の苦しみを輪廻

転生する。輪廻転生の輪から救われるには，阿弥

陀如来に西方浄土へ迎え入れてもらうか（浄土

教），禅宗に帰依して現世で解脱する道に進むこ

とになる。

　加地（同上）は言う。焼いて残った人間の骨は

単なる物であって，本来仏教的には無意味なもの

であるが，日本人はお骨に死者の霊魂が宿ってい

るとして鎮魂と崇拝の対象として崇める。魂（た

ま）が循環するという古代の基層信仰を仏教の中

に入り込んだためと考えられる。

　日本人の思想の他を排除しない柔軟性と寛容性

はこうして歴史的に育まれた。以下で神仏習合の

成り立ちをたどる。

　仏教は日本に伝来する前に，中国で既に儒教と

集合して祖先崇拝と招魂再生を取り入れていたた

め，古代に日本に伝来して忽ちのうちに支配層に

受容された。日本人の基層信仰である祖先崇拝や

招魂再生とマッチしたからである。今日家庭にあ

る仏壇はポータブルのお寺で，仏壇の中の位牌は

死者の霊が戻る憑代である。位牌にむかって祖先

崇拝と招魂をしている。

　古代から近世までの長い年月を通して，神道と

仏教が集合して，怨霊信仰，穢れ（ケガレ）忌避

観念，本地垂迹思想＝如来や菩薩など諸仏（本

地）が日本の神々の中に現れた（垂迹）とする思

想など，が形成された。また，近世には王権神話

（神道）と儒教が習合して尊王思想が形成され，

それが明治維新後の天皇主権の国柄の思想的な支

柱の一つになった。

（1）神宮寺

　義江（1996）によると，奈良時代に朝廷の統治

がとくに地方で齟齬を来すようになった。王権神

話の神々の権威だけでは地方豪族の心を捉えきれ

なくなったからである。朝廷は，神々を普遍宗教

である仏教に帰依させる神宮寺の建立を公認し

て，地方豪族の心を捉えなおそうとした。以来日

本の神々と諸仏は別々でありつつ，一方では習合

して今日に至っている。義江は，この神仏習合の

かたちを「この時代以降近代に及ぶ日本の社会の

精神的核をなす宗教の構造が，基層信仰（神祇信

仰）と普遍信仰（仏教）の完全に開かれた系での

複合体という独特なかたちで展開する道を開いた
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という意味で，歴史的にきわめて大きな意味を

持った出来事であった」（義江，同上 : 27）と述

べている。

　弘法大師・空海の真言密教は神仏習合を積極的

に実行した。日本人の古代から続いている怨霊退

散や穢れを祓う加持祈祷（神仏に願をかける）を

密教に取り入れて（亀井，2014a），神仏習合の密

教信仰を日本中の庶民レベルにまで浸透させた。

　その神仏習合思想では，密教の胎蔵界曼荼羅と

金剛界曼荼羅の諸仏（如来・菩薩・明王・天）が

日本の神々となって現れているとする。密教は宇

宙の中心に大日如来が顕現しているとするが，そ

の大日如来（本地）が日本では皇祖神・天照大神

として垂迹している。代々の天皇は，宇宙の中心

の本地である大日如来が垂迹した太陽神でもある

天照大神の生まれ変わりであるとされる。

　戦国時代の日本史を動かす戦いを繰り広げた上

杉謙信や武田信玄，織田信長，明智光秀，豊臣秀

吉，徳川家康たちが，敵味方なく，高野山の奥の

院に至る参道に沿って静かに眠っている。56 億

7000 万年後に弥勒菩薩が空海と共に下生して

（人間世界に降りてきて）彼らを救済してくれる

のを待っているのだと伝えられる。

（2）八幡宮

　全国に 44,000 社あり，日本人に最もなじみ深

いとされる神社が八幡宮である。その総本宮が大

分県・宇佐八幡宮で，祭神は八幡大菩薩（阿弥陀

如来が垂迹した神で，応神天皇，母親の神功皇

后，比売神の三神）である。奈良時代に外敵から

国家を守る神・戦いの神とされた。当時の外敵と

は，唐や新羅であろう（663 年，日本軍は朝鮮半

島・白村江で唐・新羅連合軍に大敗を喫した）。

平安時代初期には王城鎮護の神として京都・石清

水八幡宮に勧請され，鎌倉時代には武家・源氏の

守護神として鎌倉・鶴岡八幡宮にも勧請された。

宇佐，岩清水，筥崎（または鶴岡）の八幡宮は三

大八幡宮と言われている。

（3）怨霊信仰

　怨霊信仰の始まりは奈良時代である。その半ば

ごろまでには，「権力闘争の末に敗死した者の霊

が怨みをもって現れるという観念が生まれつつ

あった」（義江，同上 : 92）。しかし，宮廷貴族の

範囲内のことだった。729 年に自殺に追い込まれ

た長屋王の怨霊については後述する。「奈良末か

ら平安初期以降になると，王権反逆者の怨霊が，

社会底辺者を含む広範な人々によって祀られるよ

うになった」（義江，同上 : 92）。怨霊は敬意を込

めて御霊と呼ばれ，御霊を祀る御霊会が行われ

た。10 世紀には，ある強大な怨霊が復讐して時

の権力者を次々と死に至らしめ，ついには王権の

中枢にまで襲いかかって皇太子の命を奪い，そし

て，天皇までも死に追いやった。その怨霊の主は

菅原道真（845-903）である。

　以下は義江（同上）を参考にした。菅原道真は

類まれな学力の持ち主で醍醐天皇から右大臣に抜

擢された（899）。それを妬んだ左大臣・藤原時平

の陰謀で大宰府に配流され，怨みを抱いて没した

（903）。道真の配流を最終承認したのは醍醐天皇

である。

　道真の怨霊は，梵天・帝釈天（密教・大日如来

の化身）の許しを得て観自在天神となって王城

（平安京）に近づき，怨みを晴らすために復讐を

開始した。先ず道真を陥れた首謀者の一人・藤原

菅根を殺し，病床にあった張本人藤原時平にもと

りついて復讐を果たした。怨霊は激しさを増して

時平の子孫を次々に死に追いやり，さらに，醍醐

天皇の皇太子の命を奪った（923）。930 年 6 月，

清涼殿に落雷が起こり，道真霊である天満天神が

もたらした祟りであると人々は信じた。その日の

うちに毒気が醍醐天皇の身体に入り込み，ついに
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道真霊の復讐は天皇を病におとすことに成功し

た。同年 9 月 22 日朱雀天皇に譲位した醍醐は 29

日に没去した。密教と神祇信仰が習合した道真霊

＝天満天神の所為であると信じられた。天満天神

は反王権の神仏習合神である。

　史実に即してみると，7-13 世紀にかけて天然

痘（疱瘡）が全国的に大流行して多くの死者が出

た。天然痘は人口の何割かが死亡するほどの猖獗

を極めたという。道真の怨霊に祟られたれた公家

や皇子たちは実際には天然痘などの感染症で死亡

したと考えられる。醍醐天皇も天然痘が原因で死

去した。

　時代は遡るが，奈良時代の 735-737 年にも天然

痘が全国的に大流行した。藤原不比等の息子た

ち・藤原 4 兄弟（武智麿，房前，宇合，麻呂）の

全員が，737 年 4 月から 8 月にかけて天然痘で死

んだ。藤原家は危機に瀕したが，四兄弟の死は長

屋王の祟りだとされた。長屋王は天武天皇の孫

で，聖武朝初期の太政大臣だったが，729 年，藤

原一族の陰謀で自殺を賜った（亀井，1974a）。天

武の直系は長屋王で終わり，770 年光仁天皇が即

位し皇統が天智系に戻った。

　946 年に即位した村上天皇の時代に入り，朝廷

は天神との和解と抱き込みによる怨霊鎮静へ踏み

出した。947 年北野天満宮を創建した。しかし完

全和解までにはその後 40 数年の時を要した。天神

の処遇への不満が続いたからである。993 年，朝

廷は待遇改善を求める天神の託宣に応じて，道真

の官位を正一位左大臣に高めたが天神は満足しな

かった。994 年，正一位太政大臣を贈ると天神は

ようやく満足して，王権の守神になると約束した。

　現在では学問の神様となった菅原道真を祀る北

野天満宮は，全国 10,000 社の天神社・天満宮の

総本社である。

　「理不尽さへの怨みをはらす，怨みは相手に祟

る」観念もやがて庶民に至るまで共有された。

「人間関係で人の怨みをかわないようにする」の

は現在でも日本人の態度や行動のイロハである。

（4）穢れ忌避

　「穢れ忌避観念と浄土信仰の集合」についても，

義江（同上）を参考にした。王権神話に出てくる

「穢れ（ケガレ）」の忌避観念と習合して阿弥陀浄

土信仰が日本に根を降ろした。

　『古事記』のイザナギとイザナミの物語がケガ

レ忌避観念の出発点である。二神は先ず協力して

国生みをするが，イザナミが死に黄泉の国でケガ

レに取りつかれて腐爛しているのを見て，イザナ

ギは逃げ出した。清らかな海で禊（みそぎ）を繰

り返した。ケガレ忌避の始まりである。禊の最後

に，左目からアマテラス（皇祖神，高天原を統

治）を生み，右目からツクヨミ（夜の世界を統

治）を，そして，鼻からスサノヲを生んだ。スサ

ノヲは高天原をケガしたため追放され出雲に降り

立ち八岐大蛇を退治する。高天原は至浄の空間に

戻った。

　ケガレ忌避の観念は，8 世紀の律令国家の日本

人に浸透し，ケガレの忌避・排除の方法も禊除

（みそぎはらえ）から「物忌み」（註） という，より

厳格な道が採られるようになった。ケガレは悪で

あり清浄は善である。ケガレ忌避観念は，仏教の

「人間が罪から解放されて至善の悟りに至る教

え」，そして，儒教の「王権や指導者の持つべき

人間関係の規範が，正と負の構図になっている」

とも結びついて，日本人の頭の中に定着した。

神・仏・儒が集合した「浄穢（じょうえ）」の価

値観の絶対化である。

（註）�物忌み。人の死・産や家畜の死・産など特定の出来事を
ケガレとみなし，それに感染・付着したとき，自宅に引
きこもり「物忌み」をして外出しない。人の死は最も重
いケガレとしての「忌み」が決められた。「忌中」と書い
た札をかけて，「付着したケガレが空中に四散・消滅する
まで 30 日間外出しない（820 年の『弘仁式』など）」（義
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江，同上：144-145）。ケガレが付着した人を隔離するこ
とで，世界を清浄に保つのである。現代でも，葬儀の後
で家に入る前に「清め塩」を体にふりかけて，死者に接
触したケガレを祓っている。葬儀も神・仏・儒の集合で
ある。仏教が中国で儒教の葬儀儀礼を取り込んだ後に日
本に渡来し，日本人の祖先崇拝とケガレ忌避観念と習合
したからである。現代の「ケガレ忌避観念」は，葬儀儀
礼のマナーとか，きれい好き（住居を磨くように掃除す
る，頻繁に入浴する，空間を静謐に保つ），人間関係や商
取引での「汚い関係，汚い商売」などの言葉に含まれる
忌避・蔑みの観念，などとして継承されている。

　円仁（794-864）が 9 世紀後半に中国から持ち

帰った阿弥陀浄土信仰は，源信（942-1017）に

よって全面開花した。彼が著した『往生要集』

（985）は，第 1 章「厭離穢土」で，「人間が住む

六道（地獄・餓鬼・畜生・修羅・人間・天）は，

苦の世界でありケガレに満ちている，だから，こ

の六道・穢土を離れようではないか」と説いてい

る。第 2 章「欣求浄土」では，「信仰によって，

苦しみのない，ケガレのない世界，西方極楽浄土

で再生するよう求めよ」と説く。この源信の思想

は，彼の死後，「上は帝王・摂関から下は下級貴

族に至るまで人々の心を深くとらえた」

　以下は亀井（1974b）を参考にした。天皇の外

戚，太政大臣として位人臣を極めた藤原道長

（966-1027）は，1018 年得意の絶頂で，「この世

をばわが世とぞ思ふ望月の欠けたることもなしと

思へば」と栄耀栄華を詠った。奈良朝以来数多く

のライバル氏族を排撃して摂政関白時代を築いた

藤原一族の頂点に君臨した道長には，最悪の地

獄・阿鼻地獄（無間地獄）に落ちて当然なほどの

罪・ケガレがまとわりついていたことだろう。

　晩年は癌か重篤な糖尿病による感染症に侵され

ていた。金に糸目をつけずに建立した法成寺の阿

弥陀堂は密教と結合して荘厳な美しさに満ち，中

には，金色燦然たる九体の阿弥陀如来仏が安置さ

れていた。1027 年，阿弥陀堂に伏して死期を迎

えた道長は，九体全ての阿弥陀仏の手に絡ませた

五色の糸と自分を結び，念仏を唱え，極楽を夢見

ながら往生を遂げたと言われる。

　源信の「厭離穢土」「欣求浄土」の思想を抜き

にしては，『源氏物語』『草枕』『和泉式部日記』

などの女房文学は生まれなかっただろう（亀井，

同上）。女房文学の成立期は藤原一族の全盛期と

重なっている。『蜻蛉日記』『源氏物語』では「男

の奔放な色好み」が，そして『和泉式部日記』で

は「女の愛欲の遍歴」が，「求道（浄土信仰に帰

依する）」との間で葛藤する暗い「たゆたい」（無

常観）の精神とともに語られている。一方，『枕

草子』には「たゆたい」はなく，共に過ごした翌

朝の男性を冷静に観察して楽しんでいる様子「い

とをかし」が描かれている。しかし女房文学は，

愛欲に溺れた人が堕ちる習合地獄から阿弥陀如来

に救われて永遠の極楽浄土で生きるというような

救済の物語を扱ってはいない。現世で六道の苦悩

に生きながら求法できないで「たゆたう」精神の

物語である。日本人の情緒的メンタリティ「もの

のあわれ」（本居宣長）の一源流であろう。

　また，戦国時代の終わり頃には浄土真宗が庶民

に大いに広がり，それにつれて地獄図も分かりや

すく，死後の恐れをあまり強調しないようになっ

た。江戸時代に流行した四谷怪談，番町皿屋敷な

どの怪談は，怨みを抱いて死んだ女性の復讐であ

り，お化け屋敷の妖怪たちは『往生要集』の地獄

道や餓鬼道の絵画からイメージを膨らませたもの

だろう。

（5）熊野三山

　和歌山・奈良・三重の 3 県にまたがる熊野三山

は，熊野本宮大社，熊野速玉大社，熊野那智大社

の 3 つの神社の総称だが，神仏習合の神社であ

る。現在全国に 3,000 社ある熊野神社の総本山。

三社の祭神（スサノオ，イザナギ，イザナミ）の

本地仏はそれぞれ，阿弥陀如来，薬師如来，千手

観音である。つまり，熊野三山は阿弥陀浄土信仰
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の霊場でもある。そして，現在全国に 3,000 社あ

る熊野神社の総本山である。

（6）出羽三山

　東北・出羽三山は神社だが，月山の祭神はツク

ヨミノミコトで本地仏は西方浄土におわす阿弥陀

如来とされる（阿弥陀如来がツクヨミに垂迹し

た）。浄土信仰の霊場である。もともとは真言宗

だったが，月山と羽黒山が江戸時代初期に天台宗

に改宗した。湯殿山の本地仏は大日如来である。

ツクヨミは『古事記』で，高天原を統治する皇祖

神で太陽神・天照大神（アマテラス）の弟神とさ

れる。天に昇って夜の世界を支配する。そのさら

に弟がスサノヲノミコトである。乱暴者のスサノ

ヲは高天原を追放されて出雲に降り立ち八岐大蛇

（やまたのおろち）を退治し，出雲を統治する。

スサノヲの七世の孫が日本の国づくりをした大国

主命（オオクニヌシノミコト）である。そして大

国主命から国譲りを受けるのが，天照大神の孫・

ニニギノミコトで，地上に降臨した。その子孫が

初代・神武天皇である。

（7）戦国時代の信仰

　「戦国びとの信仰においては，神と仏は一体の

ものと考えられ，神祇信仰と仏教信仰は融合（習

合）していた」（神田，2016：150）。「天道」の観

念である。神田によると，天道は，（a）人間の運

命をうむを言わさず決定する節理，（b）神仏と

等価である（仏意，冥慮に適う神明の加護があ

る），（c）世俗道徳の実践を促す（目上を敬い目

下を慈しめ，正直であれ），（d）祈祷などの外面

の行為よりも内面の倫理こそ天道に通じる。天道

の観念は古くは『日本書紀』に現れ日本の神々の

加護を指していたが，鎌倉仏教が武士たちに広

まった室町・戦国時代には神仏と等価されてい

る。戦国大名・北条早雲は天道を説き，織田信長

は今川義元の敗死を「天道の報い」（神田，同

上：155）だと言った。

　戦国大名たちは，戦いに明け暮れていたが，戦

いの際には「神仏の守りが不可欠だと考えられて

いた」（神田，同上：19）。武田信玄は諏訪明神の

神号である「南無諏方南宮法性上下大明神」の軍

旗を用い，上杉謙信は真言密教の毘沙門天を表す

「毘」の軍旗を用い，徳川家康は浄土信仰の言説

である「厭離穢土，欣求浄土」と記した軍旗を用

いた。一方では，信玄は禅宗（曹洞宗）に，謙信

は密教にそれぞれ傾倒した。彼らは，神仏への信

仰が篤い自分こそが正義であると信じた。戦国大

名の信仰は現世利益を求めるためで，戦いの勝敗

は信仰の篤さで決まる。

　一方では篤い信仰を持ち神仏に戦いの勝利を祈

願しながら，信仰の最大の戒律である「殺すなか

れ」の真逆をいく殺戮に明け暮れたのが戦国大名

たちだった。織田信長は例外で神仏への信仰を持

たなかった。信長は 1571 年，比叡山を焼き討ち

し僧侶を含む数千人を殺戮した。比叡山は，信長

の天下布武に立ちはだかる敵だった。神仏を頼ま

ず，霊魂の不滅を信ぜず，来世を願わなかったと

言われる。

　下って，「お天道さま」がみていらっしゃると

いう意識が町人や農民にも広がり，人の道徳的・

倫理的な態度や行動を駆動するようになった。現

代日本の治安のよさは，「天道信仰」が生きてい

るおかげだとも言えよう。儒教的な倫理道徳観も

根づいている。

（8）浄土真宗

　法然による浄土信仰は（法然は浄土宗の始祖で

ある），末法の世の人は自力で救済されることは

なく他力によって救われる，と説いた。つまり，

ひたすら「南無阿弥陀仏」と口で念仏を唱え浄土

信仰に徹することを教えた。「疑いながらも念仏
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すれば往生す」である。親鸞は法然の他力信仰を

更に徹底した。その信仰が浄土真宗である。『往

生要集』での阿弥陀如来は，死者の救済者として

来迎したが，親鸞は阿弥陀如来を生者のための如

来にした。阿弥陀如来を信じる人は，この世です

でに深い喜びに包まれていて，来世を待つまでも

ない。「善人なおもって往生を遂ぐ，いわんや悪

人をや」（善人は自力で救われるが悪人は仏の

力・他力に依らなければ救われない）。「南無阿弥

陀仏」とひたすら他力をたのべば，極悪非道な人

も救われる。

　江戸時代には全ての日本人が何らかの仏教宗派

に属する檀家制度が設けられた。中でも浄土真宗

は，神仏習合の流れに抗して浄土信仰を守り，徳

川家康によって 1602 年に分断され本願寺派（西

本願寺）と大谷派（東本願寺）にわかれたが，最

大の信徒数を抱えていた。阿弥陀如来の救いに感

謝する他力の念仏を唱え，善人も悪人も，貴族も

庶民も，阿弥陀如来がおわす「ケガレの全くな

い」極楽浄土で成仏する。

　浄土真宗の信仰は商人に広く浸透し，勤勉・倹

約・禁欲・寛容・思いやりという日本人「らし

い・ならでは」の思想を育んだ。

2．倫理性・道徳性

（1）儒教と仏教が倫理道徳の母体である

　日本人は 7 世紀来中国から儒教の礼教思想（統

治，倫理道徳）を取り入れて国造りをした。儒教

の宗教の側面は仏教と習合して日本に伝わった。

儒教の礼教思想は人が「徳」を究めて真の人間に

なる教えで，その核心が「五常」と「五倫」であ

る。五常は，「仁」「義」「礼」「智」「信」の徳目

で，五倫の人間関係を実践して磨く。五倫は上下

左右の秩序ある人間関係の道で，祖先・父母・子

孫への孝，君主への忠，夫婦の別，兄弟での長幼

の悌，朋友との信の道である。五常と五倫が今日

に至るまで日本人の倫理観・道徳観の母体であ

る。

　梅原（1981）によると，聖徳太子は 603 年に制

定された「冠位十二階制度」で，五常の徳の大き

さで天皇の臣下を徳・仁・礼・信・義・智の大小

十二階に序列づけた。また 604 年の「十七条憲

法」では，徳治を中心に，更に仏教の内面的訓戒

（仏教崇拝）と法家の内面的規律訓戒（秩序の維

持）を取り入れた。但し五常は，十七条憲法で

は，天皇の統治力がまだ不十分で豪族が割拠して

いた当時の日本の実情に適応されて，「和」（仁）

「礼」「信」「義」「智」の順になった。豪族間の争

いが多かった時代に聖徳太子が定めた，争わない

「和」が日本人の最高の徳目になった。

　仏教が伝来して，因果応報の思想が広まった。

前世（先祖）の善行や悪行が現世（自分）に善・

悪の報いとなって現れ，現世の自分の行いは来世

（子孫）に善・悪の報いとなる。人は過去・現

在・未来の三世にわたって原因に応じた結果を受

けるので，仏法に沿った善い生き方をしなければ

いけない。世のため・人のために尽くす，勤勉・

倹約・禁欲の暮らしを貫く，である。

　これ以降千数百年にわたり，儒教と仏教は時代

の文明システムに適応してメタ統合，または，習

合を繰り返し，日本化されて日本人の倫理・道徳

思想を形づくった。儒教からは人間としての正し

い生き方を学び，そして仏教には魂の救済を求め

た。

（2）儒教は神道と習合して日本の儒学になった

　儒教は天皇をいただく律令制の統治思想とな

り，神道（王権神話）による天皇支配の権威との

両輪になった（古代・奈良時代）。新儒教である

朱子学の絶対的な尊王攘夷の統治思想を後醍醐天

皇や楠正成が信奉し，「建武の中興」（1334）の天

皇親政を招来した（中世・鎌倉時代の終わり）。
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新儒教である朱子学はまた，徳川幕藩体制の統治

思想でもあった（近世・江戸時代）。その朱子学

は江戸時代に，天照大神の加護を取り入れて日本

化した（垂加神道と朱子学の集合）。帝国日本期

（明治から第二次大戦での敗戦まで）には，日本

化した朱子学と古代の王権神話を集合した国家神

道が天皇主権の統治の思想的な支柱になった。そ

して西欧列強のキリスト教に対抗する日本固有の

宗教と位置づけられた。

　楠正成の「尊王攘夷」は神・儒の集合思想で，

「天皇への忠義と朝敵・足利尊氏の討伐」が表裏

一体である。その「尊王攘夷」思想は後世に引き

継がれ，武士道の精華である『葉隠』に反映さ

れ，そして，「水戸学」の思想にも繋がり，幕末

の尊王攘夷派の精神的な核にもなった。

　17 世紀に確立した徳川幕藩体制は，朱子学を

統治の学として利用し，厳格な士農工商の身分制

度と天皇から大権を委任された中央集権の封建統

治を正当化した。その理論的リーダーが儒学者・

林羅山（1583-1657）で，彼は京都五山・建仁寺

に入ったが禅僧になるのを嫌い，22 歳で，日本

朱子学の祖と言われる京都五山・相国寺の元禅

僧・藤原惺窩（1561-1619）に推挙されて徳川家

康に仕えた。羅山は「武家諸法度」などの幕藩体

制の基礎をつくった。後に幕府学問所昌平黌とな

る家塾を創設した。昌平坂学問所となってからは

林家が代々大学頭に任ぜられた。後述する山崎闇

斎の崎門学派と共に，全国の藩校を二分する学問

勢力になった。

　17-18 世紀には朱子学と，「自己の存在の本性

を見抜いて仏になる（見性成仏）」（鈴木，1987），

つまり，生の解脱を説く禅が習合した武士の作法

＝武士道が形成された。その核心は，主君への忠

であり忠を貫くために命をささげることと，支配

階級の士として五倫を実践し五常を磨くことであ

る。やがて武士の作法が，町人（商人や職人）や

百姓にも広がり，日本人全体の精神，民族精神に

なった。

　江戸時代の中ごろまでには，神・仏・儒のメタ

統合思想から商人の倫理・道徳である商人道が武

士道に対置して形成された。商人は最下位の身分

とされ，商品を右から左に流通させるだけで利を

貪るのは「卑しい，強盗にも等しい」（荻生徂徠）

と蔑まれていた。商人は自らの存在理由を打ち立

てた。それを後に商人道と言う。商人道は，「幕

藩体制を支えて武士が俸禄を得ることと，経済活

動を通して人々の暮らしを支えて商人が利益を得

ることとは，徳川将軍や藩主に仕えるという忠義

の価値において同等である」を核にした経営哲学

である。後に詳述する。

（3）水戸学と国学

　仏教は「蕃神（外国からやってきた神）」だか

ら不要であるとした水戸学の尊王論は垂加神道と

朱子学の倫理が融合しているし，同じく仏教を不

要とした国学は尊王思想だがその倫理は神道であ

る。何れも明治維新を招来させた思想である。

　山崎闇斎（1618-1682）が唱えた垂加神道は

「反」本地垂迹で，仏ではなく神が来臨して人々

を加護するとした。天照大神の生まれ変わりであ

る天皇が統治する神儒合一を説いた。垂加神道を

取り入れた水戸学は，「神の国（日本）の道を敬

い中国の道（儒学）を教えよ」と説いた。「皇位

継承の無窮，君臣，父子の大義（忠と孝）は天地

と共に変わることはない」（ベラー，1996: 207-

208）のである。しかし水戸学は倒幕を唱えては

いない。

　水戸藩はもともと朱子学的な尊王攘夷思想に貫

かれた藩である。2 代目藩主・徳川光圀は尊王思

想の持ち主で，「我が主君は天子なり。今将軍は

我が宗室（徳川家の主）なり」（『桃源遺事』）と

家臣に言い聞かせたと伝わる。徳川幕府は天皇か
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ら大権を預かって統治していると説いた。対外的

には攘夷を強く主張した。神武天皇から後小松天

皇（1392 年に南北朝は北朝によって統一された）

までの 100 代の天皇の治世を，南朝正当論の立場

で記述する『大日本史』の編纂を始めた。『大日

本史』が完成したのは 1906（明治 39）年である。

　国学の主張は，強い倒幕の思想ともなった。日

本人は，天照大神とその生まれ変わりである天皇

を崇拝し，天皇に絶対的に忠誠で，天皇が現実の

支配権を回復し，日本から全ての腐敗した影響

（儒教と仏教）を排除すべきである，とした。倒

幕論を唱えたのは薩摩藩の西郷隆盛や大久保利通

ら，長州藩の桂小五郎，公家の岩倉具視らであ

る。王政復古と鎖国の継続が狙いだった。しかし

彼らが実際に招来したのは王政復古の新政府とそ

の政府による開国だった。

　国学の思想は朱子学と習合して，明治期の帝国

日本の天皇主権の統治に反映されている。帝国日

本期には，朱子学の四徳と五倫の思想が全ての日

本人に，国家神道への参加，教育の修練，軍隊の

訓練，そして日々の社会生活を通して浸透した。

3．哲学性

　日本人の宇宙論・世界観では，人間は汎神論的

で普遍的な天然自然の理に従って正しく・世のた

め人のために尽くさなければいけないとされる。

それを天命（運命，使命）と受け止める。朱子学

の「天の命ずるをこれ性（理）と謂う」（礼記）

と同義である。

　また仏教の諸宗派の本尊である釈迦如来，阿弥

陀如来，大日如来がそれぞれ示す，「禅宗は仏に

依存しない現世での解脱，即身成仏」「浄土教の

阿弥陀如来による来世での救済」そして「大日如

来が我に入り我も如来に入る現世での即身成仏」

の教えが，日本人の精神のありようを左右してい

る。

　故・松下幸之助と稲盛和夫の二人の創業経営者

は，日本人「らしい・ならでは」の思想の持ち

主・実践者の代表例である。二人に共通している

のは，「実践を通して人としての大義を果たす」

「使命感を持って生きる」という知行合一の哲学

である。

　パナソニックの創業者・松下幸之助（1894-

1989）の哲学には，儒教的，汎神論的な「真理の

追究」と仏教的な「謙虚・思いやり」の思想が色

濃く反映されている（松下，1979; 2001）。天然自

然と社会の理法（秩序）にしたがって大義＝社会

正義（より良い国や社会への貢献）を果たすこと

が人間の使命である。パナソニックでは全社員が

その使命感を共有し，大義のない利益は認めな

い。企業は社会からの預かり物で，人間の使命を

果たす場である。松下幸之助は，「顧客の利益」

「顧客の満足」を何よりも優先した。

　京セラの創業者・稲盛和夫（1932-）は，鹿児

島県で生まれ育ったせいか陽明学徒・西郷隆盛を

尊敬して成人した，と自伝で述べている。彼の哲

学は，陽明学と禅の影響が色濃い。天という絶対

真理（正義）と自力で一体化する（大義を果た

す），つまり，敬天愛人を天命とし，自分にしか

できない仕事を通じた言行一致で自己を磨く（即

今，当処，自己を確かめる）ことを説いている

（稲盛，2004;2009）。「今の日本はあまりにも平穏

で，安穏をむさぼっている。日本人は大義を忘

れ，闘魂の精神を失っている」（日経ビジネス，

2013）。

4．経営哲学は日本人の思想の申し子

　日本人の経営哲学は， 日本人の思想の申し子で

ある。ある時代の思想は， その時代の文明システ

ム（政治・経済・社会 / 文化・技術など）のサ

ブ・システムである。現在のシステムの中に過去

を連綿と継承しつつ，　時間を超えた不易な部分
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と各時代に特殊な部分を同時に持って形成され進

化する。その申し子である経営哲学も経路依存

性， 不易流行性， そして時代の特異性を反映しつ

つ変化し進化する。日本人の経営哲学は，日本人

「らしい・ならでは」の思想を反映して日本文化

に特殊であると同時に，それが究極に目指してい

る「顧客，社会，国家」の豊かさとウェルネスへ

の貢献は，時代と文化の違いを超える普遍性を持

つ。

　日本の経営哲学が現在にも通じるように形成さ

れたのは封建日本期で，以来今日までの 400 有余

年にわたり，それは文明システムの大きな転換と

共に拡大進化してきた。

　封建日本（江戸時代）の 265年間（1603-

1868）の「三方よし」の経営哲学は，「地域社

会に貢献し，顧客満足の後で得られる利益は正当

である」とした。

　帝国日本（明治維新から 1945 年の敗戦まで）

の 77年間（1868-1945）の「士魂商才」の経

営哲学は，「三方よし」だけでは不十分で，「日本

を列強と並ぶ一等国にするために武士道の精神で

産業発展につくす」とした。強い国になるために

貢献するという国家観と国民意識が反映されてい

る。

　民主日本の 45年間（1945-1990）の経営哲

学は，「国家の再建と家族の豊かな幸せのために

滅私奉公する」和魂と「アメリカに追いつき追い

越す近代産業の発展を実現する」商才が結合し

た。世界 2 位の経済大国になり，日本人は民族の

誇りを取り戻した。

　グローバル日本の 27年間（1990- 現在）は

現在進行中で，その経営哲学を仮に「新和魂グ

ローバル最適経営」と呼んでいる。その中核にあ

る筈の日本人「らしい・ならでは」の思想は劣化

していると思える。思想の劣化と日本経済の長期

低迷とが，相互に関連しているのではないか。本

論文のテーマである。

（1）封建日本（江戸期）の経営哲学

　日本の商人・商業経営の歴史は古く，古代から

中世にかけて商人が活躍した記録がある（佐々

木，1972）。深尾・中村・中林（編）（2017a：71-

80）によると，中世・15 世紀末 -16 世紀の職人

（工産物の製造，商業など）の内，商業（工産物

の販売）に携わっていた職人が 27% に達してい

たという報告がある。実数は不明だが彼らは，と

くに，京，大坂，奈良など都市化が進んだ地域に

集中して居住していた。しかし，古代・中世の商

品の流通経済は未発達であり，本格的な商業経営

には至らなかった。江戸期に入って本格的な商業

資本主義が発達し全国に流通経済が浸透した。以

下は林（2015：8-10）にその後の知見を加味して

構成した。

　徳川幕府の封建統治が全国に行きわたり，その

安定した統治の下で，城下町が発達し，歴史上か

つてなかった高度経済成長が続いた。封建統治は

藩の自治権（年貢を徴収する課税自主権）を認め

る連邦制で，各藩は米の生産を増やす新田開発と

か特産物の開発を奨励した。それら全国の農水産

物が，大坂に集まり一部は加工されて大坂から全

国に流通し，江戸・大坂・京の三大都市だけでな

く各藩の城下町などの都市住民を始め全国津々

浦々で消費された。北海道から日本海沿岸に沿っ

て大坂への西回りの航路（北前船）と，大坂から

江戸への東回りの航路（菱垣廻船・樽廻船）が物

流の二大動脈だった。物流とそれをマネジする商

流がアップ・スパイラルに拡大した。全国物流・

全国商流を担った商人の活躍を抜きにしては経済

の好循環は実現しなかったし，幕府や各藩の経済

は成り立たなかった。朱子学での封建統治の政策

は反商業主義だったが，現実の暮らしはそれを包

み込んだ商業主義で賄われた。
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　幕府や大名，そしてそれに仕える武士や足軽を

合わせた 200 万人が，江戸や各藩の城下町である

都市に住み年貢収入を超える奢侈な消費を続けた

ために，幕府や多くの藩は財政難に陥り，武士は

窮乏した。そしてそのことを商人の利益追求のせ

いにした。農本主義に依存し，自ら生産に一切携

わらず，その生産物を年貢として徴収し貨幣に換

えて暮らすのが「士」だった。儒教でいう「士大

夫」にとっては当然の「理」だったが，経済原理

に反する理が「士」を追い詰めたとは気づかな

かった。

　江戸期を通して，商業を縮小し武士を農村に定

住させるべきとする幕府や大名の（そう進言した

荻生徂徠など儒学者・朱子学者を含めた）反商業

主義が続く一方で，商業活動を「善」とする商人

や豊かな農民たちが持続する経済成長を担ってい

た。彼らは，「義」を重んじつつ自律的に商業活

動を営み「利」を蓄積し，それを地域の特産物の

開発や農作物の増産，そして，事業拡大に再投資

して更なる経済成長（富の増加）を実現した。

　農作物の増産が実現したのは，（a）治山・治水

が進み開墾・新田開発が加速した，（b）灌漑・

肥料・品種改良など農業技術の開発が進んだ，

（c）米以外の特産物が多くの藩で生産されるよう

になった，（d）農民が勤勉に働いた，の 4 要素

がシナジーを発揮した。土地の単位当たりの農業

生産性で当時世界最高レベルを達成していた。

「勤勉革命」（川勝，1997）である。米穀の実収石

高（中村哲による）でみると（1 石＝ 180 リット

ル，150 キロ），1600-1820 年間で，耕地面積当た

りで 1.5 倍超，石数ベースで 1,900 万石から 4,700

万石に 2.5 倍弱増大した（浜野ら，2009）。別の

推計値では（深尾・中村・中林，2017a :284），

1600-1846 年間で，総石高が 3,000 万石強から

6,700 万石強まで増加したとある。石高の概念は，

「ある土地のあらゆる物的生産力を米の収穫量に

換算してあらわすという考え方」（深尾・中村・

中林，同上 : 4）である。米 1 石で 1 人の食料が

1 年賄えた。

　本格的な商業経営・商人活動の時代になり，農

本主義をベースに商品貨幣経済が確立した。江戸

時代中期には，180 万人の商人が中央市場（大坂

と江戸）と地方市場（各藩）に分かれて放射線状

に結びつき農産物，海産物，手工業製品の全国で

の流通・販売を担って，江戸時代初期（1,700 万

人）から約倍増した全国人口 3,000-3,100 万人

（1700 年代）の生活物資の供給を支えていた。一

橋大経済研究所の推計によると（深尾・中村・中

林，同上 : 285），1721 年と 1804 年（江戸時代の

中期と後期）の GDP に占める商業・サービス産

業の割合は 26% 強に達していた。江戸（1750 年

の推定人口 120 万人）・大坂（同 40 万人）・京（同

37 万人）の三大都市が流通と消費の中心であり

多くの大商人を輩出した。

　江戸時代の日本は世界で有数の経済強国だった

と い う 推 計 が あ る。 ア ン ガ ス・ マ デ ィ ソ ン

（2000：21）によると（単位百万ドル：M），日本

の 1820 年の GDP（1990 年ゲアリーケイミス・

ド ル Geary–Khamis dollar: 購 買 力 平 価 ） は

21,831M ドルで，世界 6 位の規模だった。ダント

ツ 1 位は中国の 199,212M ドルで日本の 9 倍強の

規模。2 位はインドの 110,982M ドル。そして，

30,00M ドル台で，フランス，イギリス，ロシア，

そして 20,000M ドル台の日本が続いていた。日

本は，オーストリア，スペイン，アメリカ，プロ

シアより上位だった。上位 10 カ国で世界総計の

70% を占めていた。一人あたりの GDP では日本

のそれは 704 ドルで，中国（523 ドル），インド

（531 ドル）よりも高く，イギリス（1,756 ドル），

アメリカ（1,287 ドル），フランス（1,218 ドル），

ロシア（751 ドル）よりも低かった。

　経営哲学は主に江戸・大坂・京の三大都市で形
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成され全国の城下町に広まったた。商業・商人は

卑しいとされた身分制度の圧力を受けながらも，

市井の儒学者など思想家が私塾で商人に先議後利

の正当性を説き，作家がこうあるべき商人像を物

語に書き込み，そして成功した当の商人が家業と

家族の繁栄を願って家訓として書き残した。それ

は商人の「反商業主義の時代」に対する存在証明

でもある。また商人は仏教の篤い信者で，勤勉，

倹約，禁欲，正直，善事，寛大などの精神とその

実践を生活習慣として身につけていて，それらが

経営哲学の通奏低音として働いた。

（2）『長者教』が説く長者への道

　経営哲学（商人道）の現存する最も初期の文書

は，1627 年・江戸時代初期に発行された『長者

教』と呼ばれる小冊子である。作者は不詳である

が，京の人らしいとされている。『長者教』には，

1627 年の初本から 130 年後の 1757 年刊のものま

で諸本が現存している。長く広く読み継がれてい

たようである。

　以下は土屋（2002）による。『長者教』は長者

（成功者・金持ち）になるための指南書のような

ものである。（a）徹頭徹尾辛抱強く働き，地道に

始末を続ける。その上で，（b）才覚を働かせる

（知恵を働かせて工夫する），（c）生業に精を出

し，楽をしようとせず，苦労に堪え，勤勉に働

き，地道に儲ける。（a）から（c）は長者になる

ための手ほどきである。商業倫理として，（d）

分別と正直，つまり，善悪と賢愚をわきまえよと

説いている。神仏観念と儒教の倫理思想が統合し

た経営哲学である。　

　『長者教』は，当時の商人が既に，「人の道」に

沿った商人の生き方を自覚していたことを伝えて

くれる。家業を栄えさせて長者になり，その豊か

さと家業を子孫に引き継いでいく，それが商人の

「孝」の実践であり，極楽浄土に救済されるため

の現世での善事であったろう。反面では「人の

道」に外れた商人も多かったに違いない。いつの

世にも，人の不徳と穢れはなくならない。だから

「人の道」に沿った生き方，商人のあり方が強調

される必要がある。

（3）鈴木正三の職業倫理

　鈴木正三（1579-1655）は，愛知県生まれ。三

河武士・旗本だったが 42 歳で禅宗の僧侶になっ

た。士農工商それぞれを職業と見做して，「いか

なる職業も仏道修行」であるとの視点から職業倫

理を説いた。その著書の一つが『万民徳用』

（1661）で，「商人は利益を出す商売をしなければ

ならないが，それには，正直をモットーとした商

売に徹することである。そうすれば，取引相手も

お客さんもその商人との取引を喜び，商売は繁盛

する」（吉田，同上 : 23）と説いている。「国土の

ため，万民のため」という先議があり，それを満

たした後の利益を奨励している。すべての職業に

「仏性」があるとすると同時に，「先義後利」（荀

子）の「義を先にして利を後にする者は栄える」

の考えも述べている。『長者教』の作者よりも一

段と進んで，経営の社会性にも言及している。

（4）井原西鶴『日本永代蔵』の三井高利

　井原西鶴（1642-1693）は，商品流通や貨幣流

通が著しく発達して天下の台所と言われた大坂の

人で，『日本永代蔵』（1688）の作者である。17

世紀当時は大坂と京が，江戸に先駆けて，商品市

場や資本市場を支配する多くの富商を輩出した。

『日本永代蔵』は当時の商人のあり方を，自分の

人生観に照らして描写した小説である。その中に

西鶴の人生観，「神仏の信仰に儒教を加味した道

義的信念をバックボーンにしたもの」（土屋，同

上：77）が流れている。

　「筋道の正しい商売により金持ちになった商人」
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が「出世・名誉」であると高く評価されている

（土屋，同上：85, 88-89）。筋道の正しさとは，

正直・誠実・勤勉という道義上の正しさ（倫理・

道徳）と才覚・算用という経営能力（商法）の両

輪を働かせて商売を繁盛させ利潤の増大をもたら

すことである。この時期に既に，現代の経営にも

通じる「道義と利潤の統合」の思想が人々にシェ

アされていたことが分かる。

　西鶴はそういった商人の代表者として，呉服

商・越後屋（後の三井財閥）の創業者である三井

八郎兵衛高利（1622-1694）を描いている。高利

の画期的な商法は，「現金安値掛け値なし（他よ

り安い定価で現金売り＝薄利多売）」「物の自由に

売渡（呉服の切り売り）」「一人一色の役目（手代

の間での商品別分業）」「（衣類を）即座に仕立て

てこれを渡し」の 4 つの特徴があるとされる（土

屋，同上：108-109）。

　高利の経営哲学は，「正路」（言動に筋道を立て

ること＝道義を重んずる）の商業であり，「堅実

な商業」を続けて，利益を出し家業の存続と一族

の繁栄を期すことである。それが最大の「孝」で

あり，「因果応報」の意に適う。神仏への信仰と

儒教道徳の尊重がその核にある（土屋，同上：

122-123）。

　土屋は言う。「高利は，『商始末（あきないしま

つ）』すなわち商売上の勤勉・工夫と節倹とは，

鳥の両翼のようなものであるが，何ほど商売に励

んで利潤を多く得ても，始末をしない商人はその

最後の勝（資本を蓄積すること）が得られないよ

うなものだと言っている」（土屋，同上：125）

が，その考えはアダム・スミスの『国富論』

（1776）での「見解に（中略）一致している」。ア

ダム・スミスより「約 100 年前に資本蓄積の原因

についてスミスとほぼ同一のことを説いている」

（5）三井高房『町人考見録』

　下って高利の孫・三井家三代目当主の高房

（1684-1748）は，父親である高平（二代目当主）

が見聞した町人の盛衰を『町人考見録』（1728）

として著した。「自分の才を過信して（心高ぶり）

家業を忘れて身を奢るのは町人心を失うこと」だ

と書き留められている。「大名に出入りしてその

扶持を受けて喜ぶのは，町人の心を忘れて（中

略），侍の真似して金はたまらず」「職を忘れ家業

に勤めざる故」没落するほかはない。当時大名貸

しに由来する商売上の不手際で没落した 50 余の

京都の商家の事例を挙げている。大名による借り

倒しが多かった。「家業を大切にしないで，大名

貸で楽をして利益を得ようとする」のを厳しく戒

めている。

（6）西川如見の経営哲学

　西川如見（1648-1724）は長崎の商家の出身で，

朱子学と天文学を収めた。井原西鶴より 40 年後

の人。彼の経営哲学は『町人嚢（ちょうにんぶく

ろ）』（1719）に記述されている。自身の見分によ

る儒教的道義に基づいた商人訓であり，上からの

目線のない記述になっている。

　土屋（同上）によると，如見の論点は大きく 2

つある。（a）商人の営みには道義性・品位が必要

である。商人は四民の下にあるのだから，「下に

いて上をしのがず」「簡略・質素を守り，分際に

安んじる」べきである。身分制は否定していな

い。（b）しかし，「商人の営みは社会に有用・有

益であるから，それに誇りを持ち，幸福と感じ，

生を楽しむべし」と説いている。

　如見の執筆当時には，儒教的な倫理道徳観が高

く，かつ，仏教的な勤勉・禁欲・倹約を実践して

いた商人が少なからずいた筈である。こうして掴

んだ商売繁盛の結果富を蓄えた商人は，「出世」

し「名誉」を得たことだろう。
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　苅部（2017）はそれに加えて，如見は商人同士

の競争を積極的に評価している，と述べている。

「富の拡大を求める商人の競争こそが，金銀を天

下に循環させ，財を流通させ，人々の生活を支え

る」（苅部，同上 : 124）。競争が人々の生活を潤

し，社会を豊かに進化させるという経済思想が生

まれていた。

（7）石田梅岩の石門心学

　江戸期の経営哲学は，石田梅岩（1685-1744）

抜きには語れない。現在の京都府亀岡市の農民の

子として生まれ，京の呉服屋で丁稚奉公を経験し

た梅岩は，経営哲学の理論化・形式知化をした思

想家で，日本の商業資本主義の源流を創ったと言

われている。享保から元文（1716-1741）にかけ

ての農本主義の幕府が商人を抑圧した時代に，京

で活躍し，商本主義を展開した。

　梅岩の石門心学は全国に普及し，直接・間接に

学んだ大名・旗本・武士・町人（商人）は数万人

に及ぶという。梅岩の死後はその門弟たちによっ

て伝えられ，今日に至っている。石門心学には，

陽明学（人欲＝利益の追求を認める），浄土教

（現世で善行を積み来世で極楽往生する），神道

（祖先に現世での子孫繁栄を祈る）とそれら三教

のメタ統合思想が色濃く反映している。

　梅岩は『都鄙問答』（足立校訂，2007）で，「世

のため・人のために役だつ商売をして得られる利

益は武士が主君に仕えて得る家禄とおなじだ」

「実の商人は，先も立ち，我も立つことを思うな

り」と説いた。商人は，世のため・人のために役

立つように，商業の倫理道徳を実践して，その存

在意義を主張した。商人の社会的責任論でもあ

る。

　武士道も商人道も，道徳と実践の一体型の知行

合一を善であるとした。武士は「義＝主君への忠

義」の中に生きる意味（理＝自己犠牲）を見出

し，商人は「義＝世のため・人のため・自分のた

め」の中に生きる意味（理＝利）を見出した。

　梅岩は『倹約斉家論』では，商人の営利追求と

倫理・道徳の実践が表裏一体となり，アップ・ス

パイラルに進歩・発展することで社会にも商人自

身にも利益が生まれると説いた。『倹約斉家論』

は，職業倫理の柱を説いている。「分限」（身の

丈・身のほど）に応じて，無駄なく物を使う「倹

約」と，所有と貸借の厳格な区分「正直」，の大

切さを強調している。正直が信用に繫がり，信用

こそが家業継続の必須条件である。

　封建日本の経営哲学「三方よし（売り手よし，

買い手よし，世間よし）」は帝国日本に継承され，

更に拡大進化した。

（8）日本の経営哲学成立の先駆性

　マックス・ウェーバー（1864-1920）は『プロ

テスタンティズムの倫理と資本主義の精神』

（1905）で，東北アジア人（日本人を含む）の資

本主義は拝金主義で，キリスト教（禁欲的プロテ

スタンティズム）社会における倫理観はないと言

い切った。キリスト教社会では，「近代西欧の事

業家は職業に使命感を見いだし，自分の快楽を犠

牲にする理性的・禁欲主義的倫理観の下，孜孜と

して働いており，こうした倫理的なあり方に依っ

て こ そ 資 本 主 義 社 会 の 発 展 が あ る 」（ 加 地，

1990:41）とした。神の監視がない儒教社会では

資本主義社会は発達しない，キリスト教社会（欧

米）でのみ資本主義の発展が可能である，と決め

つけた。マックス・ウェーバーは間違っていた。

　封建日本（江戸時代）は，もちろんキリスト教

社会ではなかったが，神・仏・儒がメタ統合した

日本「らしい・ならでは」の思想を日本人が共有

した時代である。日本人は篤い仏教徒でもあっ

た。「天道を敬う」「他を思いやる」「公に尽くす」

「勤勉，禁欲，倹約」などの宗教心・倫理道徳
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心・哲学心をベースに商業資本主義の経営を確立

していった。「先義後利」「三方よし」という現代

で言えば CSR を実践した後の利益を正当とする

経営哲学である。その経営哲学は，17 世紀の半

ばには既に，資本の論理と倫理道徳との統合を説

いて，禁欲的プロテスタンティズムに勝るとも劣

ることなく，大変先駆的である。

　ウェーバーの著作の約 280 年も前に，『長者教』

では商売は勤勉・禁欲・倹約・誠実を旨とすべき

という初期的な経営哲学が文章化されていた。西

鶴は 220 年前に，神仏の信仰に儒教を加味した道

義的信念で商人のあり方を小説にした（『日本永

代蔵』）を著し，その中に模範とすべき商人とし

て三井財閥の創業者・三井八郎兵衛高利を取りあ

げている。その高利はアダム・スミスに 100 年先

んじて，資本の蓄積の理由を家訓として残してい

る。梅岩の『都鄙問答』は約 170 年早く出版さ

れ，経営哲学を理論化・形式知化した思想書とし

て現在も読み継がれている。そして江戸期を通し

て活躍し，財をなした多くの商人・商家の家訓の

中にも，現在にも通じる「道義と利益を統合す

る」経営哲学の心髄がちりばめられている。

　産業革命を経て産業資本主義社会にいち早く転

換していた欧米には近代化で後れを取ったが，封

建日本期の商業活動とそれを支えた経営哲学は既

に近代を先取りしていたと言ってよいのではない

か。だから明治維新後に，欧米から科学技術や産

業資本主義の経済制度（生産・販売・経営方式）

などの物質文明をスムーズに取り入れて，速やか

に産業資本主義社会に転換できた。

　ちなみに，20 世紀の後半になって急速に経済

発展したアジアの四小龍（韓国・台湾・香港・シ

ンガポール），そして，日本の 2.27 倍もの経済力

を持つに至った巨龍・中国，これら東アジア諸

国・地域の人々の思想の核に儒教や仏教があるの

は偶然ではないだろう。儒教は固定した序列と秩

序を守りすぎて国や社会を停滞させる側面がある

一方で，内からの変革・進歩を強く求めてもい

る。儒教は変革と競争の思想でもある。変革・進

歩には凄まじい生存競争を勝ちぬくことが欠かせ

ない。

　渡辺（1993：171-172）は韓国の経済の近代化

について，「かつては経済近代化の桎梏だった儒

教の伝統が，こんどはその経済近代化を効率的か

つ安定的に運営するための優れたエートスとして

立ち現れた」とする見解を記述している。「追求

すべき価値をいわば（権威主義から経済近代化

に）‘入れかえる’ことによって，儒教社会に固

有な秩序それ自体は強固に守られてきたのであ

る」

　日本の江戸期の商人は，儒教の中から競争を通

した変革と進歩の哲学を帰納した。また朱子学の

「分析から統合に至る格物至知」や仏教（禅）の

「科学性と精神性をホリスティックに統合する」

判断力も身につけていた。儒教文化や仏教文化を

日本と共有する四小龍や中国の人たちが，日本人

と類似した思想を身につけていたと考えても不思

議ではないだろう。

　もちろん，儒教や仏教だけが経済発展の要因だ

と言っているわけではない。それはプロテスタン

ティズムだけが，西欧の資本主義発展の原動力

だったとは言えないのと同じである。

（9）�帝国日本（明治から 1945 年の敗戦まで）

の経営哲学

　（a）文明システムの転換。帝国日本は，富国

強兵・殖産興業を推進して一刻も早く欧米列強と

肩を並べる近代国家に脱皮しようと必死だった。

開国に際して欧米に，「半開の（文明の遅れた）

国」扱いをされ，不平等条約（欧米列強の領事裁

判権を認める，日本に関税の自主権がない，な

ど）を押しつけられた屈辱を晴らして対等な条約
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を結び，名実共の独立国になるためである（佐々

木，2014）。1871（明治 4）年から 1 年 9 カ月に

わたり岩倉遣外使節団が欧米 12 カ国を訪問し，

文明化・近代化への道筋を学び取った。そして帰

国後，驚くほどのスピードで，欧米流の文明化・

近代化（政党政治・資本主義・植民地）に突き進

んだ（三谷，2017）。その思想的支柱の一つが伊

勢神道・皇室神道である。

　天皇主権の立憲国家で，公が私に優先した。国

家の強い統制と指導があり，国民は国家の方針に

沿った教育・訓練によく従った。その思想的正統

性を伊勢神道に置いた。神仏習合は廃止された

（1868）。伊勢神道・皇室神道を戦後 GHQ が「国

家神道」と呼んだ。以下では便宜的に「国家神

道」の用語を用いる。

　国家神道は，伊勢神宮（皇祖神・天照大神を祀

る）を中心施設とし，全国の神社で共通の・統一

した皇室祭祀を行うことを規定した。皇祖神・天

照大神を頂点に皇祖皇宗に連なる万世一系の天

皇・皇室への崇敬を日本人の精神的な柱とする思

想である。その祭祀儀式に全国民の参加を義務付

けた。仏教，キリスト教は国家神道に従属した。

国家神道を体現した実在が，天照大神の生まれ変

わりである現人神・天皇である。

　欧米の科学技術と近代合理主義を学び日本は，

農本主義・商業資本主義から産業資本主義へ猛ス

ピードで転換した。かつての武士・農民・商人の

多くが近代産業の導入に参加した。近代産業の経

営者は，殖産興業の国益に貢献する愛国者となっ

た。

　（b）産業革命。封建日本期の商業資本主義か

ら帝国日本の産業資本主義への大転換があった。

おびただしい数の商家が消滅し，新しい近代産業

が続々と生まれ，おびただしい数の企業が成長し

た。

　封建日本から帝国日本へと，日本の国体が大転

換した 1868-1902 年は，日本の産業革命の途上期

でもあった。幕末期から産業革命途上までの 53

年間（1849-1902）に，封建日本の長者商家が衰

退して，西欧の科学技術を内部化した新興企業が

急成長した。旧来の商人が没落し，新しい企業家

が台頭して経済発展の担い手になり始めていた。

　宮本（1999）によると，ペリー来航の 4 年前，

幕末の開国に向けた動乱期の寸前である 1849 年

の長者商家 231 家のうち，53 年後の 1902 年，日

清戦争に勝利し日露戦争を目前にした帝国日本の

近代工業勃興期の長者 353 家の中に生き残ってい

たのは僅か 20 家だった。両替商，呉服商，酒蔵

が多く，生き残り率は 9% 弱だった。産業別の盛

衰をみる。封建日本の長者は，両替商，呉服商，

米穀商，木綿問屋，廻船業が多かった。1902 年

時点での長者は，財閥への道を歩み始めた新興の

三菱，銀行や商社に転換して存続した三井や住友

を始めとして，鉄道，電力，肥料，造船，海運，

紡績，製鉄，時計，郵船，貿易，食品，金融など

の近代産業分野の新しい企業家が多かった。重化

学工業の発展はまだ先のことである。

　封建日本の長者商人が消滅・衰退した理由は，

以下の 3 点のうちの何れかが当てはまる。どの理

由も，経営イノベーションの欠如を物語ってい

る。1）それまでの成功体験やビジネス・モデル

に安住していた。2）先進的な生産技術や新産業

の経営ノウハウを習得しなかった。3）新規参入

から特権・規制で守られ安心しきっていた。

　明治維新直後・産業革命以前と産業革命を経て

産業社会に転換した日本の経済規模の推移をみ

る。以下は，アンガス・マディソン（同上：278-

292）に依っている。

　1870（明治 3）年，日本の産業革命のスタート

前で，欧米諸国が産業革命を経たあとの GDP 比

較では，日本は 1820 年の 6 位から 9 位に後退し

ている。経済規模は 25,505M ドルだった（1820
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年から 1870 年までの 50 年間の成長は＋ 17% に

留まった）。中国とインドの 1 位と 2 位は変わら

ないが，アメリカが 3 位（98,418M ドル）に躍進

し，2-3 倍増したイギリス 4 位，ロシア 5 位，フ

ランス 6 位，ドイツ 7 位，イタリア 8 位の順だっ

た。一人当たり GDP では，日本は 741 ドルで

1820 年対比わずか +5.2% に留まった。産業革命

を 経 た 欧 米 諸 国 は， イ ギ リ ス（3,263 ド ル ）

+86%，アメリカ（2,457 ドル）+91％，フランス

（1,856 ドル）+53% と，それぞれ大躍進した。

　日本の GDP は日清戦争を戦った 1894-1895 年

で 44,530M-45,151M ド ル， 日 露 戦 争 を 戦 っ た

1904-1905 年 で 52,009M-52,113M ド ル だ っ た。

1890 年の中国の GDP は 233,517M ドル，1900 年

のロシアのそれは 154,049M ドルとある。それぞ

れ日本の 5 倍と 3 倍という巨大な経済力を持った

二つの大国と 10 年を挟んで戦ってよくぞ勝てた

ものだと思うばかりである。僥倖にも，短期間で

の集中戦略が成功した結果だったと言えるだろ

う。

　ちなみに一人当たりの GDP を比較すると，日

清戦争時の日本は約 1,000 ドルで中国のそれは

615 ドル（1890）だった。日露戦争当時では日本

が 1,100 ドルに対しロシアは 1,218 ドルだった

（1900）。国民一人当たりの経済生産性で言えば，

日本・中国・ロシアはイギリス・アメリカ・フラ

ンスなどの欧米列強の三分の一から四分の一の生

産性しかなかった。

　太平洋戦争を開戦した 1941 年の日本の GDP

は，204,523M ドルで世界 8 位，過去最大の経済

規模だった。一方主敵であるアメリカの GDP は

同年，1,100,211M ドルで圧倒的な世界 1 位。日

本は 5.4 倍の巨大な工業国家に戦いを挑んだ。ア

メリカばかりではなく，イギリス，ソ連など世界

の強国も敵にまわした。1945 年の日本の GDP は，

98,711M に落ち込んだ。ほとんど全ての主要都市

が廃墟と化していた。

　（c）封建日本との連続性。20 世紀の初頭に，

非西欧国の中で日本だけが近代産業国家に自成的

に転換した。日本の文明化・近代化は江戸時代の

思想・知識・技術に経路依存していたのである。

　日本人は江戸時代の 265 年間，近代化への準備

（思想・知識・技術）を積みあげていた。一つに

は，日本人は古代以来中国文明を取り入れて，

神・仏・儒をメタ統合し他を排除しない・他と対

決しない思想をほぼ全員で共有しており，守・

破・離の進化での日本化プロセスを歴史的に繰り

返し経験していたために，欧米の科学技術と合理

主義も新しい文明として抵抗なく受け入れ，新し

い守・破・離の進化を実現することができた。

　二つめの理由として，封建日本期に武士や商人

が身につけていた朱子学の格物致知のアプロー

チ，つまり，「客観的な分析→理解→判断→総合」

のステップで真理に至る思考方法が，西欧の科学

技術や合理主義の理解・習得をスムーズにした

（加地，同上：238-239）。禅を日常に取りいれて

いた武士や商人は，平静な心で自分と世界に向き

あい両者を調和させる修練，そして，以心伝心で

直観的に真理に至る精神の修練も積んでいたの

で，科学性・合理性と精神性・思想性をホリス

ティックに統合する経営判断が可能だった。

　三つめは，浜野ら（2009）によると，封建日本

期の商人は既に，高いレベルの経営手法や科学技

術を使いこなしていた。複式簿記を使って計数管

理をし，時の経済性（時間管理・正確性・未来志

向性）も管理した。スチームによる動力は知らな

かったが水と風を動力源にした。造船，建設，土

木・治水，製鉄，農業，発酵，数学，天文などの

科学技術の知識で社会インフラの整備をし，農業

の生産性を高めていた。また，さまざまな新事

業・新製品開発を実践して，製品の生産量を増や

し品質を高めていた。
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　（d）経営哲学の形成。帝国日本期の日本人は，

学校教育・地域社会・日常生活，そして軍隊の中

で，天皇崇拝と朱子学的な序列と秩序の思想を，

幼年時代から成人に達するまで徹底して刷り込ま

れた。軍人には「軍人勅諭」（1882）で「忠節・

武勇・信義・質素・誠心」といった武士道精神の

遵守実行を義務づけた。学校では「教育勅語」

（1890）に従って初等教育から「五倫（父子の孝，

君臣の忠義，夫婦の別，長幼の序，朋友の信）」

（孟子）を「皇祖皇宗に由来する普遍の倫理・道

徳である」と教えた。地域や家庭での躾は，教育

の延長と補完を担った。国民はこれらの徳目を実

践するように強く奨励された。

　この教育・訓練の上に，欧米から導入した科学

技術や近代合理主義を高等教育で学んだ人たちが

企業に入り，殖産興業の産業社会の中核を担っ

た。経営哲学は，商人道の「三方よし」から，

「商人道」と「武士道」が結合して，工業製品を

マーケティングする「士魂商才」に進化した。

　「士魂商才」の経営哲学は，封建日本期の「道

義と利潤」の統合，「世のため人のため」という

社会性に加えて，国民意識が芽生えた日本人の

「国家の独立と繁栄」「列強に並ぶ強国化」を経済

的に支える強い使命感に，良くも悪しくも，貫か

れていた。

（10）�民主日本期（1945－1990）の守・破・離の

進化

　時代の最先進国から「先端の文明（政治・経

済・社会 / 文化・技術）を取り入れて日本化して

追いつく」のが日本の進化の特徴である。異質な

文明を排除しないで柔軟・寛容に取り入れて適応

し共生しつつ，日本化する「内へのグローバリ

ゼーション」である。それを「守・破・離」の進

化と私は呼んでいる。その進化をビジネスで体現

するプロセスが「AI 移転または AI 進化」であ

る。以下で説明する。

　これまで述べてきたように日本は，遠く古墳時

代（4-6 世紀）から近世の封建日本期（1603-

1868）までは主として中国から（一部は朝鮮半島

経由で），明治以降の帝国日本期（1868-1945）に

は欧米諸国（ドイツ，フランス，イギリス，アメ

リカなど）から，戦後の民主日本期（1945-1990）

は圧倒的にアメリカから，最先端の文明を取り入

れて重層的な自成的進化を繰り返してきた。他国

や他民族に強制されてそれまでの日本を根底から

覆させられたことはない（戦後の日本人はアメリ

カによって半ば他成的につくり変えられたという

議論もあるが）。

　日本の進化は歴史的に，守・破・離の三段階の

アップ・スパイラルな進化の繰り返しで実現し

た。民主日本期の企業経営も例外ではない。私は

この歴史的な進化モデルを応用して，「経営の AI

進化」の概念を提唱している（林，1999）。民主

日本期の産業発展を例にして「経営の AI 進化＝

内へのグローバリゼーション進化」を具体的に概

念化した。

　Adopt-and-Imitate（採用と模倣＝守）の段階

では，アメリカに学んで国内に新産業を興す。自

動車や家電などがこれに相当する。悪かろう・安

かろう（Second-and-Cheaper）製品だと世界で

たたかれたが，日本経済の復興の起爆剤になっ

た。1950-1960 年代のことである。

　やがて Adapt-and-Improve（応用し改良・改善

＝破）を実現して，二番手改良製品（Second-but-

Better）を開発し，低価格でありながら壊れな

い・性能が良い機能価値で欧米の競合品に競り勝

つようになった。1970 年代の自動車，家電，カ

メラ，時計など。鉄鋼，造船，繊維などの重・

厚・長・大の工業製品から，先端技術を生かし

軽・薄・短・小の高性能製品に転換した。

　やがて Adept-and-Innovate（習熟と革新＝離）
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を達成する。日本発のイノベーション（First-and-

Best）が世界へ。小型自動車，ハイブリッド車，

ヘッドフォンステレオなどで世界標準を生み出

し，モノ造りで世界一と言われるようになった。

1980 年代の成果である。

（11）民主日本期の経営哲学：和魂商才

　民主日本期の経済大国化は，日本人が，和魂を

精神の駆動力にして企業経営の守・破・離の進化

をアップ・スパイラルに実現した成果である。

「和魂商才」の経営哲学である。日本人「らし

い・ならでは」の思想がその母体である和魂と

は，「国の経済を再建し，社会を豊かにして，家

族の豊かな幸せを築きあげる」使命感を持って，

「仕事を通して，自分の与えられた本分を一所懸

命にやり遂げる。自分の本分で一番を目指し，そ

のための努力を惜しまない。自分を犠牲にしても

全体のために尽くす。愛国心，社会への貢献，組

織への忠誠心が強い。潔さ，礼儀正しさ，他人に

恥じることのない」哲学である。

　「自己犠牲をいとわず全体への奉仕を実践する，

リスクを取り業績目標を達成するまで止めない」。

この愚直な覚悟が，「国破れて山河あり」の逆境

に立ち向かい，経済の再建を目標に掲げた日本人

の心を奮い立たせた根源だった。その和魂が，戦

後の守・破・離の進化モデル（商才）の駆動力に

なった。

　和魂商才を実践した人たち。「和魂商才」を実

践して日本経済を再建し高度成長を担ったのは，

敗戦を 20 歳代以上で体験した人たちで，当然の

ことながら，戦前・戦中に「教育勅語」で育ち，

「軍人勅諭」で鍛えられた。戦前・戦中派と呼ば

れた彼らは，「天皇への忠誠」「軍国主義の戦士」

を切り替えて「国家の再建と家族のために」を大

義とした。「会社と上司に忠義を尽くし年上を敬

い，一致団結して」自分の務めを最後まで果たし

ぬいた。企業は，後に「日本式経営の強み」と言

われた「年功序列，終身雇用，企業内労働組合」

を制度化して組織の序列と秩序を守り，雇用の安

定と生活保障で従業員の忠誠心を高め，社員中心

主義で企業という運命共同体の和を確保した（ア

ベグレン，2004）。

　経済大国化をリードした戦前・戦中派の人たち

が共有していた和魂の精神の中核には，「英霊が

自分たちを見守っている自覚」「清濁併せのむ寛

容と周囲への思いやり」「天道に恥じない倫理・

道徳性」という当時の日本人「らしい・ならで

は」の思想・精神への共感・共鳴があった。

（12）�グローバル日本期（1990- 現在）へ，和

魂商才は継承されなかった

　ここまで書いてきて，実は，私は違和感を覚え

ている。と同時に，戦前・戦中派の先輩の人たち

への後ろめたさもある。私は戦後派で，神・仏・

儒のメタ統合思想を刷り込まれて育っておらず，

1990 年以降，企業経営に携わっていた時期には

和魂商才の経営哲学を自覚してはいなかった。

　戦前・戦中派の人たちが 1990 年まで企業の中

枢幹部として日本経済の再建に忙殺されていた一

方で，1990 年以降に企業の経営を担った 1940-

1950 年代生まれの戦後派の人たちは，日本人が

歴史を通して培い，連綿と世代から世代に継承し

た日本人「らしい・ならでは」の思想（日本人の

アイデンティティ），その宗教性，倫理道徳性，

哲学性を，「古臭い封建時代の思想」「軍国主義の

思想」だとして排除した戦後教育を受けて育っ

た。教育の場だけでなく，家庭や企業でも，世代

から世代へ日本人のアイデンティティを引き継ぐ

ことはあまり・ほとんどなかった。私はその戦後

教育の第二期生で，1947 年 4 月に小学校に入学

した。

　戦後教育は，日本人の歴史的伝統的なアイデン
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ティティの根幹を切り捨ててスタートした。その

理由は，過去の封建的・軍国主義的な思想を破棄

して新しい日本人像をつくるためだと教えられ

た。戦後教育は当時の児童・生徒の頭や心の中に

ある白いキャンバスに，歴史の経路依存性や不易

流行性がない正体不明の日本人像を描く教育だっ

たと言えないだろうか。

　戦前・戦中派の人たちは，教育の現場で，ある

いは日々の生活の中で，「あつものに懲りてなま

すを吹いている」ように口をつぐんで，彼らの時

代の日本人「らしい・ならでは」の思想を，戦後

派の人たちに継承することはなかった。そのため

戦後派は，「孔孟の教え」や「記紀神話」などを

体系的にちゃんと教わったことはない。それらは

「軍人勅諭」「教育勅語」を通して日本人を「軍国

主義」に駆り立てた悪の教えであり，荒唐無稽の

話だとされた。日本人を皇国臣民だとした「国家

神道」に触れるのはほとんどタブーだった。

　戦後派の人たちには，社会人になってからは，

それでもどこからか断片的に，口から口に伝わる

とか小耳にはさむ程度に一昔前の日本人の「らし

い・ならでは」の思想に触れる機会があった。社

会通念の中で経路依存的・不易流行的に，何が戦

前・戦中派の日本人「らしい・ならでは」なのか

に少しは触れたように思う。戦前・戦中派の人た

ちが和魂商才の経営をしていて，戦後派はその日

本的経営の影響下で会社務めをし仕事を憶えたか

らである。それは 1960 年代の後半から 1980 年代

半ばにかけてのことだった。しかし，それは和魂

商才の経営哲学をしっかりと継承したことにはな

らない。一方では，1960 年代以降に生まれたポ

スト戦後派にとっては，和魂商才の経営哲学は，

耳にすることはあっても，古い博物館でほこりを

かぶっている程度の話だったに違いない。

　「ほとんど引き継ぎしなかった」戦前・戦中派

と「ほとんど引き継ぎしてもらえなかった」戦後

派の人たちが，企業経営の中枢の役割を交代した

のが 1990 年代である。そして 2017 年の現在は，

ポスト戦後派が企業経営の中枢を担っている。日

本人「らしい・ならでは」の思想とはなにかを問

うことはなく，和魂商才の経営哲学を継承してい

ない戦後派やポスト戦後派の人たちが 1990 年代

以降現在まで企業経営の中枢を占めている。その

事実と，その間の「日本経済の停滞」「日本企業

の GID（グローバリゼーション・ダイバーシ

ティ・イノベーション）の競争力の遅れ」（第Ⅱ

章）との直接関係を立証はできないが，両者は関

連しているのではないかとの議論は盛んである。

戦後派は戦前・戦中派が達成した経済成長の果実

を享受して成人したが，将来の成長の苗木を育て

ることもなく，ポスト戦後派に，停滞した経済と

GID 競争力の遅れをそのまま押しつけているよ

うだ。

5．「新和魂グローバル最適経営の経営哲学」が

必要

　これまで，民主日本期（1945-1990）の経済大

国化と，その後今日に至るグローバル日本期の経

済停滞を対比してきた。そして，停滞の理由とし

て，日本人は文明システムの転換とその内部化に

遅れを取っているからだと検証した。文明システ

ムは，1990 年前後までの産業社会（モノの価値

重視）から，ICT 社会（コトの価値重視）に転

換し，GID の 3 軸での持続的・切れ目のない進

化が競争力になった。　日本人の思想と経営哲学

をレビューし，日本人が ICT 社会（コトの価値

創造）の競争次元である GID に遅れている原因

を求めた。この時点で取り出した仮説は以下の 3

点である。

　（1）日本人は歴史的に，「内へのグローバリ

ゼーション」（外国から学んで日本化する）はす

こぶる得意だが，「内と外へのアップ・スパイラ
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ルなグローバリゼーション」の経験をほとんどし

てこなかった。外へのグローバリゼーションに

は，世界中どこでも，日本人「らしさ・ならで

は」のアイデンティティ持ち，同時に現地への適

応，つまり，現地文化の内部化が必要である。つ

まり，文化多元主義の実践である。それには，

「日本人のアイデンティティという基軸」が定

まっていなければならない。何れにしろ，現地を

日本化することは，決してできないのだ。

　経済大国化途上の外へのグローバリゼーション

（海外進出）では，日本人は日本という蛸壺の中

にいて，日本からの輸出マーケティングか低コス

トを求めて途上国に立地した工場からの迂回輸出

が海外進出の主流だった。販売マーケティングは

現地の販売店任せだったため，日本に居て現地目

線の発想をする必要はなかった。もっとも現地工

場の現地従業員の HRM では日本を押し付けて相

当の反発を買ったのも事実である。

　（2）日本は，モノの価値創造（機能・性能）の

守・破・離の進化で経済大国になった。日本企業

は製造業で世界のトップに立った。しかし，コト

の価値創造（意味・情緒）のイノベーションで

は，欧米諸国の企業だけでなく中国や韓国の企業

にも遅れを取っている。コトの価値創造には，日

本人「らしい・ならでは」の文化を核に持つと同

時に，現地の文化への深い尊敬と理解が欠かせな

い。

　（3）日本人の強みは，国内へは異なった文明・

文化を排除しないで柔軟・寛容に取り入れ，それ

と共生しつつ習合し，やがて日本化（守・破・離

の進化）する能力である。異文明・異文化との対

決は一切していない。しかし，国外に出たら，日

本化はできない。異なった文明・文化と共生しつ

つ，摩擦・対立をさけないで，両者の統合・最適

化をするという国内とは別の柔軟性・寛容性が必

要である。日本人でありつつ，守・破・離のプロ

セスで各国に文化適応していかなければならな

い。

　日本人は内へのグローバリゼーションが得意だ

が，外国人を受け入れる人のグローバリゼーショ

ンの歴史的経験を持たず，現在も消極的である。

国内で外国人が増えることを望んでもいない。国

内でしかも自国文化の真っただ中で，外国人との

共生，対立と最適化の経験をしていない日本人

が，国外でしかも現地文化の真っただ中で，現地

人と共生し，対立と最適化ができるはずもない。

　（1）（2）（3）は同期している。日本人は，「外

へのグローバリゼーションの現地目線」が苦手で

ある。そして歴史的にも現在も，国内で異文化と

の共生＝ダイバーシティ（日本化しない，異文化

との共生と最適化）の経験をほとんどしていな

い。そして最も懸念しているのは，日本人自身

が，日本人「らしい・ならでは」のアイデンティ

ティを見失っているのではないかという点であ

る。かつて経済大国化を牽引した経営哲学・和魂

商才は，戦前・戦中世代と一緒にこの世から消え

てしまったのだろうか。

　GID での競争力を高める。モノの価値もコト

の価値も世界中（日本はその一部として）で現地

の顧客に対応して，開発・生産・販売マーケティ

ングを現地対応することが求められている。つま

り，企業の経営の 5 要素である企業文化（企業風

土），企業の理念（存在理由），経営資源（人材・

情報・技術・設備・資金），顧客価値創造プロセ

ス（顧客価値形成，SC・ VC など），組織（生産・

マーケティング・財務・人事など）の，経営の全

分野で内外での，GID をアップ・スパイラルに

実行しなければならない。

　日本人「らしい・ならでは」のアイデンティ

ティを持ちつつ同時に，異文化と共生し・衝突

し，グローバルな普遍性と日本の特殊性を統合で

きる主体性のある日本人が必要だ。しかし肝心の
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日本人の，日本人「らしさ・ならでは」のアイデ

ンティティが風化し，そして，GID 能力が不足

しているため，国内外でコトの価値の守・破・離

の進化を進められないでいる。それでいて，GID

を実行できる能力をもった外国人に任せることも

できないのが現実だ。

　日本人「らしい・ならでは」の思想を再定義し

て新和魂を形成する，そして，「新和魂でグロー

バルな最適経営」を実現する，という経営哲学を

形成する必要がある，と私は考えている。

　第 IV 章で，日本人「らしい・ならでは」の思

想，その宗教性・倫理道徳性・哲学性の推移・変

化を，1950 年代から今日までの 70 年近くにわ

たってレビューする。

Ⅳ　日本人の思想（意識）の変遷

　日本人の思想（意識）は戦後どのように変化し

ただろうか。1953 年から 60 年間余の日本人の意

識の変遷データを読んだあとの結論から言うと，

好ましくない方向へ変化した部分が好ましい方向

へ変化した部分よりももはるかに大きくかつ多い

と実感する。分析に利用したのは，統計数理研究

所「日本人の国民性調査」（ISM 調査）と NHK

放送文化研究所「日本人の意識調査」（NHK 調

査）の集計データとその他の関連する調査データ

である。ISM 調査の集計表は 1953-2013 年まで

の 60 年間，5 年おきに 13 回分が公表されている。

NHK 調査の集計表は 1973-2013 年までの 40 年

間，同じく 5 年おきに 9 回分が公表されている。

　ISM 調査は終戦から 8 年後の 1953 年にスター

トし，1973 年までの 20 年間は，NHK 調査がカ

バーしていない時期の日本人の意識の変遷を伝え

てくれる。1973-2013 年の 40 年間の両者は調査

時期が重なっている。調査項目は，多少類似のも

のがあるが，大部分は大いに異なっているので相

互補完して分析した。本論文では，ISM 調査デー

タを中心に分析を行い，NHK 調査ゲータで補完

するという方法で，日本人の 60 年間の意識の変

遷を幅広く取り出すことにした。

　ISM 調査の集計表は統計数理研究所（2016）

を利用した。NHK 調査の集計表は NHK 放送文

化研究所（編）（2015）に依った。ISM 調査の多

くの測定項目は，1970 年代や 1990 年代に新しく

調査を開始しているので，60 年間（全 13 回分）

を通した時系列データが必ずしも全て揃ってはい

ない。分析対象にした調査項目は，本論文の目的

に関連していると思われるものを両者の集計表か

ら私が選択した。調査対象者は何れも各調査年時

点での，全国の 20-70 歳以上の男女である。

　ISM 調査をベースにした論文では主に坂元

（2005）と林（2010）を，NHK 調査をベースにし

た論文では高橋・荒牧（2014）を，それぞれ参考

にした。

1．1945-1980 年代までの時代背景

　ISM 調 査 と NHK 調 査 の 分 析 を す る 前 に，

1945-1980 年代の時代背景を，とくに経済に絞っ

て，確認しておきたい。調査データに，調査時点

の経済状況が強く反映されているからである。参

考にしたのは『経済白書』各年版と『国民生活白

書』各年版である。

　1945 年以降の数年間の日本経済は困窮を極め

ていた。工業生産力は戦前の最高レベル（1934-

1936 の平均）の 30% だった。国家・企業・家計

の全てが赤字で，国民は身の回りの物を売って食

いつなぐ「竹の子」生活をしていた。朝鮮戦争特

需（1950-1955）で産業は息を吹き返し，資本を

蓄積した。経済復興が加速し，1955 年には実質

国民生産で，戦前の最高レベルの 1.5 倍に達し，

国民一人あたりの消費水準は戦前の最高レベルを

超えた。1956 年の『経済白書』は「もはや戦後
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ではない」と書いた。

　1960 年代は石炭から石油へのエネルギー転換

後の所得倍増・高度経済成長期である。重化学工

業が勢いをまし，耐久消費財では機械工業（家

電・乗用車・カメラ・時計）が本格スタートし

た。日本人の消費生活は東京オリンピックを挟ん

で一変した。三種の神器といわれた白黒テレビ，

洗濯機，冷蔵庫の 1964 年の世帯所有率はそれぞ

れ 88%，61%，38% になった。1955-1965 年の 10

年間の GDP 成長率は平均で年率 17% だった。

　1965 年に日本と韓国は国交を正常化した。朝

鮮戦争のさ中に行われた第一回会談（1952）から

13 年間にわたる紆余曲折（とくに日韓併合・植

民地統治の総括を巡って）の後だった。1968 年

には GNP（国民総所得）で日本がドイツを抜い

て世界 2 位になった。一人当たりではイタリアに

続いて 6 位だったが，堂々たる経済先進国でしか

も世界の主要国の一つに返り咲き，日本人の誇り

は大いに高まった。

　いざなぎ景気が長く続いた（1966-1969）。輸送

機械（自動車，オートバイ），電気機械（テレビ，

ラジオ），精密機械（カメラ，時計）などが経済

成長を主導し，消費では 3C（カラーテレビ，クー

ラー，カー）時代と言われた。「昭和元禄」「消費

は美徳」の時代である。乗用車の所有率が人口

1000 人当たり 100 台を越え，モータリゼーショ

ン時代に突入した（1971）。経済成長が続き，所

得は倍増をやすやすと越えた。日本人は国も個人

もいい方向に向いていると信じて疑がわなかっ

た。

　1971 年のニクソン・ショックとそれに続く円

高，第一次石油危機（1973）で，高度経済成長は

終焉したと言われた。国民の関心は，「使い捨て」

から「省資源」「低公害」という社会性の拡大，

そして「のんびり」「ゆっくり」といった生活の

質やゆとりの重視へ変化した。1974 年は，狂乱

物価と戦後初のマイナス経済成長に見舞われた。

しかし，1965-1975 年の 10 年間の GDP は 32.87

兆円から 148.33 兆円へ，年率平均で 18% も成長

した。

　1972 年には懸案だった日中国交回復が実現し

た。1975 年に先進 7 カ国会議（サミット）がス

タートして，日本は名実ともに最先進国の仲間入

りを実現した。

　第二次石油危機（1978）を乗り切った日本経済

は，1975-1985 年の 10 年間に平均 9% の高成長

を 続 け た。1985 年 の GDP は 320 兆 円 で，1987

年に一人あたりの名目 GDP（ドル）でアメリカ

の水準を抜いた。そして，「世界一のモノ造り大

国」になった。

　日本の産業構造は，これまでのエネルギー大量

消費型重化学工業から，省エネルギー・省資源型

で高付加価値の機械工業中心の，世界一効率が高

い経済へと根本的な変革を実現した。重厚長大産

業から軽薄短小産業への転換と言われた。Made-

in-Japan が世界で高品質の代名詞になり，自動車

や家電，そして半導体では国際標準を生み出し競

争力を一段と高めた。技術立国日本の誇りだっ

た。第Ⅲ章で取りあげた産業の「守・破・離」進

化の，「破」から「離」への進化を達成したので

ある。

　1980 年代には日本製品の洪水のような大量輸

出に悲鳴をあげた欧米との貿易摩擦・経済摩擦が

激化し，次々と日本側が輸出の自主規制をして摩

擦の鎮静化を図った。それほど日本の機械産業の

国際競争力は圧倒的に強かった。自主規制は，カ

ラーテレビ（1977），自動車（1981），VTR（1982），

半導体（1985）などに及んだ。

　1985 年のアメリカ主導によるプラザ合意とそ

の後の急激な円高で，日本の自動車と家電に代表

される機械産業の海外生産が一気に拡大した。日

本国内は円高不況になり，景気が後退した。公定
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歩合が引き下げられ内需拡大を期待した。それが

マネー・サプライを増やし，企業も個人も株買い

や土地買いに走ることになった。狂乱のバブル景

気である。1986-1989 年にかけて，株価も不動産

価格も 1983-1984 年の 2 倍以上に膨れあがった。

　日本がバブル景気に酔いしれている中，世界は

大転換した。北京・天安門事件（1989 年 6 月），

ベルリンの壁崩壊（1989 年 11 月），湾岸戦争

（1990 年 8 月），ソ連邦崩壊（1991 年 12 月）。東

西の冷戦が終結してアメリカが唯一の超大国とな

り，「アメリカ文明（キリスト教文明）」が世界を

リードする一方で，イスラム，儒教，ヒンズーな

どの諸文明も強い自己主張を始めた。2010 年代

に入り，世界は多極化に向かっているという議論

が盛んになっている。ハンチントン（1998）が予

測した諸文明の衝突が始まっているようにも見え

る。衝突がやがて対決に向かわないとは限らない

と懸念されている。

　日本では昭和天皇が崩御（1989 年 1 月）して

平成の世が始まり，バブルが崩壊した（1991-

1992）。株価は暴落し地価は下落した。企業では

リストラが吹き荒れた。1991 年第一次平成不況，

1997 年第二次平成不況，2000 年第三次平成不況

と，途切れることのない不況が襲った。「日本の

衰退が進行中」と言われ，経済成長のない日本が

今日まで続いている。

2．日本人の意識の 60 年間の変遷 

（1953-2013 年）

（1）4度にわたる意識の大きな転換

　ISM 調査データの推移で最も特徴的なことは，

日本人の思想（意識）が，4 度にわたり大きく転

換した。その転換は，4 つの経済変動に沿って起

きたと言える。（a）戦前・戦中派が死にもの狂い

で経済再建に取り組み，日本人がモノ造り資本主

義に自信を持ち始めた 1970 年代前半までの（高

度経済成長期・自信上昇期），（b）戦後の国民主

権・自由主義・個人主義が浸透し，1973 年の第

一次石油危機を乗り越えて，日本が「世界一のモ

ノ造り大国」になり，日本人の自信が最高度に高

揚・定着した 1970 年代後半 -1980 年代（モノ造

り世界一期・自信定着期），（c）1991-1992 年に

バブル経済が崩壊して，失われた 20 年とも言わ

れた日本の「モノ造り資本主義」への自信喪失と

低迷の 1990-2000 年代（経済失速期・自信喪失

期），そして（d）歴史的・伝統的な考え方への

緩やかな回帰と自信を回復しつつある 2010 年代

（経済低迷期・自信回復期），である。以下，ISM

調査および NHK 調査のデータ分析は，上の転換

点にハイライトを当てて記述する。

　経済推移とは別の転換理由の一つとして世代交

代が挙げられる。調査開始年の 1953 年に社会を

支えていた 30-50 歳台の人たちは，戦前・戦中派

（1900-1920 年代の生まれ）で皇国史観・教育勅

語・軍人勅諭で成人した。1970 年代までの戦後

の経済復興を牽引した人たちである。彼らに続い

て，1970 年以降のモノ造り世界一への経済成長

を担った人たちは，1930-1950 年代の生まれで，

その内 30 歳台は戦後の民主主義教育を受けて成

人した戦後派である。民主主義教育は，皇国史

観・教育勅語・軍人勅諭を帝国主義的，封建的，

全体主義的だと否定し，歴史的・伝統的な日本人

「らしい・ならでは」の思想性を捨象した「旧・

教育基本法」に沿った自由主義，個人主義を中心

とした教育である。1980 年代以降は，戦後教育

派がますます日本の主流になった。とくに，1990

年代以降は戦後教育派が日本企業を主導した。

　NHK 放送文化研究所（編）（2015：235-243）

は数量化Ⅲ類の分析で，世代別の特徴を取り出し

ている。使用したデータは 1973-2013 年間の「日

本人の意識調査」による。分析内容は，40 年間

の平均像である。
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　私が上述した世代定義に沿って言うと，戦前・

戦中派の基本的価値観は伝統志向で，「天皇を尊

敬，宗教的行動，自己修養＋現世利益，模範を示

す父親，何でも相談できる人間関係，秩序の維

持，自民党支持，世の中に役立つ生活目標」など

の特徴を持つ。

　戦後教育派は，NHK 放送文化研究所の定義で

は第一次戦後世代・団塊の世代の両方を含み，

1940-1950 年代の生まれである。彼らは，伝統志

向が弱い人たち，そして，伝統離脱志向を示す人

たちで構成される。第一次戦後世代は，戦争世代

よりも伝統志向が弱くなる一方で，「仕事指向型，

会社への貢献，高い生活満足度」の意識を持つ。

団塊の世代になると伝統離脱志向になり，「利志

向と愛志向の生活目標，責任ある仕事」意識が高

くなる。

　新人類・団塊ジュニアは 1954 年以降の生まれ

で，「専門職志向，現世利益，仕事と余暇両立，

天皇への無感情」の意識が強くなる。

　高齢者ほど保守的で若者ほど反伝統的である。

これは世代効果と言われる転換の理由である。こ

れとは別に，時代効果（Ⅳ-1．時代背景，を参

照）と言われる時代の変化への日本人の意識適合

がある。男女の違い効果もある。

3．宗教観：「信仰の有無」と「宗教心」

（1）宗教を信じる・信仰している日本人は少数派

　「宗教を信じるか」「宗教と科学，どちらが人間

を救うか」「あの世を信じるか」「神や仏を信じる

か」「先祖を尊ぶか」「信仰と生活・社会意識の関

係」などから日本人の宗教観の推移とその特徴を

取り出した。

　宗教を「信じている，信仰している」日本人

は，1958 年の調査以来 2013 年までずっと少数派

で全体の 3 割前後である。一方，「信じていない，

信仰していない」70% の人たちを含め，「宗教心

は大切」と思う日本人は 1983 年では 80% を占め

ていたが，その後は徐々に減少を続け，2013 年

には 66% になった。「信じている」「信仰心大切」

を合わせた「宗教に肯定的な」日本人は，確実に

減少している。

　「先祖を尊ぶ」人の割合は「宗教に肯定的」な

意識と連動しているようだ。1953 年の 77% が

ピークで，1973 年には 67% へ下降した後，多少

の上下をし，2013 年は 65% である。

　「宗教に肯定的」な日本人が減少する中で，

1958 年，2008 年，2013 年の 3 回調査によると，

「あの世を信じている」日本人は 20% から 40%

に倍増している。また「環太平洋価値観調査」

（2008）の結果から，「あの世」「死後の世界」「霊

魂」などへの関心が，「宗教心大切」とは別途に，

若い年齢層の日本人に広がっている。

　「信仰の有無」と「宗教心大切」とは別に，高

橋 ･ 荒牧（2014：10-12）による「宗教的行動」

の分析では，「年に 2 回ほど墓参りする」日本人

は，60-70% のレンジで推移している。他には，

「お守り」や「おふだ」を身の回りにおいている

人は 30-35% いる。

　また堀江（2014：1）は「葬送と宗教との関連

は薄れている」と言う。宗教（葬式仏教）の重要

性は今後急速に衰退するだろう。仏教は，人の心

に語りかける，人の心を救う宗教に回帰する必要

があるだろう。

（2）宗教に関する日本人の考え方の特徴

　林（2010）は ISM 調査データの解析から，「信

仰があることは社会・生活上ポジティブな考え方

の中にあり，宗教的な心は大切とする考え方もこ

れに大変近いこと，宗教的な心は大切でないとす

る考えは，社会に対してネガティブな考えと結び

付ている」（林，同上 :39）と結論している。以

下，林（同上）を参照して記述する。
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　宗教を「信じる・信仰する」人の割合は，コー

ホート分析で，年齢効果が（加齢とともに「信仰

あり」が増える），時代効果や世代効果よりも大

きいことが分かった。時代効果分析では，1973

年と 1978 年の間に「信仰の有無」の意識に転換

が起きたことが分かった。その転換には，1930

年代以前の生まれと 1940 年代以降生まれでは，

「信仰あり」に大きな差がある世代効果が反映し

ている。

　「宗教心は大切」を含む「宗教に対する肯定的

な見方」（信仰あり＋信仰なしだが宗教心大切＝

宗教に肯定的）をする日本人の割合も時代と共に

減少している。ピークは 1983 年の 80% で，その

後 70% 台で推移したが，2013 年には 66% になっ

た。とくに 20 歳台で急落した。

　「7 カ国の国際比較調査」による「信仰の有無

と宗教的な心」の比較データがある（林，同上）。

日本人は，「信仰あり」では 37%（1988）で，イ

タリア 88%（1992），アメリカ 86%（1988），イギ

リス 65%（1987），フランス 65%（1988）よりも

はるかに低い。「環太平洋価値観調査」の「信仰

あり」でも，日本は 28%（2004）で．台湾 65%

（2006）や韓国 81%（2006）よりもはるかに低かっ

た。

　「7 カ国の国際比較調査」の「宗教に肯定的」で

は，日本は 77%（1988）で，イタリア 93%（1992），

アメリカ 94%（1988），イギリス 76%（1987），フ

ランス 76%（1988）の 5 カ国中，イギリスとフラ

ンスに近い。「環太平洋価値観調査」で台湾，韓

国と比較すると，日本 73%（2004），台湾 85%

（2006），韓国 81%（2006）で，日本と両国の差

が小さくなる。

　林（同上）は言う。「信仰がなければ宗教的な

心もないというのが西欧であって，東アジアでは

宗教的な心があってこそ信仰がある，という特徴

として捉えることができよう」（林，同上 :45）

　大多数の日本人の「宗教心」は，つまり，「宗

教は信じない・信仰していないが宗教心を持って

いる」のは，古代の日本人が仏教伝来以前から

持っていた基層信仰の文化 DNA を継承している

からではないか。「古代の日本人は，人間の魂は

循環するという信仰を持っていた，つまり，霊魂

は死後天に昇り，また次の世代に戻ってくると信

じていた。祖先崇拝をし，その霊魂は子孫として

再生すると信じていた」（Ⅲ-1. 宗教性 : 神道と仏

教と儒教の集合である，を参照）。日本人の「宗

教心」は，かくも特殊的だと言えるだろう。

（3）「あの世」，「神や仏」を信じているかどうか

　堀江（2014）は，（日本人は）「宗教も死後生も

信じない人と，宗教は信じないが死後生を信じる

と言う人が二大勢力を形成し，前者には男性と高

齢者が多く（中略），後者には女性と若者が多い」

（堀江，同上 :1）と述べている。

　NHK 放送文化研究所（編）（2015：132-139）

によると，信仰の有無に関係なく，1973-2013 年

の 40 年間，「仏を信じる」人の割合が 40% 前後，

「神を信じる」人の割合が 30% 前後で推移してい

る。「仏か神かどちらかを信じる」人は，50% 前

後である。高齢者ほど，そして，女性の方が，信

じる割合が高い。ここでいう「神」は一神教の神

だろう。

　日本人は，Ⅲ-1 で触れたように，古代以来

「霊魂の不滅と再生」を信じており，浄土教が日

本に入って以来は，「来世と六道輪廻」の思想を

受け入れてきた。こういった生物学的な死の後の

霊魂の世界に対する思想の DNA を受け継いでい

る。また，日本人の「神」はキリスト教やイスラ

ム教の絶対的な一神教の神ではなく，「人の及ば

ざるところ」に宿り命をはぐくむ魂（たま）とし

ての「神々」であり，やがて仏教の諸仏と習合し

て，神仏一体の思想を形成した。浄土教では「極
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楽浄土のあの世」に招いてもらうために阿弥陀如

来に「南無阿弥陀仏」を念じ，現世で善事を積

む。「神仏は一体となって」人の及ばざる天上世

界から現世の人たちを見守っている。

（4）�「信仰の有無・宗教心」と生活・社会意識の

関連：2008 年

　2008 年の調査から林（同上）は，「信仰あり」

（日本人全体の 32%），「信仰なし・宗教心大切」

（50%），「信仰なし・宗教心大切でない」（10%），

「信仰なし・その他」（8%）の 4 類型の回答者と

「各種の意識調査項目」との関連を数量化Ⅲ類で

分析している。

　「信仰なし」の人たちでも，「宗教心が大切か大

切でないか」で，生活の意識の違いが大きいこと

が判明した。「日本においては，信仰のありなし

よりも，宗教的な心を大切と思うか思わないか

が，西欧における信仰のありなしと同じような働

きをしていると言えそうである。（中略）。『宗教

的な心』という考え方そのものが，日本の特徴と

してあげられるのであるが，‘信仰あり’だけで

なく，‘宗教的な心は大切’という宗教を否定し

ない群は，一般社会生活における態度の面で，西

欧のキリスト教の信仰者とそうでない群の間の差

異と似た傾向を示すことが示された」（林，同

上：48-55）。

　（a）「信仰あり」の人たち（対象者の 32%）。

伝統的で社会に対してポジティブに考える。男性

65 歳以上と女性 50-64 歳，男 50-64 歳で，高卒

が多い。「先祖を尊ぶ，あの世を信じる，公明党

支持，（自分の子供がいない場合）他人の子供を

養子に継がせた方がよい，一番大切なものは家と

先祖，人は信頼できると思う，社会のために全て

を捧げてくらす，人間は自然に従え，幸福のため

に・世の中のために，金よりも人間同士のつなが

り，就職の第一条件は仕事をやり遂げたという感

じ」などの意識を持っている。人間関係や社会に

対して道徳的で，あの世にたいしても肯定的な回

答が多い。

　（b）「信仰なし・宗教心大切」の人たち（対象

者の 50%）。近代的で社会に対してポジティブに

考える。男女 35-49 歳で大卒が多い。「支持政党

なし，日本人は勤勉だ，人間は自然を利用する，

恩人が危篤のとき（職場の大切な）会議に出る，

親が危篤のとき（職場の大切な）会議に出る，日

本人は西洋人よりも優れていると思う，人は信頼

できると思う，一番大切なものは家族，子供に

‘金は大切’と教えるのは反対，他人の子供を養

子に継がせない」人たちである。中間的現状肯定

的な意識の持ち主である。

　（c）「信仰なし・宗教心大切でない」人たち

（対象者の 10%）。近代的で社会に対してネガ

ティブに考える。学歴は中・高卒が多い。年齢・

性別の特徴がない。「総選挙はあまり投票する気

にならない，しきたりに従え，子供に‘金は大

切’と教えるのは賛成，一番大切なものは金・財

産，先祖を尊ばない方，自分のことだけに気を配

る，人に対しては用心する，あの世を信じない，

人間は自然を征服する，人が生きていくうえで人

よりも金の方が頼りになる，人間として生れてき

たからには自分がしあわせにくらすことが第一

だ，科学の発見や利用は生活に役立っていない，

環境保護はあまり重要でない，大切な道徳は権利

と自由だ」と思う人たちである。身近な家族を含

む自己中心的な意識の持ち主である。

　（d）「信仰なし・その他」人たち（対象者の

8%）。中間的で社会に対してネガティブに考え

る。男女 20-34 歳が多い。先祖は普通に尊ぶ。

（5）寺院・地蔵・神社の社会・経済的帰結

　伊藤・窪田・大竹（2017）はアンケート調査

データの分析をもとにした論文「寺院・地蔵・神



95新和魂とグローバル最適経営／林廣茂

社の社会・経済的帰結」で次のように要約してい

る。「小学生の頃に通学路および自宅の近隣に寺

院・地蔵菩薩・神社があった場合には，個人に

ソーシャル・キャピタル（一般的信頼，互恵性，

利他性）を高める可能性がある。神社は地縁とい

うソーシャル・キャピタルを高め，寺院は血縁と

いうソーシャル・キャピタルを高める可能性があ

る」

　主要な分析結果は 3 点である。第一に，「神社

の存在は互恵性に有意にプラスの影響を与える一

方，寺院・地蔵菩薩の存在は信頼，互恵性，利他

性に有意にプラスの影響を与える」。それは，信

仰を通じてではなく，それらが子供の頃に近隣に

あると，「どんな悪事も，天には必ず知られてい

る」「神様・仏様がいる」「死後の世界（来世）の

存在を信じる」というスピリチュアルな世界観を

持つ傾向が高まるからである。こうした世界観

が，ソーシャル・キャピタルを高めている可能性

がある。一方，神社は，地縁を高め現世利益重視

なので，直接的に互恵性を高める。

　第二。神社・寺院・地蔵菩薩をソーシャル・

キャピタルの操作変数として所得に与える影響を

分析したところ，有意な相関はない。本研究で

は，地縁や血縁といったソーシャル・キャピタル

の形成は，高所得を求めた地域間労働移動を抑制

するという結果だった。

　第三。神社・寺院・地蔵菩薩をソーシャル・

キャピタルの操作変数として，幸福度および健康

に与える影響度を分析した結果，両者には有意な

正の相関があった。ソーシャル・キャピタルが高

いと，人間関係を重視し，幸福度や健康水準が高

まるが，所得を犠牲にする。一方では，幸福度が

高いか健康度が高いとソーシャル・キャピタルが

低くなることも分かった。恵まれた状況にある人

は，人との関係性を必要としないことを表してい

る。

　この論文は，故郷を離れ東京や大阪など大都市

に移住して経済的豊かさを手に入れた戦後の日本

人が，宗教から遠ざかり，地縁や血縁から離れ，

人間関係も疎遠になっている現状を浮き彫りにし

てくれる。

4．基本的な価値観の推移

　「自分個人の価値観・道徳観」「家庭，仕事や職

場，社会への満足度」「勤務先への意識・態度」

「自然と人間の関係」の項目について分析する。

（1）自分個人の価値観・道徳観

　かつては，「自分が正しいと思えば，世のしき

たりに反しても，それを押し通せ」の価値観は，

最も日本人らしい価値観の一つとされた。しか

し，それに賛同する日本人は，過去 60 年間で少

数になり，「世のしきたりに従え」への賛同者が

多数になった。

　「押し通せ」の回答者は，1953-1968 年（高度

経済成長期）には 40％＋で推移し多数だった。

しかし，1978 年には 30％へ，更に 2013 年には

20％まで減少した。「従え」は 1978 年には 42％

で，「押し通せ」を逆転して多数になった。2013

年は 37％である。「場合による」回答者は，60 年

間 着 実 に 増 加 し，1953 年 → 2013 年 で 19 ％

→ 37％に倍増した。「従え」と「場合による」を

合わせ 2013 年には，世のしきたりとのコンフリ

クトをできるだけ避けて身の保全を図る日本人が

77％のマジョリティを占めた。

　「筋を通すか，まるく収めるか」の質問は 1978

年から測定している。「筋を通す」は，「モノ造り

世界一期」の 45％前後からバブル経済が崩壊し

た 1993 年には 38％まで落ち込んだ。その後回復

し 42-43％で推移している。「まるく収める」は

50-56％の幅で安定し，「筋を通す」よりも 10％

ポイント前後高い。筋は通しても，コンフリクト
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しないで，まるく収める知恵を日本人は身につけ

たようだ。

　「世のしきたりに従え」も「まるく収める」も

「構造的慣性・マンネリズム」の別表現ではない

だろうか。自らを変革して「適者生存」能力を身

につける，そのために「信念を貫く」「筋を通す」

気概を日本人はどこかに置き忘れたのだろう。

　その間，「暮らし方」として大切な「徳」の一

つだった「清く正しい暮らし方」を支持する回答

者は，1953 年の第一位（29％）から 2013 年には

極マイノリティ（5％）になった。「清く正しく」

とほぼ折半していた「趣味にあった暮らし方」の

支持者は 1973 年には，第一位（39％）に上昇し

た。その後 2013 年まで 38-39％で安定して第一

位である。その他では，「のんきにくよくよしな

い で 」 は， 過 去 60 年 間， 緩 や か に 上 昇 し て

（11％→ 26％）第二位の暮らし方になっている。

日本人は，「趣味にあった」「のんきにくよくよし

ない」暮らしを好む（65％）。一方 15-18％の日

本人は「金持ちになる」を望んでいる。

　日本人にとって，「親孝行」と「恩返し」が一

番目と二番目に大切な道徳である。1963-2013 年

の 50 年間の支持者の割合は多少変動したが，順

位は変わらない。「親孝行」は 60％→ 75％に増加

した。20-50 歳台では年齢が高くなるほど高い。

「恩返し」の割合は，50 年間に，増加→減少→再

増加した。1963 年→ 1983 年では 43％→ 50％に

上昇し，1993-1998 年には反転して 43％に戻った。

その後再び上昇して 2013 年には過去最高の 58％

になった。日本経済の成長，停滞，再成長の動き

に連動して，自信は高揚し，減退し，再上昇を示

すが，「親孝行」や「恩返し」への大切度も経済

や自信の変動に合わせるように変わるようであ

る。

　「権利尊重」と「自由尊重」も大切な道徳であ

る。経済成長が続くと「自己主張が穏やかにな

り」，停滞ないし下がると「自己主張が強くなる」

のだろうか。「大切である」人の回答率は，1963

年の「権利」49％と「自由」40％から，20 年後

の 1983 年には「権利」36％と「自由」37％まで

下がった。平成不況期の 1998 年には反転して

「権利」40％と「自由」43％に高まり，1963 年と

ほぼ同水準に戻った。2013 年，再び下がって，

両者は 33％の同率になった。

　「公共の利益優先」は減少しつつなお，過半数

の 53-55％の回答率で，「個人の利益優先」は増

加しつつ 38％前後である。1973-1978 年と 2003-

2013 年の 4 回分のデータしかないが，「公共の利

益優先」がマジョリティを占めている。実際には

両方とも大切で，あれかこれかの選択の問題では

ないだろう。「私と公」は，「自由と責任」「個人

と全体」と同様に，単にバランスを取るのではな

く，時代の変化に沿って統合されねばならないだ

ろう。「私の中に公があり，公の中に私がある」

のが民主社会の根幹であり，前者に大きく比重が

かかれば，たがが緩んで社会が不安定になり，後

者に大きく比重がかかれば強権的で暗い社会にな

る。

（2）家庭，仕事や職場，生活，社会への態度

　2013 年，44% の日本人が一番大切しているも

の（自由回答）は「家族」である。家族以外で

は，「生命・健康・自分」（18%）と「愛情・精

神」（17%）が一番大切だとしている。1970 年代

までは，「家族」よりも「生命・健康・自分」と

「愛情・精神」が一段と大切だった。後者の 2 つ

があってこその「家族」だとの考えだろう。1983

年に逆転し「家族」が一位になって 2013 年まで

続いている。先ずは家族大切の意識である。

　「家庭」「仕事や職場」「社会」については，「満

足している」「やや満足している」回答者を集計

している。「家庭と社会」では 1973-2013 年まで



97新和魂とグローバル最適経営／林廣茂

の 40 年間，「暮らし向き」は 1988 年から 25 年

間，「生活全体と仕事や職場」は 1993 年から 20

年間の推移を解釈する。

　結論から言うと，「社会」や「仕事や職場」と

いった自分もその一員である外部環境に対しての

「満足」は下がる一方だが，自分の「家庭」や

「生活全体」という内部環境への「満足」は徐々

に上昇している。「ミーイズム」と言われる身内

中心主義がますます強くなっていると言えるので

はないか。2013 年，「自分は幸せだと思う」と答

えた日本人はマジョリティの 70％である。幸せ

の源泉が家庭や生活全般にあるのだろう。「ふつ

う」が 25％，「不幸だと思う」が 6％である。

　「家庭の満足」の「満足している」の回答者は，

「モノ造り世界一期」に向かう経済成長の 1970 年

代に急上昇した（47％→ 54％）。その後は 50％前

後で推移したが，「自信喪失期」の 10 年間（1993-

2003 年）で 51％→ 35％に急落した。「自信回復

期」に反転して再上昇し，2013 年は 43％である。

全体のトレンドは，1970 年代から徐々に下がっ

ている。ただし，「満足している＋やや満足して

いる」回答者は，1973 年以来 80-90％の幅で推移

している。「満足」が減り，「やや満足」が増えて

いる結果である。

　「仕事や職場への満足」は，バブル経済崩壊後

の失われた 20 年間，16% → 11% まで減少した。

もともと低かった「満足」が一段と低くなった。

「満足＋やや満足」を合わせて，58%（93 年）

→ 49%（03 年）→ 53%（13 年）と推移している。

「不満」とは言わないまでも，「満足度」の中身は

薄くなっている。

　「社会への満足」。「満足」している人は常に少

数 で， 最 大 で 9 ％ で あ る。 と く に，1998 年

→ 2013 年の 15 年間は 2-4％で一段と少数になっ

た。「満足＋やや満足」は，1978 年→ 1993 年ま

で の「 モ ノ 造 り 世 界 一 期 」 に 増 加 し て 26 ％

→ 50% に達した。日本人の半数は，バブル経済

に‘やや’酔っていたのだろう。1998 年→ 2008

年の自信喪失期は 30% 台で低かった。2013 年に

は 43% と 1983 年並みに回復した。つまるとこ

ろ，「やや満足」がもたらす「満足指標」である。

　「暮らし向きの満足」はここ 25 年間わずかに上

昇 し た。1988 年 → 2013 年 で，「 満 足 」 は

29% → 32% に，「満足＋やや満足」は 74% → 82%

に上昇した。

　「生活全体の満足」は 1993 年の 23% から 2013

年の 19% まで下降している。

　「 満 足 ＋ や や 満 足 」 で は，1993 年 の 81% が

1998 年の 76% まで急落し，2013 年の 78% まで

微増した。「社会」や「仕事や職場」への「満足」

は下がりっぱなしだが，「暮らし向き」や「生活

全体」の満足は徐々に上昇している。そして，

「家庭」の「満足」も下がり気味だ。

　「人々の生活は，豊かになるか，貧しくなる

か」。1973 年と 1978 年，1998 年と 2013 年の 4 回

分のデータである。日本人の生活は「貧しくな

る」と思う人が増えている。同期間，「豊かにな

る」と思う回答者が半減し（38-44% から 15-

23% に），「貧しくなる」と思う回答者が約倍増

して多数派になった（21-30% から 40-57％に）。

将来への悲観論者が多くなった。

　「生活水準は，この 10年間でどう変わった

か」。2013 年，「変わらない」（現状維持）が 53％

で多数意見になった。1983-2013 年の 30 年間，

「良くなった」は 17% から 4% まで急落した。

「良くなった＋やや良くなった」を合わせても

49% → 20% に激減した。とくにバブル経済崩壊

後の減少が急である。「悪くなった＋やや悪く

なった」人は，同期間，1983-1993 年の 13% 前

後 か ら，1998 年 → 2008 年 ま で の 15 年 間 に

29% → 35% に増加した。「変わらない」と答えた

人は 35% → 53% に大きく増加した。「生活水準」
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の評価は，後述するⅣ-6-（2）の「日本の評価」

の中の「経済力」評価に連動している。

　「社会は公平か」。バブル経済崩壊後の日本は不

公平社会のイメージが色濃く，日本人の 4 分の 3

は，「社会は公平でない＋あまり公平でない」と

思い続けている。1993-2013 年までの 20 年間，

意見が固定している。「公平である」の回答者は

わずか 1-3%，「だいたい公平」が 25% 前後，「あ

まり公平でない」が 46-50% で多数意見である。

「公平でない」は 20% である。

（3）勤務先への意識・態度

　1970 年代初頭までの勤務先での上司や同僚と

の「濃い人間関係」は，1973-1978 年を境目に敬

遠され始めた。バブル経済の崩壊後は更に一段と

「疎遠な関係」が求められるようになった。疎遠

な関係は 2003 年に底を打ち，その後 2013 まで

「濃い人間関係」が緩やかに回復しつつある。も

ちろん 1970 年代レベルの濃さは望むべくもない。

　調査年に欠落があるため，過去 60 年間連続し

た時系列データがある項目は「望ましい課長像」

一つしかない。他の項目は 1973 年または 1978 年

から測定している。

　「望ましい課長像」から始める。「時には規則を

まげて，無理な仕事をさせることもあるが，仕事

のこと以外でも人の面倒をよくみる課長」に使わ

れたい日本人の割合は，過去 60% 年間ほとんど

80% を超えている。1973 年→ 1988 年間の，「モ

ノ造り世界一，日本製品が世界の隅々まで席捲，

一人当たりの GDP でアメリカを超える」まで

の，日本が繁栄のピークに達する 10 年間は，

81 → 89% の高率だった。しかし，バブル経済が

崩 壊 し た あ と の「 自 信 喪 失 期 」 の 10 年 間 は

（1993-2003），82% → 77% ま で 下 落 し た。2003

年→ 2013 年には 81% まで回復している。

　「勤めたいのは家庭的な雰囲気の会社」の回答

者 も，「 モ ノ 造 り 世 界 一 」 に 向 か う 1973 年

→ 1978 年 に 74% → 78% へ 上 昇 し た。 し か し

「自信喪失期」には 65% → 55% に下落した。職

場での人間関係が敬遠されたと解釈する。2013

年には 57% まで少し回復した。「面倒見の良い課

長」と「家庭的な雰囲気の会社」の回答者率の推

移はかなり連動している，と読める。

　職場での「人間として望ましい像」は 1978-

2013 年の 35 年間，72-79％の支持率で「他人と

仲良く，頼りになる，しかし，仕事はパッとしな

い」人が望ましいとされている。現実にそんな人

がいるのだろうか。「仕事はよくできるが，他人

の事情や心配事には無関心な人」への賛同者は

11%-13% のレンジで推移している。

　「上役との付き合い，あった方がよい」の回答

者は，1973 年は 72% の高率だった。その後調査

されず，質問を再開したのは 1998 年で，55％に

下がっていた。その後 2013 年まで上昇して 65%

になった。「上役との付き合い」も，「面倒見の良

い課長」への意識と連動して，バブル経済の崩壊

後はかなり敬遠され，2003 年に底を打っている。

　職場の人間関係が疎遠になるのと反比例して，

「勤めたいのは給料が多い会社」の賛同者は増え

続 け た。「 モ ノ 造 り 世 界 一 」 途 上 の 1973 年

→ 1978 年の 21% → 18％の後，調査を再開した

1993 年から 2008 年までの「自信喪失期」は「社

会の不公平感」が拡大したが，「勤めたいのは給

料が多い会社」の賛同者は 30％→ 44％に増加し

た。日本人の半数に近い。2013 年現在では，「濃

い人間関係」派が 6 割で，「給料が多い」派が 4

割だと言える。

　「会社の給料や賃金は，現在の能力を重視して

決めるべきか，これまでの会社に対する功労を重

視すべきか」の選択では，1993-2013 年の 20 年

間，能力重視が 59% → 57% で多数派を占める。

功労派は 30% → 32% である。「今より条件の良
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い会社があれば，会社を変わった方がよい」と考

える人は，同期間，41% → 45% に増える一方で，

「それでも一つの勤務先に長く務める方がよい」

と答えた人は 52% → 50% に微減した。日本人の

意識は現在，転職問題で割れている。20 歳台と

30 歳台の男性が「変わった方がよい」に一段と

積極的である。

（4）組織（企業）へのエンゲージメント

　Gallup（2013） の「The State of the Global 

Workplace」調査によると，世界 132 カ国中，日

本人の「組織に強い愛着を持ち，仕事に対して熱

意を持っている状態（engagement）」は大変低く

下から 10 位以内だった。「熱意溢れる社員」の割

合は世界平均 13% に対し，日本は 6% で G-7 国

中最下位。高い順にアメリカ 30%，ドイツ 15%，

イタリア 14%，イギリス 12%，フランス 9% だっ

た。日本の周辺国では，韓国 9%，中国 6%，香

港 4%，インドネシア 8% など。反面，「不満をま

き散らす社員」は世界平均 24% に対し，日本は

24% で世界平均である。G-7 国では，最大フラン

ス 26%，最少アメリカ 18% のレンジである。「や

る気のない社員」の割合では日本が G-7 中最も高

く 69% である。

　以下は『日経ビジネス』（2017）による。組織

の生産性は従業員のエンゲージメントに大きく左

右される。「抑圧されるは，給与は低いは，拘束

時間は長いはでやる気がでるわけない」「会社が

社員のこと大切にしなきゃ熱意なんて持てない」。

だから熱意ある社員は大変少なく，やる気のない

社員が大変多いのは当然だとの趣旨で調査データ

を解説しているようだ｡『日経ビジネス』の記事

は 2017 年 5 月に公表されたデータ（Gallup の

2017 年「The State of the Global Workplace」）

を基にしている。数字は 2013 年のものと大きく

は変わっていない。

　私は，「働き方改革」「会社の従業員に対する処

遇の仕方」などの制度的な改革が大切であると賛

成する一方で，何でも「会社が悪い」式の解釈で

よいのか疑問を持つ。「やる気」の大きな部分は

従業員の積極性に関わっている。従業員には，内

なる自分と対話を続ける省察的実践を通して，会

社の目標・目的と自分の実りある職業人生を同期

する当事者意識が不可欠だ。従業員の当事者意識

をさらに促すように会社の制度改革を前倒しする

のが従業員の生産性を高める方法ではないか。

（5）自然と人間の関係

　1993 年以降 2013 年まで，人間は「自然に従

え」に賛同する日本人が 50% 近い多数を占め，

「自然を利用する」意見の持ち主が 40% 前後で続

いている。自然環境に手を加えないで「自然に従

え」派が，自然環境を保護しつつ「自然を利用す

る」派よりも多いと解釈する。日本も例外ではな

く，「自然を利用し」て経済的に豊かになった。

CO2 排出などに代表される自然環境破壊は，現

在も，とくに二大経済大国であるアメリカと中国

にによって続けられている。

　1950-1970 年代は，「自然を利用する」が 40%

プラスの多数意見だった。1980 年代になり「自

然を利用する」と「自然に従え」の両者が 40%

前後で拮抗した。一方 1960 年代までは，「自然を

征服する」の賛同者が 23% → 34% まで上昇し

「自然に従え」を超えていたが，1970 年代以降は

急速に少数意見になった。

5．人間関係・生活の価値観

　NHK 調査の集計表に沿って分析する。前節Ⅳ

-4 の「基本的な価値観」（ISM 調査による）と重

なる部分があるが，（a）日本人の人間関係は，

「隣近所」「職場」「親戚」すべての場で，40 年間

ますます疎遠になっている，人とのコンフリクト
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のリスクは避ける，（b）生活目標では「身近な

人たちと，なごやかな毎日を送る」人が増えてい

る，この二つのトレンドが確認できる。人間関係

を疎遠にして「自分と家族」だけの世界で，孤立

しながら，それでいて満足している。血縁・地

域・職場といった共同体がもたらすソーシャル・

キャピタルが希薄になった今日（Ⅳ-3-（5）を参

照），助け合い・いたわり合い・一体感などの濃

い人間関係は死語になりつつあるようである。

（1）隣近所・職場・親戚との人間関係の価値観

　「形式的つきあい」「部分的つきあい」「全面的

つきあい（何かにつけ相談するとか，助け合える

ようなつきあい）」の 3 種類の回答で変化をみる。

　1973-2013 年 の 40 年 間 で，「 隣 近 所 」 と は，

「形式的つきあい（あいさつ程度）」「部分的つき

あい（あまり堅苦しくなく話し合える）」を合わ

せ， 疎 遠 な つ き あ い を 望 む 日 本 人 の 割 合 は

55% → 82% まで上昇した。一度も下がっていな

い。「全面的つきあい」は 35% → 18% まで半減

した。

　「職場」も，「親戚」も全く同じトレンドで，

「全面的つきあい」は，それぞれ 59% → 36%，

51% → 32% まで大きく下がった。

　「全面的つきあい」の望ましさは，相対的に

「職場」で最も多く，「親戚」が続くが，年代別に

明治→大正→昭和の生まれの順に確実に減少して

いる。戦後生まれの世代は時代効果（社会状況の

変化）でも，「全面的つきあい」を望む人がます

ます少なくなっている。

　Ⅳ-3-（4）とⅣ-3-（5）で述べたように，経済成

長・所得成長は日本人を豊かにし，日本人の自信

を高めたが，一方では，血縁・地縁の繋がり・共

同体がますます弱まり，ソーシャル・キャピタル

が低くなった。人間関係の疎遠さはその結果であ

ろう。また，日本人の宗教心が弱まっている事実

も，人間関係の疎遠化と関係があるだろう。

（2）能率・情緒

　「隣近所」との「会合の進め方」，「職場」での

「仕事の相手」について，「能率」「情緒」のどち

らを優先するかの分析である。「会合の進め方」

では，「世間話をまじえながら，時間がかかって

もなごやかに話をすすめる（情緒）」と「むだな

話を抜きにして，てきぱきと手ぎはよくみんなの

意見をまとめる（能率）」の違い。「仕事の相手」

は，「多少能力は劣るが，人柄のよいい人（情

緒）」と「多少つきあいにくいが，能力のすぐれ

た人（能率）」の違い。

　「隣近所」の「会合の進め方」は 1973 年，「能

率 52%」 対「 情 緒 45%」 だ っ た。2013 年 に は

43% 対 55% で，情緒が逆転して多数意見になっ

た。あまり事務的にならずコンフリクトをできる

だけ避けて会合を進めたい気持ちが現れている。

　「職場」での「仕事の相手」は 1973 年，「能率

27%」対「情緒 68%」だった。その後も「情緒」

の 割 合 が 高 く，2013 年 で「 能 率 27%」「 情 緒

70%」である。「最も効率性・合理性が求められ

るはずの仕事の場で情緒志向の人が多い」（高

橋・荒牧，2014：18）のはどうしたことだろう。

ISM 調査の「職場での人間として望ましい像」

と同様である（Ⅳ-4-（3））。現実はその逆で，能

力志向の人が多いのではないか，だから，希望的

に「望ましい仕事の相手像」を回答しているので

はないだろうか。

（3）生活目標の価値観

　高橋・荒牧（同上：18-20）の分析に沿って記

述する。NHK 調査では，人々の生活目標を把握

するために，「現在志向」（現在の生活に焦点を当

てている）と「未来志向」（未来の生活に焦点を

当てている）の第 1 軸，「自己本位」（自己の生活
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に力点を置いているのか）と「社会本位」（他者

ないし社会との関連に力点を置いているのか）の

第 2 軸を設定した。二つの軸の組み合わせで 4 種

類の回答を求めている。

　1973-2013 年の 40 年間の推移でみる。「愛志

向」（身近な人たちと，なごやかな毎日を送る）

の人たちが 31% から 45% に増え，最も多い。現

在中心で社会本位の人たちである。

　最も少数派は，「正志向」（みんなと力を合わせ

て，世の中をよくする）の人たちで，1973 年は

少数派で 14% だったが，2013 年には 5% と極め

てマイノリティになっている。未来中心で社会本

位の人たちである。

　「利志向」（しっかりと計画をたてて，豊かな生

活を築く）は，1973 年には「愛志向」よりもや

や高く 33% だった。40 年後には△ 10% ポイント

減少して 23% の人たちの生活目標になった。未

来志向で自己本位の人たちである。

　「快志向」（その日その日を，自由に楽しく過ご

す）の人たちは，マジョリティではないが増加し

ている。1973 年→ 2013 年で，21% → 26% である。

現在志向で自己本位の人たちである。

　マジョリティの日本人は 40 年間で「現在中心

志向」に大きくシフトし，全体の 53% → 71% を

占 め て い る。 反 面，「 未 来 中 心 志 向 」 は，

52% → 28% で少数派になった。1973 年では両者

は半々だたった。2013 年の「現在志向」対「未

来志向」は，71% 対 28% で，日本人の生活目標

が現在志向に大きく転換した。現在志向の「愛」

と「快」が生活目標である。あれかこれかではな

く，「正（社会本位）と利（自己本位）を統合し

た「未来志向」が強い動機になって，そのために

現在の苦労に耐えて努力を続ける」という勉学や

勤労の価値観を現在の日本人は持っていないよう

だ。「自己本位志向」と「社会本位志向」は，40

年間大きな変動はなく，半々で拮抗している。

6．政治意識・国と個人の関係・ナショナリズム

（1）総選挙の投票

　「衆議院の総選挙にはなにをおいても投票する・

なるべく投票するようにする」は，1958-1973 年

の経済成長期，日本人の所得がどんどんと増え岩

戸景気やいざなぎ景気の消費が拡大した時期に，

大きく変化した。「なにをおいても投票する」が

62% → 41% に減り，「なるべく」は 32% → 50%

に上昇した。政治参加へのポジティブ（「なにを

おいても」＋「なるべく」）は 94% → 91% とほと

んど変わらないが，「なにをおいても」の熱意が下

がったと言える。その後 2013 年までに，「なにを

おいても」が 37% まで下がり，「なるべく」は

50% で変わらない。「なにをおいても」の政治参

加の熱意はずっと冷めっぱなしである。

　「選挙で投票する」「デモや陳情」「世論」の 3

項目が政治に影響を及ぼしているという意識（非

常に＋かなり），つまり，「政治に対する有効性感

覚」を NHK 世論調査でみると（1973-2013 年），

世代が新しくなるほど政治への参加意識が弱く

なっている。「有効性感覚」は，1973 年から 1998

年まで下降を続けて底を打ち，2008 年以降はや

や上向いている。1973 年の 3 項目のポジティブ

割合はそれぞれ，66%，47%，21% で，「選挙で

の投票」の有効性が一番高かった（但し 1973 年

以前の有効性は不明である）。底を打った 1998 年

から 2013 年まで，各項目の割合は，41% → 48%。

22% → 24%，11% → 12% と上昇傾向を示してい

る。

（2）国と個人の関係・国の評価

　日本に対する意識変化を「日本と個人の幸福」

「国の繁栄と国民の生活」「日本の評価」の 3 つの

角度でみる。

　（a）「日本がよくなって，はじめて個人が幸福

になると思うか」。1953 年の回答は，「個人が幸
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福になって，はじめて日本全体がよくなる（個人

＞日本）」（27%），「日本がよくなって，はじめて

個人が幸福になる（日本＞個人」（31%），「日本

がよくなることも，個人が幸福になることも同じ

である（日本＝個人）」（31%）の 3 通りで，日本

人の意識は 3 つに割れていた。1953 年から 1973

年までに，「日本＝個人」が最も優先するように

なり（37％），その後の 1978 年から 2013 年まで

の 35 年間，40%-42% で変わらず多数意見である。

それでも，「国＞個人」が 25%，「個人＞国」が

30% の回答者がいる。国が先か，個人が先かの

意見は拮抗しているが，「個人が先」がやや強い。

全体として，「個人が良くなる」が圧倒的に優先

する。ついでに「国も良くなる」という意識であ

る。「国家あっての国民」「日本あっての日本人」

という世界の常識とかけ離れている。

　（b）「国が繁栄すれば国民の生活が良くなる」

と回答した人の割合は 1978 年では 57％，1983 年

の 63% がピークで 1988 年には 48% まで落ち込

んだ。その後上昇に転じ 2013 年には 67% で大多

数の意見になった。2013 年の，上記（a）での

「日本がよくなることも，個人が幸福になること

も同じである」（42%）と，ここで取りあげてい

る「国が繁栄すれば，国民ひとりひとりの生活も

よくなる」（67%）の違いはなにか。前者は「日

本の文明システム（政治・経済・社会 / 文化・技

術）などの進化や発展と個人の幸福度との関係」

を含んだ幅広い回答で，後者は「経済の繁栄と個

人の生活の向上と関係」の現世利益についての回

答であろうと推察する。

　（c）「日本の評価」。「科学技術の水準」「経済

力」「心の豊かさ」についてみる。二度にわたる

石油危機を乗り越えてモノ造り世界一を達成，一

人当たり GDP でアメリカを抜いた 1980 年代に

日本人は大いに自信を持った。バブル経済が崩壊

した後には日本人の自信が大きく落ち込み，近年

は自信を徐々に取り戻し始めている。

　「技術水準」は最も評価が高い。1973 年の「非

常によい＋ややよい」の回答 82% が 1993 年には

89% まで高まった。それがピークで，1998 年に

は 81% まで落ち込み，その後上昇を始め，2013

年には 87% まで回復した。「非常によい」だけの

回答では，1993 年→ 1998 年で 46% → 24% まで

△ 22% ポイント急落し，2003 年からは上昇中で

ある。

　「経済力」（非常に良い＋やや良い）評価が

1993 年以降，「技術力評価」と乖離して大きく落

ち 込 ん だ。1988 年 が ピ ー ク で 82% だ っ た が，

1993 年→ 1998 年は 79% から 32% へ墜落した。

△ 47% ポイントの記録的減少である。2008 年か

ら回復し，2013 年には 49% まで上昇したが，力

強さは感じられていない。「生活水準」（Ⅳ-4-

（2））の評価は「経済力」評価と連動している。

　「心の豊かさ」は，ピークだった 1978 年の

45% から 2003 年には 25% まで落ち込み，それ以

降やや回復して 2013 年には 48% になった。

　（d）「自分と国家との関係を考えたことがある

か」。1993 年だけのデータがある。時系列データ

がないので推移は分からない。この時点で，「自

分と国家の関係」「自自分と国際社会の関係」を

「考えたこともない」日本人がそれぞれ 60% と

66% を占めた。「考えたことがある」日本人はそ

れぞれ 37% と 31% だった。

　1993 年，日本ではバブル経済が崩壊して大不

況に見舞われ，企業のリストラが吹き荒れてい

た。バブル経済のさ中の 1989-1991 年，世界は大

転換中だった。中でも 1990 年の湾岸戦争で日本

は，国内の湾岸戦争反対の声を抑え込んで，アメ

リカ中心の国連軍に 110 億ドルの資金援助と周辺

国への経済援助 20 億ドルを支出した。しかし，

金を出しただけで人的貢献（自衛隊の派遣など）

をしなかったために，国連軍への参戦諸国から非
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難され孤立した。国連軍が守ったクウェートから

は日本へは感謝の一言もなかった。私にとって

は，「自分と国家の関係」「自分と国際社会との関

係」を否が応でも考えさせられた時期だったと記

憶する。

　「国家との関係を考えたこともない」人が 6 割

もいる日本は，諸外国に比して突出して特徴的で

あると坂元（2005:21-22）は言う。1979 年の「13

カ国価値観調査」でも日本人の 62% は，「国家と

の関係を考えたことがない」と答えていた。イタ

リア（約 43%），西ドイツ（約 46%），イギリス

（約 43%），韓国（約 27%），フランス（約 25%），

アメリカ（約 10%）に比べて，「考えたことがな

い」日本人の多さが突出している。

　その理由を私は仮説として次のように考えてい

る。有史以来外敵に征服されたことのない日本列

島に，日本人は，国家の成立以前から今日まで，

ずっと住み続けている。日本列島＝日本国は，当

たり前として空気と同じくここにあり，あること

さえ意識していない。国境はせいぜい県境くらい

の認識だろう。国家の消滅・再建を繰り返し，国

境線の変更が日常茶飯事だった欧州やアジアの

国々の人たちとの違いであろう。

（3）日本に対する愛着と自信

　以下は NHK 調査データの分析である。上述の

ように「自分と国家の関係」を考えたこともない

と答えた（62%）日本人が，「日本に生まれてよ

かった」「日本の古い寺や民家をみると，非常に

親しみを感じる」「自分なりに日本の役に立ちた

い」への高いポジティブ回答率を示し，日本への

強い愛着心を持っていることが分かる。1973-

2013 年を通じて，「日本に生まれてよかった」は

90% 以上，「日本の古い寺や民家をみると，非常

に親しみを感じる」は 80% 以上，「自分なりに日

本の役に立ちたい」では 70% 前後の支持率であ

る。

　日本・日本人に対する自信の 2 項目，「日本人

は，他の国民に較べて，極めてすぐれた素質を

もっている」「日本は一流国だ」の意識は，過去

40 年間，上昇→下落→再上昇を示している。「日

本人はすぐれた素質をもっている」でみると，2

度のオイル危機を乗り越え「モノ造り世界一への

上昇期」だった 1973 年→ 1983 年の 10 年間に，

60% → 71% まで日本・日本人に対する自信は上

昇した。バブル経済の崩壊を挟んで 1998 年には

51% まで下降した。その後自信を取り戻すよう

に 2003 年→ 2013 年で 68% まで再上昇した。し

かし，その間の経済成長はない。「日本は一流国

だ」も同じトレンドだが，「すぐれた素質」評価

より 15-20% くらい賛成する割合が低い。「今で

も日本は，外国に学ぶべきことが多い」の賛同者

は 40 年間，70-80% の高率を保っている。

　村田（2017）によると，2013 年の世界 31 カ国

比較で日本人の自国への愛着心は，「他のどんな

国の国民であるより，この国民でありたい」で 3

位（88% のポジティブ回答率），「一般的に言っ

て，他の多くの国々よりこの国は良い国だ」で 1

位（86%）だった。一方では，「たとえ自分の国

が間違っている場合でも，国民は自分の国を支持

すべきだ」では 28 位（18%）で，支持すべきで

ない人が大多数である。

　上記の 3 回答をいくつかの G-7 諸国と比較する

と，アメリカ（4 位，3 位，21 位），イギリス（22

位，12 位，27 位），ドイツ（旧・西ドイツ）（21

位，11 位，24 位），フランス（25 位，24 位，19 位），

で日本人がアメリカ人とやや似た自国への愛着心

を持っているようだ。しかしアメリカ人の 90%

は「自分と国家の関係を考えたことがある」人た

ちである。大多数の日本人は「自分と国家の関

係，自分と国際社会の関係，を考えたことがな

い」が，その同じ日本人が一方では，主要先進国
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に比べて，自国への愛着心が一段と強く，日本は

他の国々よりも良い国だ思っている。そして，自

国への眼差しは「自国第一主義」ではない。

　一方では，64 カ国・地域を対象に WIN/Gallup 

International（2015）が実施した世論調査の「自

分の国が侵略を受けたとき，あなたは身をもって

戦う意思があるか」の問いに対し，日本人はわず

か 10% が「イエス」と答え，最低の回答率だっ

た。もっとも「ノー」（戦う意思なし）の回答率

では，日本人の 43% に対し，ドイツ人 62%，イ

ギリス人 51%，韓国人 50% で，日本人がとくに

高いわけではない。日本人の 47% は「わからな

い」と答えているが，上記の国々では「わからな

い」の回答は 20% 前後。日本では，「ノー」と言

い切れる人は多いが，「イエス」と言い切るほど

の危機感が「今そこにはない」と多く人が感じて

いるのだろうか。「戦う意思が低い」ことが直ち

に「愛国心のなさ」につながるとは言えないと解

釈する。「戦う意思なし」の真意が，「座して死を

待つ」諦念であるとか「植民地の被支配民族なる

としても戦わない」不戦主義の表れだとは思いた

くない。

7．外国人への意識

（1）．日本人は西欧人に比べて劣っているか

　「優れている」「劣っている」「同じ」「ひとくち

では言えない」の 4 選択肢で解答を求めている。

1953 年には，「劣っている」28%，「優れている」

20%，「ひとくちでは言えない」21%，「同じ」

14% の順だった。データはないが，終戦直後に

は日本人の西欧人への劣等感がかなり強く，日本

人自身への自信は低かったと推察する。15 年後

の 1968 年，「優れている」が 47% に急上昇し，

「劣っている」が 11% に激減した。「優れている」

のピークは 1988 年の 53% である。「劣っている」

は 8% のみ。「ひとくちではいえない」という冷

静な答えが 21% である。

　「優れている」の回答の推移は，「経済力」評価

の上昇・下降の推移と，多少の時間のずれで連動

しているようだ。たとえば「優れている」の評価

は 1973 年の 39% から 1983 年には 53% へ急上昇

した。一方，「経済力評価」は 1988 年と 1993 年

の 88% と 89% がピークで，一人あたりの GDP

がアメリカを超え，日本のモノ造りは世界一だと

評価されたことが反映されている。逆に「優れて

いる」評価が最も低かったのは（31-32%），「経

済力」評価が 32% でどん底だった 1998-2003 年

である。

　2003 年→ 2008 年→ 2013 の 10 年間で「優れて

いる」が 31% → 37% → 44% へ再び上昇し，「同

じだ」は 31% → 28% → 29% でほぼ安定である。

その間経済力評価も上昇している。「優れている」

が多数意見で，「劣っている」意見は 7-9% でご

く少数。つまり，「劣っている」意識はほとんど

ないが，「優れている」意識も圧倒的に強いわけ

ではない。

　「優れている」評価の解釈には注意が必要だと

考える。NHK 調査によれば，1980 年代の日本人

の外国人との接触未経験者は人口の 60% もいて，

接触経験ある場合でも，「あいさつ」「職場で一緒

に」「食事の招待」「学校で一緒に」など軽いおつ

き合い程度の経験しかない。だから，「技術水準」

「経済力」といった代理変数への意識に連動して

「優れている」評価が動くと考えられる。

　日本人は種々の世界ランキング評価に関心が高

い。ランキング評価は，西欧人との比較を気にし

いる日本・日本人への，世界的に受け入れられて

いる研究機関による診断だからである。

（2）定住外国人への態度

　日本に在留する外国人の数は，200 万人強で

（法務省，2017）人口比 1.6%，G7 の中では数も



105新和魂とグローバル最適経営／林廣茂

人口比も最低で，しかも絶対数は減少傾向が続い

ている。OECD 諸国との比較で人口比は下から 3

番目である。外国人の内訳は，アジア出身者（多

い順に中国，韓国，フィリピン，ベトナム，台湾

など）が 80% 強を占める。アジア以外では，南

米 12%，北米 3%，欧州 3% 弱の順である。

　村田（2014）は，世界 50 カ国での世論調査を

基に，日本人の定住外国人への態度を分析してい

る。「定住外国人はもっと増えた方がいいか」の

質問に対する回答は，2003 年→ 2013 年の比較で，

「増えた方がよい」は 10% → 15% に＋ 5% ポイン

ト 増 加 し た 一 方 で，「 今 く ら い で よ い 」 は

29% → 41% に ＋ 12% ポ イ ン ト も 増 加 し た。

「減ったほうがよい」は 43% → 17% に激減した。

外国人の定住を忌避する割合は減ったが，歓迎し

てはいない。男女ともに，若い世代ほど歓迎しな

い。外国人と犯罪を結びつけて考える人は減った

（70% → 40%）。「生活に満足している日本人」

（73%）の，定住外国人が「日本の経済に役立っ

ていると思う」（36%），「日本人から仕事を奪っ

ていると思わない」（41%）というポジティブな

回答割合は，「生活に満足していない日本人」よ

りは高い。しかし，各回答のスコアそのものはあ

まり高くない。

（3）国際比較：定住外国人への態度

　以下は村田（2017）による，日本を含む 31 カ

国の比較分析（2013 年に実施した「国への帰属

意識」）を参考にした。日本人は，「定住外国人が

仕事を奪っている」では 28 位（15%）で低く，

「文化が損なわれている」でも 30 位（16%）で，

物心両面でのマイナス影響を感じていない。そし

て，「定住外国人は国民と同じ権利を持つべきだ」

で は， ス ペ イ ン と ポ ル ト ガ ル に 次 い で 3 位

（56%）。日本にいる定住外国人の数は，国際比較

で圧倒的に少ないし，失業や経済停滞の原因には

なっていない。だから外国人に寛容でいられると

も言える。

　一方では，「定住外国人の数は今くらいでよい」

が 56% で，「減った方がよい」（24%）を合わせ

ると大多数の日本人はこれ以上増えることは望ん

でいない。「増えた方がよい」は 20% の少数派で

ある。中東やアフリカからの移民問題を抱えてい

て，「定住外国人が減った方がよい」と考える人

が圧倒的に多いイギリス，フランスなどの欧州諸

国や，「今くらいでよい」（43%）と「減ったほう

がよい」（43%）が拮抗するアメリカとは別世界

にある日本の現実である。定住外国人の数につい

て，日本人に近い意識を持っているのは，台湾人

と韓国人である。

　日本が将来多くの移民を受け入れるかどうか不

明だが，受け入れる場合には日本人の現在の寛大

さはどう変わるのか，宗教や民族も含めて前もっ

て丹念なにシミュレーションが必要だろう。

8．日本人の意識の変遷－小括

（1）道徳観・倫理観の変化─NHKの世論調査から

　2014 年 11 月に NHK が実施した世論調査は，

戦後の 70 年間で「日本人はどのような社会を築

いてきたのか」，そして，「日本社会が失ったもの

は何か」についての調査で，それぞれ 12 の回答

選択肢の中から 3 つの回答を求めている。調査は

20 歳以上の日本人男女を対象にしている。当然

のことながら戦後 70 年間を実際に生きてきたの

は 70 歳以上の対象者に限られる。若い年齢層ほ

ど，実体験ではなく，これまでの人生での見聞や

知識に沿って回答している。本章での分析から帰

納できる日本人の道徳観・倫理観の変化のまとめ

の一部として，調査結果を利用させてもらう。

　以下は荒牧・小林（2015：7-8）を参考にした。

「築いてきた社会」は，20% 以上の回答率を得た

5 つの「社会」を高い順に，「戦争のない平和な
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社会」（87%）がダントツで，「経済的に豊かな社

会」（51%），「治安のよい社会」（44%），「民主主

義を尊重する社会」（29%），「男女が平等な社会」

（22%）が続いている。「失った，失われつつある

社会」は，20% 以上の回答者があった 8 つの「社

会 」 を 高 い 順 に，「 心 に ゆ と り が あ る 社 会 」

（48%），「地域で互いに助け合う社会」（38%），

「家族の絆が強い社会」（35%），「自然や環境を大

切にする社会」（30%），「愛国心を重んずる社会」

（30%），「経済的に豊かな社会」（22%），「権力に

不正のない社会」（22%），「治安のよい社会」

（20%）である。「平和・経済的豊かさ・治安のよ

さ」というプラス面の反面で，「心のゆとり・家

族・地域共同体」など，精神的な余裕のなさ，人

間関係や互助関係の希薄化，というマイナス面が

指摘されている。築いたものよりも失ったものの

方が多い。

　戦後の日本人の道徳観・倫理観の変化はどう

か。荒牧・小林（同上：9-10）が分析した変化の

12 項目に対する回答を，「強まった・どちらかと

いえば強まった」「かわらない」「弱まった・どち

らかといえば弱まった」の 3 分類で再集計した。

　「強まった・どちらかといえば強まった」のは，

回答者が多い順に，「個人主義」（68%），「‘お金

が一番’という考え」（62%），「事なかれ主義」

（49%）がトップ 3 である。これらの回答には，

「以前よりは一段と好ましくない方向に強まった」

が含意されている。「弱まった・どちらかといえ

ば弱まった」のは，同じく回答者が多い順に，

「自分を犠牲にしても，人のために尽くすという

考え」（72%），「年長者を敬う心」（67%），「組織

への忠誠心」（63%），「国を愛する心」（62%），

「マナーやモラルを守ろうする気持ち」（62%），

「家族の絆」（56%），「勤勉さ」（46%）の 7 項目

である。これも「以前よりは好ましい方向から一

段と遠ざかっている」が含意されている。「変わ

らない」のは，「権威におもねる傾向」（53%）と

「横並び意識」（46%）である。

　戦後 70 年間で日本人の思想は，「好ましからざ

る方向」に進んでいる，と当の日本人自身が認識

している。「戦争のない平和な社会」「経済的に豊

かな社会」を築いたが，その反面「心にゆとりが

ない社会」「人間関係は疎遠で助け合わない社会」

も作ってしまった。そして，日本人がかつて持っ

ていた「らしい・ならでは」の，そして，「正し

い生き方を貫く」美徳や道徳観・倫理観は，「好

ましからざる方向に強まり」，または，「好ましい

方向から遠ざかっている」と認識しているようで

ある。

（2）�宗教観，価値観，道徳観・倫理観の変化�

─本章の論点整理

　宗教を「信じている・信仰している」人は日本

人の 30% 前後で，世界の中で極めて低い信仰率

である。一方では「宗教に肯定的」な（「信じて

いる・信仰している」＋「宗教心大切」を合わせ

た）人は 70% 弱で，欧米諸国よりは低いが韓国

や台湾と近い。だだし，「宗教に肯定的」はずっ

と減少しつつある。「宗教に肯定的」な人は，社

会に対してポジティブに対応する。その人たちが

減少している現在，日本は，ネガティブに対応す

る人たちが増加している問題を抱えている。宗教

心が，日本人「らしい・ならでは」の「寛容性」

「柔軟性」「思いやり」「勤勉・倹約・禁欲」「世の

ため人のために尽くす」といった日本人性（アイ

デンティティー）の大きな源泉であるから，宗教

心が薄れていけば，その日本人性も弱くなると懸

念する。

　基本的価値観も大転換している。「自分の信念

を押し通す」「筋を通す」「清く正しく生きる」と

いう背筋を伸ばした生き方は少数派のものにな

り，現代は「世のしきたりに従う」「まるく収め
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る」「趣味にあった暮らし方・のんきにくよくよ

しないで暮らす」が多数派になった。社会に働き

かけて変えていくとか，企業内での革新をおこす

とかの積極性や熱意が薄くなっていると解釈す

る。

　日本人の道徳として，「親孝行と恩返し」が一

段と大切な徳目であるが，「権利尊重と自由尊重」

の支持者も多い。いずれかの一方ではなく，両者

の統合が求められている。「公共の利益優先」と

「個人の利益優先」も，両者の統合が必要だ。現

在はまだ，前者が後者よりも大切だとされている

が，後者の支持者が増加している。

　社会や勤務先での倫理観も大きく後退してい

る。「社会」や「仕事・職場」，自分がその一員で

ある外部環境に対する満足度は下がる一方で，

「家庭」や「生活」への満足は徐々に高まってい

る。「ミーイズム」が強まり，それで「自分は幸

せだと思う」内向き志向の日本人がマジョリティ

になっている。

　「今後人々の生活は豊かになるか」に否定的な

人が増え，「生活水準の，この 10 年間の変化」で

も「よくなる」の回答者がマイノリティで，「悪

くなる」「変わらない」がマジョリティである。

そして，日本人の 4 分の 3 は「社会は公平でない

＋あまり公平でない」と思っている。そして，

「公平でない」のは政治のせいだとしている。

　「勤務先への意識・態度」は，「業績と共に自分

も成長する，仕事を通して社会に貢献する」と

いった愚直な熱意が薄れ，「上司・同僚との濃い

人間関係は」は疎んじられる。それに対応して，

「仕事のやりがい」よりも「給料の良い会社が」

が望ましくなっている。「勤務先への忠誠心」は

弱くなって，「今より条件が良ければ転職」派と

「一つの勤務先に長く務める」派が拮抗している。

　一部上と重なるが，隣近所，職場，親戚との人

間関係は，「形式程度のつきあい（あいさつ程

度）」「部分的なつきあい（あまり堅苦しくなくは

なせる）」を合わせた「疎遠なつきあい」を，大

多数の日本人が求めている。「職場での望ましい

仕事の相手」は効率性や合理性を追求する能力志

向の人ではなく，「多少能力は劣るが，人柄のよ

いい人」である。経営の健全性とか業績の向上に

は関心がないのだろうか。現実の職場は，能力志

向で動かなければ，競争に遅れを取るのは間違い

ない。

　日本人の生活目標は，かつての「未来志向」か

ら「現在志向」にシフトしている。現在志向で

「愛志向（身近な人たちとのなごやかな暮らし）」

「快志向（自由に楽しく暮らす）」である。また

「社会本位（みんなと力を合わせて，世の中を良

くする）」から「自己本位（自己の生活に力点を

おく）」へ転換している。

　「国を守る愛国心に欠けるが，国への愛着心は

強い。それでいて，自分と国家の関係を考えたこ

とはない」。国家を便宜的に考える日本人がマ

ジョリティである。「国家あっての国民」という

世界の常識とかけ離れている。現代の「国家」は

ギブンではなく「国民自らが戦い犠牲を払って守

る領土と主権」の三位一体からなる，という認識

はないようである。周囲を海に守られて，古代か

ら領土や主権を一度も外敵に奪われたことのない

世界唯一の幸せな民族である。ただし，1945 年 8

月の敗戦から 1952 年 4 月に独立するまで，連合

国による占領統治があった。

　日本・日本人に対する自信は，「日本人は，他

の国民に較べて，極めてすぐれた素質をもってい

る」「日本は一流国だ」の意識で代表される。そ

の理由としては，日本の「技術の水準」「経済力」

があげられる。その自信は，一方では，日本経済

の成長と停滞に連動して，高まったり下がったり

する。

　戦後 70 年間に日本人は西欧人に較べて「劣っ
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ている」という意識から「優れている」と言う意

識に転換した。「経済成長・経済大国化」の実績

が「優れている」意識を支えている。しかし，

「優れている」意識が圧倒的に強いわけではない。

　また，日本国内に定住する外国人を忌避しては

いないが，歓迎もしていない。そして，日本人の

過半数は，定住外国人の数は「今くらいでよい」

と思っている。国内に居住する外国人と深く接触

する日本人はマイノリティである。日本人が今

後，日本国内に多くの移民を受け入れて人口の減

少を補い，ダイバーシティ豊かに共生するのは極

めて難しいのではないか。

V　新和魂グローバル最適経営

1．「長者三代の盛衰」

　グローバル日本期（1990 年 - 現在）の日本人

（戦後派とポスト戦後派）は，民主日本期（1945-

1990）に戦前・戦中派の人たちが経済復興，高度

成長経済，そしてモノ造り世界一を主導した「和

魂」を受け継がなかった。しかも，長い歴史を通

して培ってきた日本人「らしい・ならでは」の思

想（アイデンティティ）を，全てとは言わないま

で も， そ の 多 く を 心（mind and heart） と 頭

（knowledge）から排出してしまった。つまり，

「あらゆるものに霊魂が宿りその霊魂は循環する

信仰」「人への慈悲，寛容と思いやり，助け合い」

「神仏に恥じない，清く正しい倫理・道徳性」「秩

序と序列を保つ」「他者を排除しないで共生する

柔軟性と自律性」などの思想の多くの部分を，

「非科学的な迷信」「古いもの」「封建的なもの」

「自由や個人主義と相いれない」として忌避して

きた。

　一方では，日本人「らしい・ならでは」の思想

を持った戦前・戦中派が「和魂」を注ぎ込めた

「モノ造り世界一」へのプロセスを部下として経

験し，その成果を最も楽しんだのは，戦後派の人

たちだった。彼らは自分たちが企業の中枢を担っ

た 1990 年代には，「モノ造り世界一」の成果を消

費するだけで，「コト創り世界一」を目指す GID

（グローバリゼーション・イノベーション・ダイ

バーシティ）競争で守・破・離の進化に挑戦しな

いままに，停滞だけをポスト戦後派世代に引き渡

したようである。

　あるいはこうも言えるかもしれない。「モノ造

り世界一」になるプロセスで，「和魂」を持った

戦前・戦中派は，日本の再建を目標にして精神的

に高揚し，努力や自己犠牲を厭わず，守・破・離

の進化を繰り返した。そして民族としての自信を

取り戻した。バブル崩壊後の 20 年間，「モノ造り

世界一」の成果を引き継いだ戦後派は，「和魂」

を継承しないままに，「モノ造り」の成功が「構

造的慣性」になっていて「危機意識」を持つこと

なく，「コト創り」への転換の必要性を認識しな

かった。あるいは，「コト創り」への転換を志向

する人たちが立ちあがろうとしても，組織全体の

「慣性」にはねつけられた。いずれの場合でも結

果的に，日本・日本企業は「コト価値創造」の

守・破・離の進化に遅れ，経済の停滞・企業成長

の鈍化が続き，「和魂」は「博物館に展示されて

いる日本人の精神遺産」状態になっている。企業

だけでなく日本全体が「構造的慣性に陥り」「危

機意識を欠如している」状態であると言えるだろ

う。

　戦後 70 年間の日本と日本人が，近江商人・塚

本喜左衛門家（現在は六代目）に伝わる掛け軸

「長者三代の鑑」の絵と重ね合わさって見える。

掛け軸には下段から中段へ，そして上段へと商家

三代の盛衰が描かれている。下段には初代が汗水

流して懸命に働いて長者になるまでの図が，中段

にはその心（mind and heart）を受け継がないま

ま，初代が残した資産を浪費する二代目が客を招
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いて茶の湯三昧に暮らす様子が，そして，下段に

は家業がつぶれて尾羽打ち枯らした三代目が犬に

吠え立てながら筆で何やらしたためている（教養

は身に着けている）姿が，それぞれ描かれてい

る。「長者三代の鑑」は，「売り手よし，買い手よ

し，世間よし」の近江商人道の実践を一時も怠っ

てはいけないという家訓「積善の家に必ず余慶あ

り」として，代々塚本喜左衛門家に伝えられてい

る。

　身を粉にして経済復興を果たした戦前・戦中派

は初代目にあたり，経済大国の果実を楽しんだだ

けで 21 世紀の守・破・離の進化を怠った戦後派

が二代目で，現在の経済の停滞をポスト戦後派の

三代目が味わっている。ポスト戦後派はこのまま

「ゆでガエル」で終わるのか，飛び出してコトの

価値創造の GID 競争に挑むのか，の選択迫られ

ているのではないか。

2．「和魂」の継承

　主要企業のトップ経営者が，それぞれの日本人

「らしい，ならでは」の「和魂」を開示している。

『日経ビジネス』（2014）の特集「遺言　日本の未

来へ」で，「未来を拓く人たちへのメッセージ」

が掲載されている。経営者たちは，本論文で論じ

てきた「和魂，日本人の思想」の宗教性，倫理 /

道徳性，哲学性を，未来を拓く人たちが継承して

くれることを強く望んでいる。「昔」に戻れと

言っているのではなく，日本人の思想・精神性の

「不易」を受け継ぎ，「構造的慣性」から脱し「危

機意識」をもって世のため・人のための仕事に取

り組んで欲しいと言っている。林（2017）から要

点を再録する。

　「ことを為す」には社会や国家に貢献するとい

う気力と努力，正しい生き方がまず大切だ。「逆

境の中にあっても悔しさをばねにしてやる気をお

こす。社会や国家に貢献するために正しく生き

る。自分が先ず勉強し働く」（鈴木修，スズキ）。

「不惜身命，天命感謝，天衣無縫。生まれた時代

や境遇は，天から与えられた運命。感謝して身命

を惜しまず精いっぱいやるしかない」（清水信次，

ライフコーポレーション）。「個人の権利ばかりが

重視されるようになった。公徳心とか公共の利益

を明示的に教えるべき。経済人が国家のために自

分のパブリックな面を差し出すのは当然」（宮内

義彦，オリックス）。

　文明システムの変化に適応して，企業も自分も

変革しなければ，持続できないし大切なものも守

れない。

　「何が大切かは，その時代じゃないと分からな

い。大切なことは時代・今起きていることにしっ

かりと向き合うこと。感度が大切。その先に本質

的な変化をとらえる」（鈴木敏文，セブン＆ア

イ・ホールディングス）。「ダイバーシティのある

場所があれば，そこで異質の才能がぶつかり合う

‘共創’によるイノベーションを起こすことがで

きる」（佐々木正，シャープ）。

　人間のやり抜く精神力とセレンディピティを大

切にしたコトの創造力が価値創造の大きな部分を

占めている。技術一辺倒のモノ造りは危うい。

　「技術だけが進化発展したら近代文明は危うい。

人間の精神面の進化や豊かな人間性がなければ危

なっかしい」（稲盛和夫，京セラ）。「勤勉と創造

力を実際の商品で証明する。欧米に学んでどう追

いつくかを考えることが日本再生の第一歩。今あ

るものはこれでいいのか，常に危機感を持って問

い直す」（樫尾幸雄，カシオ計算機）。「セレンデ

ピティ（ひらめき）で社会貢献する。商品は機能

が大事だけど，人の心を捉える半分はアート。モ

ノを売ると同時にコトを売っている」（大塚正富，

アース製薬）。
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3．「新和魂」を定義する

　「新和魂」の定義は，かつての「和魂」に戻る

ことではない。かつての日本人「らしい・ならで

は」の思想の宗教性・倫理 / 道徳性・哲学性にそ

のまま復古するのでもない。また勿論のこと，第

Ⅳ章で検証した現代の日本人の，日本人「らし

さ・ならでは」が希薄になった宗教観・倫理道徳

観，哲学観をそのままに，今後の世代に継承する

ことでもない。そのまま継承することに，私は強

い危機感を持つ。日本と日本人は，人口減によっ

てではなく，思想の退化によって，この地球の辺

境に物理的にも思想的にも自らを押し込んでしま

うのではないかという危機感である。

　「ISM 調査」と「NHK 調査」から浮かびあが

る現在の日本人の思想の平均像は，「宗教心が弱

まり，自己的・利己的で，企業への忠誠心とか仕

事への熱意を持たず，便宜的に日本が第一と言い

ながら国と自分の関係を真剣に考えるでもなく，

愛国心に乏しく，外国人との共生を嫌がり，反対

とは言わないまでも国内外でのグローバリゼー

ションやダイバーシティに消極的」である。こう

いった「やる気がなく」「危機意識をもたない」

日本人ばかりが集う日本企業が，コトの価値創造

の GID（グローバリゼーション・イノベーショ

ン・ダイバーシティ）競争に立ち向かえるだろう

か。

　戦前・戦中派の日本人「らしい・ならでは」の

思想と，現在の日本人の「らしい・ならでは」の

思想は一見 180 度違うように見える。しかし，両

者はどこかで良くも悪しくも連続している筈であ

る。歴史は連続して現代に至っているのだから，

時代を超えた共通な・不易の部分があるに違いな

い。現代の日本人が，日本人の思想は「好ましか

らざる方向（流行）」に行き過ぎていると認識し

ていること自体，日本人の思想の「好ましい方向

（不易）」を内心では自覚していることの裏返しと

言えるのではないか。

　内閣府（2017b）が 1970 年代から毎年実施し

ている「社会意識に関する世論調査」では，日本

人は近年，国や社会に対してかなりポジティブに

なっているとの集計結果が出ている。悲観ばかり

する必要はないのかもしれない。（a）「国を愛す

る気持ちが強い」人の割合が 2000 年以降 2016 年

までに 46% → 56% に上昇している。（b）「国を

愛する気持ちを育てる必要性がある」人が 73-

81% を 占 め て い た が，2000 年 を 境 に し て

81% → 73% に下がった。わざわざ育てなくても

自律的に育っているということか。（c）1990 年

代の初頭までは「個人志向」が強く 50% ＋を占

めていたが，その後「社会志向」が上昇し，2017

年には個人志向 47% 対社会志向 40% と両者がか

なり拮抗している。（d）「社会に貢献したいとお

もっている」人は，2017 年には 65% まで上昇し

た。

　「新和魂」とは，現在の文明システムに適応し

て，過去と現在を正しく総括し，温故知新し，換

骨脱胎して，現在から将来に向けて日本人の「心

（mind and heart）を震わせ」「頭（knowledge）

を機能させる」日本人「らしい・ならでは」の思

想のことだと考える。日本人の思想はそれぞれの

時代に，自成的に，時代を超える「不易を表象」

し時代を反映した「流行を身につけ」て，経路依

存してきた。今日の時代の文明システムが求めて

いるコトの価値創造での GID 競争で守・破・離

の進化をアップ・スパイラルに実行して，日本と

日本企業の持続可能な未来を開かなければならな

い。それを実行する主役は「新和魂」を持った日

本人ではないか。

　新和魂が再定義されるプロセスで，日本人の心

の中に新和魂が自律的に育たなくてはならない。

国から押しつけ，与えられるものではない。日本

人自らが，現代の「らしい・ならでは」の宗教
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観，倫理道徳観，哲学観を自覚的に再定義したく

なるような，心と頭の中の「情緒的・知的な空

間」が広がるように支援するだけでよい。小中高

大の教育の中で段階的に，日本人の宗教観，倫理

道徳観，哲学観の系譜を学び現代にどう生かして

いくのか自由に討議できるようにするのが良いだ

ろう。その前に討議をリードできる教員をじっく

りと養成する必要がある。そうすれば，現代の文

明システムと整合する「新和魂」の再定義を求め

て議論が百花斉放するだろう。そして，時代の特

殊性，経路依存性，不易流行性に沿った日本人

「らしい・ならでは」の思想をつむぎ出したいも

のである。

4．新和魂とグローバル最適経営

　かく定義される新和魂が，企業のグローバル最

適経営にエンゲージする日本人の覚悟と熱意，使

命感とロマン，想像力と創造力，知力と体力など

の根源的な人間力を駆動する心と体のエンジンと

なるだろう。今日から将来にかけてのグローバル

最適経営とは，企業が，コトの価値創造の競争を

勝ち抜くために，国内外の文明システムの変化に

適応して，経営の 5 要素である企業の理念（存在

理由），企業文化（企業の個性），経営資源（人

材・情報・技術・設備・資金），顧客価値創造プ

ロセス（顧客価値形成，SC・ VC など），組織

（生産・マーケティング・財務・人事など）の全

てでの GID 競争を，国の内外で，切れ目なく，

アップ・スパイラルに，最適に勝ち抜いて，自社

のグローバル業績を最大化することに他ならな

い。つまり，GID での新たな守・破・離の進化

を実現して，コトの価値創造を実現しなければな

らない。新和魂が，けっして涸れることのない泉

のように，GID の守・破・離の競争進化を実現

する根源的な人間力を日本人に与え続けるだろ

う。

（1）�GID（グローバリゼーション・イノベーショ

ン・ダイバーシティ）の競争

　国の内外で，世界に共通の普遍化が拡大し，国

や民族の特殊化が強まり，両者がもつれ合いなが

ら同時に進行している。これが，均質化ではない

現代の GID の競争である。はなから普遍を体現

している特定の国はないし，民族もいない。全て

の国や民族は特殊であり独自ある。

　ある国・ある民族が生む特殊・独自の成果であ

る科学や技術，経済合理性の発明や発見がグロー

バルにシェアされて普遍・文明となる。文明は進

化する。文明は優劣を競う。普遍の評価基準は客

観評価であるからだ。その文明の優劣競争は今，

「モノの価値造り」から「コトの価値創り」に転

換している。「コトの価値創り」の GID 競争の時

代である。

　普遍としてシェアされない部分が特殊・独自の

文化である。文化は深化する。文化は特殊・独自

で優劣はないが影響力を競う。どの国・どの民族

の食文化や生活様式，精神性や美意識，国や民族

のアイデンティティも特殊であり独自で，優劣は

ないが，好き嫌いの選択は受ける。日本人「らし

い・ならでは」の思想は，他の国・他民族の「ら

しい・ならでは」の思想との影響力の GID 競争

に晒されている。

　GID の競争は，普遍と特殊，文明と文化のモ

ザイク状態が国内外で同時進行し拡大しているさ

まを想定している。画一化の地球規模での拡大で

は決してない。

　どの国・どの民族も普遍を発信できる。しか

し，特殊を持たなければ普遍を発信できない。普

遍を発信する文化ベースは特殊だからである。た

とえば，「人類愛・ヒューマニティ」「正義」「礼

節」「善悪の峻別」「信頼」は普遍価値であり地球

上の全ての人間がシェアする文明である。しか

し，その普遍を発信する根源に，日本人には
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「神・仏・儒のメタ統合」という特殊の「らし

い・ならでは」の思想があり，欧米人には「キリ

スト教」の特殊な「らしい・ならでは」信仰が

ベースにある。特殊を自己に内部化し，普遍を帰

納する。そうして知力と精神力を使って日本人も

欧米人も世界に向けて普遍価値を発信してきた。

　「クール・ジャパン」は特殊文化である。特殊

が競争次元となり，その発信力・影響力を「クー

ル・アメリカ」や「クール・チャイナ」と競って

いる。日本人の歴史・伝統，美意識やライフスタ

イルに魅力を感じ，それを自分の思想としライフ

スタイルに取り入れる人々が世界中で増えてい

る。禅から生まれた和食や茶道がますます，多く

の国々の人たちの精神性や食生活などのライフス

タイルにインパクトを与えている。アニメのさま

ざまな妖怪・ポケットモンスターなどは（その源

流は遠く古代の怨霊の観念や『往生要集』の地獄

道・餓鬼道などにさかのぼると考えられるが）子

供や若者の想像力をかきたてる。神道由来の「す

がすがしく」「清潔感があり」「りんとしている」

日本人タレントたちが奏でる J-POP 文化も広

がっている。

　一方では「クール・ジャパン」を受け入れる国

や民族は，必ずしも，「日本人が日本の文化を当

たり前のように受け入れている」のと同じコンテ

キストで受け入れるとは限らない。それぞれの国

や民族の文化コンテキストに翻訳して受け入れる

ケースが多い。「すし」をアメリカ人はアボガド

やフォアグラもネタにする「Sushi」として，

「カップ・ラーメン」を欧州ではスープが中心の

「Noodle Soup」として受け入れる。日本の「す

し」よりも，むしろアメリカや中国の「Sushi」

が「日本食」として世界中で人気が高くなりつつ

ある。日本人による現地食文化への適応もさるこ

とながら，現地人による「日本食」の守・破・離

（AI）進化＝現地食化と言えるのではないか。

　企業の「モノの価値（機能・性能）」や「コト

の価値（意味・情緒）」の創造競争も，特殊文化

の上に花咲く普遍文明である。グローバルにシェ

アされる技術などの文明・普遍を内部化する能

力，技術を顧客価値に転換する商品開発力，そし

て，その商品に特殊文化の意味や情緒を練り込む

ブランド開発力などが，国や企業の優劣競争力と

影響力競争力を左右する。文明・普遍の内部化能

力が高い国や企業の競争力は一段と強く，国内外

での成果をさらに高める。国や民族特殊の文化価

値（歴史・伝統・宗教 / 思想・文化）のポジティ

ブな発信力や影響力が強い国や企業への顧客支持

はますます強くなる。GID の競争とは，「普遍な

文明価値の優劣競争と，特殊な文化価値の影響力

競争が同時進行でグローバライズしている」と考

える。

　現実世界では 1990 年以降最近まで，アメリカ

とアメリカ企業が「普遍価値の優劣競争と特殊価

値の発信力・影響力競争」を圧倒的に優位に進

め，多くの事業分野で，中でも ICT 分野で，世

界のリーダーの役割を果たしてきた。しかし

2017 年に入りアメリカは，保護主義的・排他的

なアメリカ第一主義・反グローバリゼーションの

スタンスを強めている。アメリカ国内では ICT

分野のリーダーを始め反対する人たちも多い。一

方中国は近年，政経不可分で自由貿易を歪める

（日本製品の不買とか韓国企業の締め出しなど）

一方で，「普遍価値の競争」の自由と「特殊な文

化価値の影響力競争」の自由の，世界の新たな盟

主になろうとして存在感を高めている。日本はア

メリカの傘の中で「普遍価値と特殊価値」の大国

の一つに成長した。しかし，今後はどうか。アメ

リカと中国の「普遍と特殊」が並列しつつ，共存

するだろうか，あるいはハンチントン（1998）が

予測したように衝突するのだろうか。

　アメリカを中心にした西欧文明は，科学技術×
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資本主義×民主主義×一神教（不寛容）の構造を

持つ。中国文明は，科学技術×国家資本主義×共

産主義×中華主義（不寛容）の構造を持つ。西欧

文明と中国文明はお互いに異質な部分が多いが，

本質的に，その文明への挑戦者には極めて不寛容

で対決を辞さないという共通性を持つ。しかし挑

戦されない限り，つまり，レッド・ラインを越え

てこない限り，どんな相手に対しても寛容で親切

である。日本の小さな文明は，科学技術×資本主

義×民主主義×神仏儒のメタ統合思想（寛容）の

構造で，西欧文明に近い一方で，寛容な神仏儒の

メタ統合思想という特殊文化を持つ。他の文明を

排斥するとかそれと対決するとかの歴史はない。

しかし西欧文明や中国文明のように，グローバル

な広がりはないと言われる（ハンチントン，同

上）。

　日本と日本企業は，これからの文明の多極主義

の世界の中で，したたかな GID 競争を繰り広げ

ていかなければならないだろう。日本人の寛容で

柔軟な神仏儒のメタ統合思想は，多極主義の中で

その特殊性を一段と発揮して世界に影響力を拡大

する可能性があるのではないか。日本の文明が世

界のリーダーになることはないだろうが，自国の

普遍文明の競争力を高めつつ，特殊文化の発信

力・影響力を磨きあげて，世界での存在感を高め

ねばならない。アメリカの傘から離れることはな

くても，中国，そして今後新たな大国に成長する

インドやロシアの国々とも，ますます自律した

「普遍価値と特殊価値」の GID 競争を繰り広げら

れるはずである。

　日本企業は国の内外で，普遍な文明価値の創造

競争では，日本人・非日本人を問わずグローバル

人間を自社の経営資源に取り込み・育て，ICT

革命の急速な進行，コト価値の創造，クロスボー

ダーの SC と VC の構築などで，彼らをグローバ

ル・ネットワークの価値創造プロセスのドライ

バーにできなければならない。

　特殊な文化価値競争では，日本人「らしい，な

らでは」の思想を持ち，同時に，異なった思想を

持った人たちと共生し，相互の影響を深めるグ

ローバル・アウェアネスを高いレベルで持たねば

ならない。

（2）グローバル人間

　団体戦だけでなく個人戦でも，文明価値の優劣

競争と文化価値の影響力競争の両方に同時に取り

組める人がグローバル人間である。日本人のグ

ローバル人間のプロファイリングをすると，他の

国や民族のグローバル人間が真似のできない日本

文化の「らしい・ならでは」の「香り」をコトの

価値に創りこみ，それを独自の差別優位な顧客価

値としてうち出せる人である。その顧客価値を他

の国や民族の特殊な文化・特殊な嗜好に合わせ

て，スピーディに，そして，リスクを取って適合

できる人である。

　グローバル人間とは，それでいて，自国中心主

義から自らを解き放ち自国相対主義を身につけて

いる。自国相対主義は，自国の・自らの「らし

い・ならでは」の思想を体現して初めて認識でき

る思想である。自国の・自らのアイデンティティ

（思想）を持たずして，グローバル競争に参入す

るなかれ。

（3）グローバル最適経営

　以下は林（2012：347-356）を参照している。

グローバル最適経営を目指す視点とは，普遍の文

明と特殊の文化を世界中の国や市場に向けて統合

する能力を持ったグローバル人間が世界を一つの

グローブ（Globe）と捉え，自国対外国ではなく，

自国もグローブの一部であると認識し，そして，

自社の経営の 5 要素をグローブの上に最適に配

置・配分して，グローバル最適の持続的成長を実
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現することである。

　グローバル最適経営は，世界中で「自立，循

環，持続」の社会経済的な貢献をする。自立は，

各国の事業は原則各国の市民が担うこと，各国市

場で利益をあげ，その国の政府に税金を払う責任

ある企業市民になること。循環は，たとえば，原

材料の確保から最終消費に至る SC/VC の中で，

それぞれの分野の現地の産業をパートナーとして

事業モデルを創ること。そして，その国の輸出入

でも重要な役割を果たすこと。持続とは，その自

立と循環を継続して各国に永住することである。

　グローバル最適経営は国内外でのビジネスを最

適化する。自国内で守・破・離の進化（AI 進化）

をして開発した製品やサービスを，各国に標準

化・適応化移転するこれまでの国際経営マーケ

ティングだけではなく，各国でその国の文明シス

テムを内部化して守・破・離の進化（AI 進化）

を実現し，その国特殊の価値も開発する。そのた

めに，研究開発・製品サービス開発・マーケティ

ングなど国や地域に最適な組み合わせを実行す

る。そこで獲得した国際競争力を第三国に横移転

し，また，自国に縦移転してフィードバックし，

国内でも一段と高いアップ・スパイラルな AI 進

化・発展を目指す。そして，それを再び各国に移

転する。この複合したプラクティスの継続が，

GID（グローバリゼーション，イノベーション，

ダイバーシティ）を体現したグローバル最適経営

として結実する。
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